










 
４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  
 本講義は、その性格上、受講者は全員基本六法については一応理解できていると措定したうえで展開

せざるをえないことから、準備学習として、各自、基本六法の復習を必須とする。  
５５．．教教科科書書  
 教科書は指定しない。講義では独自作成教材を使用する。  
６６．．参参考考書書  
 唄孝一「医事法学者は医療のために何ができるか──医事法学から医学原論を──」ジュリスト 1033

号 58-67頁（1993年） 

平林勝政・小西知世・和泉澤千恵・西田幸典編『ナーシング・グラフィカ健康支援と社会保障④ 看

護をめぐる法と制度』（メディカ出版、第 7版、2026年） 

現代民事判例研究会編『民事判例 17～28』（日本評論社）  

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

毎回の講義の終了時に、その日の習熟度に関する講評をする。レポート等の課題に対しては、全体講

評を Oh-o! Meiji等を用いて公開する。  
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  
 毎回の講義の習熟度と提出レポートを総合して成績評価をする。具体的には、毎回の講義の習熟度の

評価割合を 60％とし、提出レポートの評価割合を 40％とする。  

９９．．そそのの他他  
 特になし。 
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４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  
 本講義は、その性格上、受講者は全員基本六法については一応理解できていると措定したうえで展開

せざるをえないことから、準備学習として、各自、基本六法の復習を必須とする。  
５５．．教教科科書書  
 教科書は指定しない。講義では独自作成教材を使用する。  
６６．．参参考考書書  
 唄孝一「医事法学者は医療のために何ができるか──医事法学から医学原論を──」ジュリスト 1033

号 58-67頁（1993年） 

平林勝政・小西知世・和泉澤千恵・西田幸典編『ナーシング・グラフィカ健康支援と社会保障④ 看

護をめぐる法と制度』（メディカ出版、第 7版、2026年） 

現代民事判例研究会編『民事判例 17～28』（日本評論社）  

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

毎回の講義の終了時に、その日の習熟度に関する講評をする。レポート等の課題に対しては、全体講

評を Oh-o! Meiji等を用いて公開する。  
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  
 毎回の講義の習熟度と提出レポートを総合して成績評価をする。具体的には、毎回の講義の習熟度の

評価割合を 60％とし、提出レポートの評価割合を 40％とする。  

９９．．そそのの他他  
 特になし。 

（LS）LAW661J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

倒倒産産法法ⅠⅠ  
※※22002266 年年度度以以降降入入学学者者対対象象  

２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  河河村村  浩浩  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

本講では、司法試験への出題を念頭に、破産手続と民事再生手続を中心に扱い、受講者が倒産処理手

続の基礎的知識を習得し、基本的な枠組を理解して、もって、司法試験の論文問題に対応し得る学力を

修得することを到達目標とする。事前に（紙媒体及びＰＤＦで）講義レジュメを配布し、これに沿って

授業を進めるので、参考書等と併せて十分な予習・復習をしてくることが必要である。 

倒産処理手続において、実体法の担保物権や契約関係がどのように変容されるかを通じて、民法の理

解を深めることができ、また、民事訴訟法と接点を持つ領域（中断・受継等）の学習を通じて、民事訴

訟法の理解を深めることができる。このように、倒産法の隣接科目との学習の連携を図ることも目標と

する。 

２２．．授授業業内内容容  

 以下は、あらかじめ配布する倒産法講義レジュメの進行に従う。必要に応じて、適宜、補足資料も配

布する。 

●第１回 破産手続（１） 
 倒産手続の概観、倒産手続の基本理念、破産手続の開始要件（破産能力、破産原因）、破産手続開始

の申立・審理、破産手続開始前の保全処分、破産手続開始決定・効果 
●第２回 破産手続（２） 
破産手続の機関（破産裁判所、破産管財人、保全管理人、債権者集会、債権者委員会） 

 ●第３回 破産手続（３） 
 破産債権の確定（１）―破産債権の意義・額・順位・多数当事者との関係、破産債権の調査・確定 
●第４回 破産手続（４） 

 破産債権の確定（２）―相殺権の意義・範囲・要件・行使 
●第５回 破産手続（５） 

 破産財団（１）―破産財団の意義・範囲・法的性格、自由財産 
●第６回 破産手続（６） 

 破産財団（２）―取戻権 
●第７回 破産手続（７） 

 破産財団（３）―別除権 
●第８回 破産手続（８） 

 破産財団（４）―財団債権 
●第９回 破産手続（９） 

 否認権（１）－否認権の意義・種類・要件・効果 
●第１０回 破産手続（１０） 

 否認権（２）－特殊の否認、法人役員の責任追及等 
●第１１回 破産手続（１１） 

 破産者を巡る法律関係（１）―手続開始後の破産者の法律行為、未履行双務契約 
●第１２回 破産手続（１２） 

 破産者を巡る法律関係（２）―各種の双務契約に関する特則 
●第１３回 破産手続（１３） 

 破産手続開始前から係属中の他の手続の扱い、破産財団の管理・換価 
●第１４回 破産手続（１４） 

 破産手続の終了（配当による終了、その他の終了原因）、免責・復権・破産犯罪 
３３．．履履修修上上のの注注意意  

毎回、授業の範囲のレジュメをきちんと読み、該当範囲の条文を必ず読んでおくこと。  

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 事前に配布した講義レジュメに従い、参考書等で予習・復習を充分にすること。その際には、具体的
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イメージを持って、基礎的概念や手続の概要を理解するように努めること。特に、授業ででてきた条文

は、繰り返し読んでおくこと。法律の条文は、一読しただけでは、理解が困難であるが、何度も繰り返

し読むことで何となく文意を把握し得るようになる（「読書百遍 意自ずから通ず」）。条文読みには、

根気が大切である。 

５５．．教教科科書書  

 特に指定しない。講義レジュメに従って授業を行う。 

６６．．参参考考書書  

● 杉本和士ほか『リーガルクエストシリーズ 倒産法』（有斐閣） 

● 中島弘雅・佐藤鉄男『現代倒産手続法』（有斐閣アルマ） 

● 加藤哲夫・山本研編『プロセス講義 倒産法』（信山社） 

● 小河原寧『民事再生法』（商事法務） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 期末試験について、採点後、Oh-o! Meijiで問題の解説を配信する予定である。 

８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 期末試験７０％。平常点（授業への参加度や質疑応答の内容）３０％。 

９９．．そそのの他他  

  特になし。 
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イメージを持って、基礎的概念や手続の概要を理解するように努めること。特に、授業ででてきた条文

は、繰り返し読んでおくこと。法律の条文は、一読しただけでは、理解が困難であるが、何度も繰り返

し読むことで何となく文意を把握し得るようになる（「読書百遍 意自ずから通ず」）。条文読みには、

根気が大切である。 

５５．．教教科科書書  

 特に指定しない。講義レジュメに従って授業を行う。 

６６．．参参考考書書  

● 杉本和士ほか『リーガルクエストシリーズ 倒産法』（有斐閣） 

● 中島弘雅・佐藤鉄男『現代倒産手続法』（有斐閣アルマ） 

● 加藤哲夫・山本研編『プロセス講義 倒産法』（信山社） 

● 小河原寧『民事再生法』（商事法務） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 期末試験について、採点後、Oh-o! Meijiで問題の解説を配信する予定である。 

８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 期末試験７０％。平常点（授業への参加度や質疑応答の内容）３０％。 

９９．．そそのの他他  

  特になし。 

  

（LS）LAW661J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

倒倒産産法法ⅡⅡ  
  ※※22002266 年年度度以以降降入入学学者者対対象象  

２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  河河村村  浩浩  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

本講では、司法試験への出題を念頭に、破産手続と民事再生手続を中心に扱い、受講者が倒産処理手

続の基礎的知識を習得し、基本的な枠組を理解して、もって、司法試験の論文問題に対応し得る学力を

修得することを到達目標とする。事前に（紙媒体及びＰＤＦで）講義レジュメを配布し、これに沿って

授業を進めるので、参考書等と併せて十分な予習・復習をしてくることが必要である。 

倒産処理手続において、実体法の担保物権や契約関係がどのように変容されるかを通じて、民法の理

解を深めることができ、また、民事訴訟法と接点を持つ領域（中断・受継等）の学習を通じて、民事訴

訟法の理解を深めることができる。このように、倒産法の隣接科目との学習の連携を図ることも目標と

する。 

２２．．授授業業内内容容  

 以下は、あらかじめ配布する倒産法講義レジュメの進行に従う。必要に応じて、適宜、補足資料も配

布する。 

●第１回（第１５回。かっこ内の回数は、倒産法Ⅰからの連続回数を示す。以下同じ。） 
 民事再生手続（１） 

 民事再生手続、保全手続、再生手続の開始要件、事業譲渡 
●第２回（第１６回） 民事再生手続（２） 

 再生手続の機関等、再生債権の意義・調査・確定 
●第３回（第１７回） 民事再生手続（３） 

 再生債権以外の債権、再生債務者の財産の調査・確保 
●第４回（第１８回） 民事再生手続（４） 

 再生債務者をめぐる財産関係の整理（再生債務者等の実体法上の地位、契約関係の整理）、係属中の

他の手続の扱い 
●第５回（第１９回） 民事再生手続（５） 

 再生債務者財産の法律的変動、取戻権、別除権、相殺権、否認権、法人役員の責任追及等 
●第６回（第２０回） 民事再生手続（６） 

 再生計画その１ 
●第７回（第２１回） 民事再生手続（７） 

 再生計画その２ 
●第８回（第２２回） 民事再生手続（８） 

 再生手続の終了、再生手続から破産手続への移行、簡易再生・同意再生 
●第９回（第２３回） 民事再生手続（９） 
個人再生（小規模個人再生、給与所得者等再生、住宅資金貸付債権に関する特則） 
●第１０回（第２４回） 会社更生手続（１） 

 会社更生手続、保全手続、開始決定、更生手続の機関 
●第１１回（第２５回） 会社更生手続（２） 

 更生債権その他の権利、更生債権等の届出・調査・確定、会社財産の調査・確保、更生計画、更生手

続の終了 
●第１２回（第２６回） 会社更生手続（３） 

 会社更生法の横断的理解 
●第１３回（第２７回） 特別清算手続 
 特別清算手続の概要 
●第１４回（第２８回） 清算型倒産手続及び再建型倒産手続の総括 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

毎回、授業の範囲のレジュメをきちんと読み、該当範囲の条文を必ず読んでおくこと。  

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  
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 事前に配布した講義レジュメに従い、参考書等で予習・復習を充分にすること。その際には、具体的

イメージを持って、基礎的概念や手続の概要を理解するように努めること。特に、授業ででてきた条文

は、繰り返し読んでおくこと。法律の条文は、一読しただけでは、理解が困難であるが、何度も繰り返

し読むことで何となく文意を把握し得るようになる（「読書百遍 意自ずから通ず」）。条文読みには、

根気が大切である。 

５５．．教教科科書書  

 特に指定しない。講義レジュメに従って授業を行う。 

６６．．参参考考書書  

● 杉本和士ほか『リーガルクエストシリーズ 倒産法』（有斐閣） 

● 中島弘雅・佐藤鉄男『現代倒産手続法』（有斐閣アルマ） 

● 加藤哲夫・山本研編『プロセス講義 倒産法』（信山社） 

● 小河原寧『民事再生法』（商事法務） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 期末試験について、採点後、Oh-o! Meijiで問題の解説を配信する予定である。 

８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 期末試験７０％。平常点（授業への参加度や質疑応答の内容）３０％。 

９９．．そそのの他他  

  特になし。  
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 事前に配布した講義レジュメに従い、参考書等で予習・復習を充分にすること。その際には、具体的

イメージを持って、基礎的概念や手続の概要を理解するように努めること。特に、授業ででてきた条文

は、繰り返し読んでおくこと。法律の条文は、一読しただけでは、理解が困難であるが、何度も繰り返

し読むことで何となく文意を把握し得るようになる（「読書百遍 意自ずから通ず」）。条文読みには、

根気が大切である。 

５５．．教教科科書書  

 特に指定しない。講義レジュメに従って授業を行う。 

６６．．参参考考書書  

● 杉本和士ほか『リーガルクエストシリーズ 倒産法』（有斐閣） 

● 中島弘雅・佐藤鉄男『現代倒産手続法』（有斐閣アルマ） 

● 加藤哲夫・山本研編『プロセス講義 倒産法』（信山社） 

● 小河原寧『民事再生法』（商事法務） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 期末試験について、採点後、Oh-o! Meijiで問題の解説を配信する予定である。 

８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 期末試験７０％。平常点（授業への参加度や質疑応答の内容）３０％。 

９９．．そそのの他他  

  特になし。  

（LS）LAW661J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

倒倒産産法法  
※※22002255 年年度度以以前前入入学学者者対対象象  

２２・・３３年年  通通年年  ４４  河河村村  浩浩  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

本講では、司法試験への出題を念頭に、破産手続と民事再生手続を中心に扱い、受講者が倒産処理手

続の基礎的知識を習得し、基本的な枠組を理解して、もって、司法試験の論文問題に対応し得る学力を

修得することを到達目標とする。事前に（紙媒体及びＰＤＦで）講義レジュメを配布し、これに沿って

授業を進めるので、参考書等と併せて十分な予習・復習をしてくることが必要である。 

倒産処理手続において、実体法の担保物権や契約関係がどのように変容されるかを通じて、民法の理

解を深めることができ、また、民事訴訟法と接点を持つ領域（中断・受継等）の学習を通じて、民事訴

訟法の理解を深めることができる。このように、倒産法の隣接科目との学習の連携を図ることも目標と

する。 

２２．．授授業業内内容容  

 以下は、あらかじめ配布する倒産法講義レジュメの進行に従う。必要に応じて、適宜、補足資料も配

布する。 

●第１回 破産手続（１） 
 倒産手続の概観、倒産手続の基本理念、破産手続の開始要件（破産能力、破産原因）、破産手続開始

の申立・審理、破産手続開始前の保全処分、破産手続開始決定・効果 
●第２回 破産手続（２） 
破産手続の機関（破産裁判所、破産管財人、保全管理人、債権者集会、債権者委員会） 

 ●第３回 破産手続（３） 
 破産債権の確定（１）―破産債権の意義・額・順位・多数当事者との関係、破産債権の調査・確定 
●第４回 破産手続（４） 

 破産債権の確定（２）―相殺権の意義・範囲・要件・行使 
●第５回 破産手続（５） 

 破産財団（１）―破産財団の意義・範囲・法的性格、自由財産 
●第６回 破産手続（６） 

 破産財団（２）―取戻権 
●第７回 破産手続（７） 

 破産財団（３）―別除権 
●第８回 破産手続（８） 

 破産財団（４）―財団債権 
●第９回 破産手続（９） 

 否認権（１）－否認権の意義・種類・要件・効果 
●第１０回 破産手続（１０） 

 否認権（２）－特殊の否認、法人役員の責任追及等 
●第１１回 破産手続（１１） 

 破産者を巡る法律関係（１）―手続開始後の破産者の法律行為、未履行双務契約 
●第１２回 破産手続（１２） 

 破産者を巡る法律関係（２）―各種の双務契約に関する特則 
●第１３回 破産手続（１３） 

 破産手続開始前から係属中の他の手続の扱い、破産財団の管理・換価 
●第１４回 破産手続（１４） 

 破産手続の終了（配当による終了、その他の終了原因）、免責・復権・破産犯罪 
●第１５回 民事再生手続（１） 

 民事再生手続、保全手続、再生手続の開始要件、事業譲渡 
●第１６回 民事再生手続（２） 

 再生手続の機関等、再生債権の意義・調査・確定 
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●第１７回 民事再生手続（３） 

 再生債権以外の債権、再生債務者の財産の調査・確保 
●第１８回 民事再生手続（４） 

 再生債務者をめぐる財産関係の整理（再生債務者等の実体法上の地位、契約関係の整理）、係属中の

他の手続の扱い 
●第１９回 民事再生手続（５） 

 再生債務者財産の法律的変動、取戻権、別除権、相殺権、否認権、法人役員の責任追及等 
●第２０回 民事再生手続（６） 

 再生計画その１ 
●第２１回 民事再生手続（７） 

 再生計画その２ 
●第２２回 民事再生手続（８） 

 再生手続の終了、再生手続から破産手続への移行、簡易再生・同意再生 
●第２３回 民事再生手続（９） 
個人再生（小規模個人再生、給与所得者等再生、住宅資金貸付債権に関する特則） 
●第２４回 会社更生手続（１） 

 会社更生手続、保全手続、開始決定、更生手続の機関 
●第２５回 会社更生手続（２） 

 更生債権その他の権利、更生債権等の届出・調査・確定、会社財産の調査・確保、更生計画、更生手

続の終了 
●第２６回 会社更生手続（３） 

 会社更生法の横断的理解 
●第２７回 特別清算手続 
 特別清算手続の概要 
●第２８回 清算型倒産手続及び再建型倒産手続の総括 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

毎回、授業の範囲のレジュメをきちんと読み、該当範囲の条文を必ず読んでおくこと。  

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 事前に配布した講義レジュメに従い、参考書等で予習・復習を充分にすること。その際には、具体的

イメージを持って、基礎的概念や手続の概要を理解するように努めること。特に、授業ででてきた条文

は、繰り返し読んでおくこと。法律の条文は、一読しただけでは、理解が困難であるが、何度も繰り返

し読むことで何となく文意を把握し得るようになる（「読書百遍 意自ずから通ず」）。条文読みには、

根気が大切である。 

５５．．教教科科書書  

 特に指定しない。講義レジュメに従って授業を行う。 

６６．．参参考考書書  

● 杉本和士ほか『リーガルクエストシリーズ 倒産法』（有斐閣） 

● 中島弘雅・佐藤鉄男『現代倒産手続法』（有斐閣アルマ） 

● 加藤哲夫・山本研編『プロセス講義 倒産法』（信山社） 

● 小河原寧『民事再生法』（商事法務） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 期末試験について、採点後、Oh-o! Meijiで問題の解説を配信する予定である。 

８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 期末試験７０％。平常点（授業への参加度や質疑応答の内容）３０％。 

９９．．そそのの他他  

  特になし。 
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●第１７回 民事再生手続（３） 

 再生債権以外の債権、再生債務者の財産の調査・確保 
●第１８回 民事再生手続（４） 

 再生債務者をめぐる財産関係の整理（再生債務者等の実体法上の地位、契約関係の整理）、係属中の

他の手続の扱い 
●第１９回 民事再生手続（５） 

 再生債務者財産の法律的変動、取戻権、別除権、相殺権、否認権、法人役員の責任追及等 
●第２０回 民事再生手続（６） 

 再生計画その１ 
●第２１回 民事再生手続（７） 

 再生計画その２ 
●第２２回 民事再生手続（８） 

 再生手続の終了、再生手続から破産手続への移行、簡易再生・同意再生 
●第２３回 民事再生手続（９） 
個人再生（小規模個人再生、給与所得者等再生、住宅資金貸付債権に関する特則） 
●第２４回 会社更生手続（１） 

 会社更生手続、保全手続、開始決定、更生手続の機関 
●第２５回 会社更生手続（２） 

 更生債権その他の権利、更生債権等の届出・調査・確定、会社財産の調査・確保、更生計画、更生手

続の終了 
●第２６回 会社更生手続（３） 

 会社更生法の横断的理解 
●第２７回 特別清算手続 
 特別清算手続の概要 
●第２８回 清算型倒産手続及び再建型倒産手続の総括 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

毎回、授業の範囲のレジュメをきちんと読み、該当範囲の条文を必ず読んでおくこと。  

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 事前に配布した講義レジュメに従い、参考書等で予習・復習を充分にすること。その際には、具体的

イメージを持って、基礎的概念や手続の概要を理解するように努めること。特に、授業ででてきた条文

は、繰り返し読んでおくこと。法律の条文は、一読しただけでは、理解が困難であるが、何度も繰り返

し読むことで何となく文意を把握し得るようになる（「読書百遍 意自ずから通ず」）。条文読みには、

根気が大切である。 

５５．．教教科科書書  

 特に指定しない。講義レジュメに従って授業を行う。 

６６．．参参考考書書  

● 杉本和士ほか『リーガルクエストシリーズ 倒産法』（有斐閣） 

● 中島弘雅・佐藤鉄男『現代倒産手続法』（有斐閣アルマ） 

● 加藤哲夫・山本研編『プロセス講義 倒産法』（信山社） 

● 小河原寧『民事再生法』（商事法務） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 期末試験について、採点後、Oh-o! Meijiで問題の解説を配信する予定である。 

８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 期末試験７０％。平常点（授業への参加度や質疑応答の内容）３０％。 

９９．．そそのの他他  

  特になし。 

  

（LS）LAW621J 
科科  目目  名名 配配当当学学年年 開開講講期期 単単位位数数 担担  当当  者者  名名 

租租税税法法ⅠⅠ ２２・・３３年年 春春学学期期 ２２ 鈴鈴木木  孝孝直直 

 

１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標 

 「租税法Ⅰ」と「租税法Ⅱ」とに分けて、租税法の基本理論、租税実体法（所得税法及び法人税法）、

租税手続法（申告・納付手続、課税・徴収処分手続）を講義する。これらの内容は、司法試験の出題範

囲に準拠するものである。 

「租税法Ⅰ」では、租税法の基本原則と租税法の解釈適用原理について概説した後（第 1回ないし第

3回講義）、主として、所得税法の内容を詳解する（第 4回ないし第 14回講義）。指定する教科書に沿

って、所得税法の理論を、通説・判例の解説を通じて、できるだけ具体的に説明する。この授業は、所

得税額の計算演習や国際課税問題は原則として取り上げないこととする。 

講義科目ではあるが、復習を重視しているので、すでに解説した内容については、授業中に受講生に、

適宜、質問をする。これにより、租税法についての理解を深め、問題への対応能力を高めていく。 

受講生が、法曹として当然に必要とされる租税法上の基礎的な知識を習得すると共に、実際社会にお

いて生じうる租税法上の問題に対して、法的判断を自ら下せるようになること、あるいはアドバイスが

できるようになることを到達目標とする。 

２２．．授授業業内内容容 

第 1回 租税法の体系（納税義務の成立から消滅までの流れ）と租税法の基本原則 

 講義に先立って、講義全体のイントロダクションを行い、授業の進め方、予習・復習と授業との関係、

教材に関する説明、成績評価の方法を説明する。 

講義の出発点として、租税法という法律はどのような体系により成り立っているのかを概説した上、

すべての租税法令の基礎にある憲法原理（租税法律主義と租税公平主義）の解説を開始する。 

第 2回 租税法の基本原則（租税法律主義） 

 憲法 30条及び 84条を根拠とする租税法律主義の現代的内容を、立法原則と執行原則に分けて解説し、

各種個別租税法令とどのような関係にあるかを理解してもらう。 

第 3回 租税法の基本原則（租税公平主義）と租税法の解釈適用原理 

 租税立法権の濫用を抑止する規範としての憲法 14条を根拠とする租税公平主義の内容を概説した後、

租税負担の公平を図るための租税法令の解釈適用原理として、信義則と租税回避の否認原則について解

説する。 

第 4回 所得税法の課税要件（納税義務者） 

 所得税法の講義のスタートとして、所得税の基本構造である課税要件の構成（納税義務者、課税物件、

課税物件の帰属、課税標準、税率）を説明し、その後、所得税の納税義務者の範囲と内容を解説する。 

第 5回 所得税の課税要件（課税物件） 

 所得税の課税物件とされる「所得」とは、どのようなものなのかについて説明する。経済学上の所得

概念論と法律上の「課税所得の範囲」との関係についても併せて説明する。 

第 6回 所得税の課税要件（課税物件の人的帰属） 

 所得税法における課税物件の人的帰属判定原則とされる、実質所得者課税の原則（所得税法 12 条）

の内容を説明する。この応用問題として、生計を一にする親族が事業から受ける対価の帰属（同法 56

条・57 条）についても説明する。 

第 7回 所得税の課税要件（課税物件の時間的帰属：収入金額） 

 収入金額の意義（所得税法 36 条）及び時間的帰属（年度帰属）の判定原則としての権利確定主義の

内容について説明する。 

第 8回 所得税の課税要件（課税物件の時間的帰属：必要経費） 

 必要経費の意義（所得税法 37 条）及び時間的帰属（年度帰属）の判定原則としての費用収益対応原

則の内容について説明する。 

第 9回 所得税の課税要件（課税標準・税率・税額計算の仕組み） 

 課税標準としての各種所得の内容、所得税における累進税率構造、課税標準の計算から税額計算に至

る手順について説明する。 
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第 10回 各種所得の特色１（資産性暦年所得） 

 暦年課税の対象となる利子所得、配当所得、不動産所得の意義、課税標準の計算方法、課税方法の特

色について解説する。 

第 11回 各種所得の特色 2（資産勤労結合暦年所得と勤労暦年所得） 

 暦年課税の対象となる事業所得と給与所得の意義、課税標準の計算方法、課税方法の特色について解

説する。 

第 12回 各種所得の特色 3（勤労長期所得と資産勤労結合長期所得） 

 長期性所得として分離課税の対象となる退職所得と山林所得の意義、課税標準の計算方法、課税方法

の特色について解説する。 

第 13回 各種所得の特色 4（資産性長期所得） 

 譲渡所得の意義、課税標準の計算方法、課税方法の特色について解説する。 

第 14回 各種所得の特色 5（一時所得・雑所得） 

 一時所得・雑所得の意義、課税標準の計算方法、課税方法の特色について解説する。 

３３．．履履修修上上のの注注意意 

 司法試験の選択科目として租税法を選択しようとする受講生は、「租税法Ⅰ」と「租税法Ⅱ」を両方

とも履修する必要がある。租税法の一般的知識を習得したい受講生は、「租税法Ⅰ」の方が基礎的であ

り、「租税法Ⅱ」は応用的であるので留意されたい。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容 

・シラバス記載の内容については、その説明順序が多少前後することがある。受講生の理解度や授業 

進度、租税法関係の立法動向によって、内容の一部を省略又は詳細に説明することがあり得る。 

・復習を重視する。授業で重要であると指摘した教科書の該当箇所は、何度も繰り返し読んで理解して 

 ほしい。 

・授業で取り上げた判決内容や関係法令、通達等については、各自で必ず確認することが望まれる。 

・疑問点については授業の前後を問わず質問を受け付けるので、積極的に申し出て欲しい。 

５５．．教教科科書書 

 金子宏『租税法〔最新版〕』（弘文堂）及び鈴木の作成した資料を使用する。授業の際には必ず持参

すること。 

また、教科書ではないが、授業や租税法の学習に当たっては、中里実=増井良啓＝渕圭吾編『租税法

判例六法〔最新版〕』（有斐閣）を各自で用意することを推奨する。授業に際して同書を携帯しない場

合には、主要な租税法規が掲載されている六法書（税務六法［ぎょうせい］、税法六法［新日本法規］

など）や必要法令のコピーの携帯、あるいは、電子機器で条文を適宜参照しうる状況を整えておくこと

が望ましい。 

６６．．参参考考書書 

 中里実ほか編『租税判例百選〔第 7版〕』（有斐閣） 
金子宏ほか編『ケースブック租税法〔最新版〕』（弘文堂） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 中間レポート及び期末試験の終了後、問題の解説・講評をOh-o! Meijiで公開する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 期末試験 70％、中間レポート 30％の割合で評価する。 

９９．．そそのの他他 

 特になし。 
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（LS）LAW621J 
科科  目目  名名 配配当当学学年年 開開講講期期 単単位位数数 担担  当当  者者  名名 

租租税税法法ⅡⅡ ２２・・３３年年 秋秋学学期期 ２２ 鈴鈴木木  孝孝直直 

 

１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標 

 「租税法Ⅰ」と「租税法Ⅱ」とに分けて、租税法の基本理論、租税実体法（所得税法及び法人税法）、

租税手続法（申告・納付手続、課税・徴収処分手続）を講義する。 

「租税法Ⅰ」に引き続き、「租税法Ⅱ」では、主として法人税法の理論について解説する。法人税

法は企業や事業に関わる租税実定法規である。指定する教科書に沿って、法人税法の概要をひととお

り解説した後、主要判例の解説を行うことにより、問題への対応能力を高めていく（第 1回ないし第

11回）。この授業は、法人税額の計算演習や国際課税問題は原則として取り上げないこととする。法

人税法の概説が終わった後に、所得税及び法人税に共通する租税手続法（申告・納付手続、課税・徴

収処分手続）について解説する（第 12回ないし第 14回）。 

講義科目ではあるが、復習を重視しているので、すでに解説した内容については、授業中に受講生

に質問をする。これにより、租税法についての理解を深め、問題対応能力を高めていく。 

受講生が法曹として当然に必要とされる租税法上の基礎的な知識を習得すると共に、実際社会にお

いて生じうる租税法上の問題に対して、法的判断を自ら下せるようになること、あるいはアドバイス

ができるようになることを到達目標とする。 

２２．．授授業業内内容容 

第 1回 租税法の体系（納税義務の成立から消滅までの流れ）と法人税法の課税要件総論 

 講義に先立って、講義全体のイントロダクションを行い、授業の進め方、予習・復習と授業との関

係、教材に関する説明、成績評価の方法を説明する。 

 講義の出発点として、租税法という法律はどのような体系により成り立っているのかを概説した上、

法人税法に規定する課税要件の全体像を解説する。 

第 2回 法人税法の課税要件（納税義務者） 

 まず、「法人」の本質、法人税と所得税の統合（二重課税の排除方法）等、所得課税を個人段階（所

得税）と法人段階（法人税）と二分割して行う制度をとることから生ずる理論的問題について概説す

る。そのうえで、内国法人・外国法人のような、法人税の納税義務者の種類について説明する。 

第 3回 法人税の課税要件（課税物件） 

 課税物件とされる法人所得の特色について講義する。特に個人所得と法人所得との制度上の違いに

ついて解説する。 

第 4回 法人税の課税要件（課税物件の人的帰属） 

 法人税法における課税物件の人的帰属判定原則とされる、実質所得者課税の原則（法人税法 11条）

とその例外について解説する。 

第 5回 法人税の課税要件（課税物件の時間的帰属：益金） 

 まず、法人税の期間計算の時間的単位とされる「事業年度」の意義について解説する。その後、益

金の意義及び時間的帰属（年度帰属）の判定原理としての「実現原則」（権利確定主義）の内容につ

いて説明する。 

第 6回 法人税の課税要件（課税物件の時間的帰属：損金） 

 損金の意義及び時間的帰属（年度帰属）の判定原理としての「費用収益対応の原則」の内容につい

て説明する。 

第 7回 法人税の課税要件（課税標準・税率・税額計算の仕組み） 

 課税標準としての法人所得（益金－損金）、法人税法における税率構造（原則として、比例税率）、

課税標準の計算から税額計算に至る手順について説明する。 

第 8回 法人税に関する主要判例１ 

 『租税判例百選〔第 7版〕』に収録されている法人税に関する主要判例を解説することにより、法

人税の理論を再確認する。最初は、益金損金の意義に関する第 51事件ないし第 55事件。 

第 9回 法人税に関する主要判例 2 

 益金損金の意義に関する第 56 事件ないし 60 事件。 

第 10回 法人税に関する主要判例 3 
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 益金損金の計算・年度帰属に関する第 61事件ないし 65事件。 

第 11回 法人税に関する主要判例 4 

 期間計算に関する第 66事件ないし第 69事件。 

第 12回 所得課税に関する申告・納付手続 

 所得税及び法人税に関する納税申告の方法、納付の方法について解説する。 

第 13回 源泉徴収制度 

 所得税に関する源泉徴収制度について、受給者（所得税の納税義務者）と支払者（法人の負う源泉

徴収義務）との法律関係を説明する。 

第 14回 所得課税に関する課税処分・徴収処分手続 

 課税処分の種類（決定・更正・再更正）、質問検査、推計課税、滞納処分について概説する。 

３３．．履履修修上上のの注注意意 

  司法試験の選択科目として租税法を選択しようとする受講生は、「租税法Ⅰ」及び「租税法Ⅱ」の

両方を履修する必要がある。全体として所得課税の制度について説明するが、「租税法Ⅰ」の方が基

礎的であり、「租税法Ⅱ」は、応用的である。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容 

・シラバス記載の内容については、その説明順序が多少前後することがある。受講生の理解度授業の

進度、租税法関係の立法動向によって、内容の一部を省略又は詳細に説明する可能性がある。 

・指定する教科書は、必ず購入し、授業の際には毎回持参すること。授業で取り上げたことは、必ず

復習し、毎回理解しておくこと。 

・授業で取り上げた判決内容や関係法令、通達等については、各自で必ず確認することが望まれる。 

・疑問点については授業の前後を問わず質問を受け付けるので、積極的に申し出て欲しい。 

５５．．教教科科書書 

 教科書として、金子宏『租税法〔最新版〕』（弘文堂）及び中里実ほか編『租税判例百選〔第 7版〕』

（有斐閣）を指定する。 

授業や租税法の学習に当たっては、中里実=増井良啓＝渕圭吾編『租税法判例六法〔最新版〕』（有

斐閣）を各自で用意することを推奨する。授業に際して同書を携帯しない場合には、主要な租税法規

が掲載されている六法書（税務六法［ぎょうせい］、税法六法［新日本法規］など）や必要法令のコ

ピーの携帯、あるいは、電子機器で条文を適宜参照しうる状況を整えておくことが望まれる。 

６６．．参参考考書書 

 金子宏ほか編『ケースブック租税法〔最新版〕』（弘文堂） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 中間レポート及び期末試験の終了後、問題の解説・講評をOh-o! Meijiで公開する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法 

 期末試験 70％、中間レポート 30％の割合で評価する。 

９９．．そそのの他他 

 特になし。 
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（LS）LAW641J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

経経済済法法ⅠⅠ  
２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  

越越知知  保保見見  
２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  

 
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

独占禁止法についての講義である。独占禁止法は、市場経済の基本ルールを定めた憲法的な規範であ

る。省庁の許認可行政優位の時代には、独占禁止法は、「冬の時代」にあったが、省庁による許認可行

政が後退し、市場経済の利点を発揮することが求められるようになった 1990 年代から、急速に重要性

が高まった。さらにデジタル経済の進展で、業界横断的な問題に関し、独占禁止法の重要性への認識は

いよいよ高まっている。業界の慣行として長年に亘り行なわれてきた事業行為であっても違法とされる

場合があり、国外における事業活動であっても自国とは規制対象や規制水準の異なる当該国の独占禁止

法による規制を予想外に受けるおそれもあり、将来ビジネス・ローを専門領域とすることを考えている

方々には広く履修をお勧めしたい。 

独禁法では事例が重要であり、講義ではあるが、判例の検討を中心に双方向授業を心がけるので、判

例は十分読み込んでいただく必要がある。独禁法では、欧米の競争法の知識・経済分析が重要だが、適

宜重要な欧米の判例にも触れていく。 

経済法Ⅰ、Ⅱを 1期に集中して 4単位取っても全く構わないが、Ⅱの方がかなり、難しく、Ⅱを先に

とって、Ⅰを後の学期に履修することはお勧めしない。 

２２．．授授業業内内容容  

第 1回 独禁法の鳥瞰的理解と 3条後段の解釈・多摩談合事件 

第 2回 価格カルテル・黙示の合意・情報交換活動の評価・東芝ケミカル事件 

第 3回 基本合意と個別合意という入札談合のメカニズム・多摩談合事件 

第 4回 課徴金賦課要件・岩手談合事件・山梨談合事件・課徴金の性格・算定・カルテルの始期と終期 

第 5回 独禁法の執行・私訴による執行・リニエンシー制度と令和元年改正 

第 6回 国際カルテル・国際的執行・ブラウン管カルテル事件 

第 7回 水平的提携・共同開発契約・共同販売契約・共同の取引拒絶 

第 8回 事業法との関係・事業者団体の決定に関する事例 

第 9回 企業結合１―八幡富士事件と新日鉄住金事件・関連市場・単独効果と協調効果 

第 10回 企業結合 2―企業結合ガイドライン・競争制限効果の発生を妨げる事由・SSNIPテスト 

第 11回 企業結合 3―少数株式取得と結合関係概念・企業結合届出手続 

第 12回 企業結合 4―垂直合併の市場閉鎖効果・混合合併のバンドル効果 

第 13回 総合・デジタルエコノミー・デジタルカルテル・人材をめぐる問題 

第 14回 総合・教場試験 
３３．．履履修修上上のの注注意意  

    教科書は、薄いものでよく、ベーシック経済法などでもよい。判例が必須であり、百選は必ず持参す

ること。ガイドラインが重要なので、関係する箇所のガイドラインを持参すること、あるいは、百選と

ガイドラインは、インターネットですぐに見られる状態で授業に臨むこと。  

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

    基本書・講義案、判例を読んで授業に臨むことが好ましいが、最低でもレジュメに目を通して、授業

に臨むこと。授業後には、記憶が残っているうちに基本書・講義案、判例の関係個所を復習すること。

授業では、しっかりノートを取ること。 

５５．．教教科科書書  

   講義案・越知保見『日米欧競争法大全』の抜粋を配布する。 

６６．．参参考考書書  

越知保見『日米欧競争法大全』（中央経済社 2020年） 

金井ほか編『経済法判例百選（第 2版）』（有斐閣 2017年）  

菅久修一編著『独占禁止法』（商事法務 2020年） 
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７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 試験問題については、自ら点検し、不十分な内容に関して、所定の期日までに改善した内容を復習レ

ポートとして提出させる。復習レポートの内容は成績評価の対象とする。起案練習についても、復習に

基づき、起案を修正して提出することを励行する。その復習状況を成績評価の対象とする。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

成績評価は、教場試験の成績（33.4％）、授業への貢献度（平常点）（33.3％）・復習・レポート（33.3％）

で行なう。 

評価基準は、Ｓ～Ｆの 5段階評価とする。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 
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７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 試験問題については、自ら点検し、不十分な内容に関して、所定の期日までに改善した内容を復習レ

ポートとして提出させる。復習レポートの内容は成績評価の対象とする。起案練習についても、復習に

基づき、起案を修正して提出することを励行する。その復習状況を成績評価の対象とする。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

成績評価は、教場試験の成績（33.4％）、授業への貢献度（平常点）（33.3％）・復習・レポート（33.3％）

で行なう。 

評価基準は、Ｓ～Ｆの 5段階評価とする。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 

（LS）LAW641J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

経経済済法法ⅡⅡ  
２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  

越越知知  保保見見  
２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  

 
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

独占禁止法についての講義である。独占禁止法は、市場経済の基本ルールを定めた憲法的な規範であ

る。省庁の許認可行政優位の時代には、独占禁止法は、「冬の時代」にあったが、省庁による許認可行

政が後退し、市場経済の利点を発揮することが求められるようになった 1990 年代から、急速に重要性

が高まった。さらにデジタル経済の進展で、業界横断的な問題に関し、独占禁止法の重要性への認識は

いよいよ高まっている。業界の慣行として長年に亘り行なわれてきた事業行為であっても違法とされる

場合があり、国外における事業活動であっても自国とは規制対象や規制水準の異なる当該国の独占禁止

法による規制を予想外に受けるおそれもあり、将来ビジネス・ローを専門領域とすることを考えている

方々には広く履修をお勧めしたい。 

独禁法では事例が重要であり、講義ではあるが、判例の検討を中心に双方向授業を心がけるので、判

例は十分読み込んでいただく必要がある。独禁法では、欧米の競争法の知識・経済分析が重要だが、適

宜重要な欧米の判例にも触れていく。 

経済法Ⅰ、Ⅱを 1期に集中して 4単位取っても全く構わないが、Ⅱの方がかなり、難しく、Ⅱを先に

とって、Ⅰを後の学期に履修することはお勧めしない。 

２２．．授授業業内内容容  

第 1回 垂直的制限と流通ガイドライン・ブランド内競争とブランド間競争 

第 2回 価格的制限と非価格的制限、インターネット取引 

第 3回 抱き合わせと排他条件付き取引 

第 4回 不当廉売・差別対価 

第 5回 取引拒絶・不可施設理論、排除型私的独占ガイドラインと JASRAC事件・NTT東日本事件 

第 6回 価格的濫用行為（選択的価格設定・内部補助・マージンスクイーズ・リベート） 

第 7回 非価格的濫用行為（囲い込み・2者択一行為）、手段の不公正・行為態様・累積性の考慮 

第 8回 優越的地位の濫用（1）購買力濫用（セブンイレブン・トイザらスなど） 

第 9回  知的所有権と独占禁止法（1）パテントプール・標準化と知財の濫用・知財ガイドライン 

第 10回 知的所有権と独占禁止法（2）インクカートリッジ抱き合わせ・デジタルエコノミー 

第 11回 優越的地位の濫用とデジタルエコノミー 

第 12回 自由な競争、公正な競争、能率競争とデジタルエコノミー 

第 13回 非典型事例・支配型独占・総合型、私訴による執行（2）または 

第 14回 教場試験 
３３．．履履修修上上のの注注意意  

    教科書は、薄いものでよく、ベーシック経済法などでもよい。判例が必須であり、百選は必ず持参す

ること。ガイドラインが重要なので、関係する箇所のガイドラインを持参すること、あるいは、百選と

ガイドラインは、インターネットですぐに見られる状態で授業に臨むこと。  

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

    基本書・講義案、判例を読んで授業に臨むことが好ましいが、最低でもレジュメに目を通して、授業

に臨むこと。授業後には、記憶が残っているうちに基本書・講義案、判例の関係個所を復習すること。

授業では、しっかりノートを取ること。 

５５．．教教科科書書  

   講義案・越知保見『日米欧競争法大全』の抜粋を配布する。 

６６．．参参考考書書  

越知保見『日米欧競争法大全』（中央経済社 2020年） 

金井ほか編『経済法判例百選（第 2版）』（有斐閣 2017年）  

菅久修一編著『独占禁止法』（商事法務 2020年） 
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７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 試験問題については、自ら点検し、不十分な内容に関して、所定の期日までに改善した内容を復習レ

ポートとして提出させる。復習レポートの内容は成績評価の対象とする。起案練習についても、復習に

基づき、起案を修正して提出することを励行する。その復習状況を成績評価の対象とする。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

成績評価は、教場試験の成績（33.4％）、授業への貢献度（平常点）（33.3％）・復習・レポート（33.3％）

で行なう。 

評価基準は、Ｓ～Ｆの 5段階評価とする。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 
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７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 試験問題については、自ら点検し、不十分な内容に関して、所定の期日までに改善した内容を復習レ

ポートとして提出させる。復習レポートの内容は成績評価の対象とする。起案練習についても、復習に

基づき、起案を修正して提出することを励行する。その復習状況を成績評価の対象とする。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

成績評価は、教場試験の成績（33.4％）、授業への貢献度（平常点）（33.3％）・復習・レポート（33.3％）

で行なう。 

評価基準は、Ｓ～Ｆの 5段階評価とする。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 

（LS）LAW641J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

経経済済法法演演習習  ３３年年  秋秋学学期期  ２２  神神田田  哲哲也也  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

本演習においては、独占禁止法違反の主な行為類型について個別事例を取り上げ、認定された事実か

らどのような思考過程を経て違反の成立の有無に係る結論が導き出されるのかを中心に議論を行う。ま

た、これら個別事例の検討を通じて、違反行為の背景となった業界の商慣行や取引慣行など経済活動の

実態についても理解を深めることを目指す。本演習により、どのような事実が存在する場合に独占禁止

法にどの適用法条に該当し、違反することとなるのかについての基本的考え方を身につけることを到達

目標とする。 
本演習では、検討する個別事例ごとに担当の学生を割り当てる。割り当てられた学生から当日 A4 で

２～３枚でまとめた（１）事案の概要（検討対象市場の画定等を含む）、（２）適用の可否が検討された

条項（違反行為類型）の構成要件及び要件の解釈、（３）構成要件へのあてはめを判断する根拠となる

事実（行為、市場環境、結果等）、（４）法適用上の論点（独占禁止法の他の条項の適用の可能性、要件

該当性に疑義を生じさせる事実、解釈規範等）について報告を行い、これを踏まえて質疑応答を行い、

教員が出席者の議論を整理するとともに、関連する諸問題について最近の判審決や排除措置命令の動向

も紹介しながら適宜補足しつつ、進行する。 
２２．．授授業業内内容容    
  下記の事例を取り上げるほか必要に応じて仮説事例を用いた検討を行うことがある。各回に扱う事例

は事前に指示するが、今後の判決や審決の状況によっては、追加や差替えもあり得る。 

第１回 独占禁止法の事例の考え方 

 独占禁止法に係る事例を検討する際の考え方、注目すべきポイント、検討の幅を広げるために必要な

視点や知識等について検討し、具体的な事例を取り上げて簡単な検討を行う。 

第２－４回 不当な取引制限 

 ア 価格カルテル事件 

  ○モディファイヤーカルテル事件（東京高裁判決平成 22年 12月 10日） 

   ・合意の成立 

・競争の実質的制限 

  ○元詰種子カルテル事件（東京高裁判決平成 20年 4 月 4日） 

   ・合意の範囲と一定の取引分野 

   ・拘束の程度 

イ 入札談合事件 

  ○多摩談合事件（最判平成 24年 2月 20日） 

   ・合意の成立 

・競争の実質的制限 

第５回 事業者団体の行為 

 ○大阪バス協会事件（審判審決平成 7年 7月 10日） 

  ・8条 1号と 8条 4号の関係 

  ・事業規制との関係 

第６－１０回 不公正な取引方法 

ア 拘束条件付取引 

  ○資生堂東京販売事件（最判平 10年 12月 18日） 

   ・公正競争阻害性 

   ・販売方法の制限における合理的理由 

 イ 再販売価格拘束 

  ○SCE事件（審判審決平成 13年 8月 1日） 

   ・価格拘束の有無 

   ・複数行為の関係性 
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ウ 取引拒絶  

 ○ロックマン工法事件（勧告審決平成 12年 10月 31日） 

  ・取引先選択の自由との関係 

・拘束条件付取引との関係 

エ 取引妨害 

  ○神鉄タクシー事件（大阪高裁判決平成 26年 10月 31日） 

   ・公正競争阻害性 

   ・検討対象市場 

 オ 差別対価 

○ニチガス／トーカイ事件（東京高裁判決平成 17年 5月 31日／平成 17年 4月 27 日） 

 ・供給に要する費用 

・通常の競争手段との区別 

第１１回 私的独占 

 ○インテル事件（勧告審決平成 17 年 4月 13日） 

  ・リベートによる排除行為 

  ・不当廉売と排他的取引 

第１２回 企業結合１ 

 ○大韓航空／アシアナ航空事件（令和 6年 1月 31日公表） 

  ・市場画定 

  ・単独行動による競争制限 

  ・問題解消措置 

第１３回 企業結合２ 

 ○出光／昭和シェル・JX／東燃事件（平成 28年 12月 19 日公表） 

  ・少数株式取得 

  ・協調的行動による競争制限 

  ・問題解消措置 

第１４回 総括等 

 ○仮想事例 

  ・仮想事例を用いて、これまでの授業の内容についての総括、確認を行う。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  
経済法の基礎的知識に係る科目を履修済みであることを前提とする。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

当日は学生からの発表と質疑応答を踏まえて授業を行うので、発表担当学生は事前に十分な検討を行

うとともに、それ以外の学生についても事前に判審決等を読み込み、法の適用がどのような具体的事実

から導き出されるのか、そのプロセスに留意して事例を読み込み、各自の問題意識を明確にしておくこ

とが望ましい。 
５５．．教教科科書書  

授業中に教材として使用することはないので、各自が所有している教科書により事前学習をされたい。

なお、教科書としては、例えば、白石『独占禁止法〔第４版〕』（有斐閣、2023年）、泉水『独占禁止法』

（有斐閣、2022年）、菅久=品川=伊永=鈴木『独占禁止法〔第５版〕』（商事法務、2024 年）がある。 

６６．．参参考考書書  
授業中に過去の判審決例に言及することが多いと思われるので、『経済法判例・審決百選〔第３版〕』

（有斐閣、2024年）を持参することが望ましい。 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

  期末試験終了後、別途時間を設けて、問題の解説・講評を実施する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

期末試験 60％、担当事例の発表 20％、授業における発言を通じた貢献 20％。  

９９．．そそのの他他  

 特になし。 
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ウ 取引拒絶  

 ○ロックマン工法事件（勧告審決平成 12年 10月 31日） 

  ・取引先選択の自由との関係 

・拘束条件付取引との関係 

エ 取引妨害 

  ○神鉄タクシー事件（大阪高裁判決平成 26年 10月 31日） 

   ・公正競争阻害性 

   ・検討対象市場 

 オ 差別対価 

○ニチガス／トーカイ事件（東京高裁判決平成 17年 5月 31日／平成 17年 4月 27 日） 

 ・供給に要する費用 

・通常の競争手段との区別 

第１１回 私的独占 

 ○インテル事件（勧告審決平成 17年 4 月 13日） 

  ・リベートによる排除行為 

  ・不当廉売と排他的取引 

第１２回 企業結合１ 

 ○大韓航空／アシアナ航空事件（令和 6年 1月 31日公表） 

  ・市場画定 

  ・単独行動による競争制限 

  ・問題解消措置 

第１３回 企業結合２ 

 ○出光／昭和シェル・JX／東燃事件（平成 28年 12月 19 日公表） 

  ・少数株式取得 

  ・協調的行動による競争制限 

  ・問題解消措置 

第１４回 総括等 

 ○仮想事例 

  ・仮想事例を用いて、これまでの授業の内容についての総括、確認を行う。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  
経済法の基礎的知識に係る科目を履修済みであることを前提とする。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

当日は学生からの発表と質疑応答を踏まえて授業を行うので、発表担当学生は事前に十分な検討を行

うとともに、それ以外の学生についても事前に判審決等を読み込み、法の適用がどのような具体的事実

から導き出されるのか、そのプロセスに留意して事例を読み込み、各自の問題意識を明確にしておくこ

とが望ましい。 
５５．．教教科科書書  

授業中に教材として使用することはないので、各自が所有している教科書により事前学習をされたい。

なお、教科書としては、例えば、白石『独占禁止法〔第４版〕』（有斐閣、2023 年）、泉水『独占禁止法』

（有斐閣、2022年）、菅久=品川=伊永=鈴木『独占禁止法〔第５版〕』（商事法務、2024 年）がある。 

６６．．参参考考書書  
授業中に過去の判審決例に言及することが多いと思われるので、『経済法判例・審決百選〔第３版〕』

（有斐閣、2024年）を持参することが望ましい。 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

  期末試験終了後、別途時間を設けて、問題の解説・講評を実施する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

期末試験 60％、担当事例の発表 20％、授業における発言を通じた貢献 20％。  

９９．．そそのの他他  

 特になし。 

（LS）LAW641J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

独独占占禁禁止止手手続続法法  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  神神田田  哲哲也也  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

独占禁止法違反行為に対しては、行政処分としての排除措置命令、課徴金納付命令のほか、刑事告発

や被害者からの損害賠償請求訴訟などが行われることがあり、違反行為を行った企業にとっては大きな

ダメージとなることから、各企業においては、法務・コンプライアンス担当部署を中心に独占禁止法遵

守のための取組を強化してきている。 
本授業においては、独占禁止法の執行面をめぐる法体系、サンクションに係る具体的手続のほか、行

政処分に対する取消訴訟や違反行為の被害者等による民事訴訟などを中心として、独占禁止法の手続全

般について、実務的な観点から説明する。さらに、近年、巨額の罰金や制裁金を課すなど厳罰化の方向

に進んでいる欧米の競争当局の動向も参考としながら議論を進める。この演習により、独占禁止法の手

続体系について全体的な理解に到達することを目標としている。 
本授業は、レジュメを利用した講義形式で実施するとともに、学生に適宜質問して回答を求め、理解

度を確認しながら講義を進める。 
２２．．授授業業内内容容  
第 1回 総論・行政調査の開始 

独禁法違反に対するサンクション・手続の概要を説明して、全体的理解を得る。行政調査主体（公取

委・審査官）、行政調査の開始手続（申告等）について検討する。 

第 2回 行政調査（強制調査権限の行使、行政調査の手法等） 

  強制調査権限（立入検査等）の根拠・手続的規律を説明し、また、憲法上の手続保障の要請との関係

については最高裁判例等を参照しつつ検討する。 

第 3回 処分前手続・不服申立て手続 

 意見聴取手続を中心に、排除措置命令等や警告の前に行われる手続について検討する。命令に対する

不服申立て手続についても検討する。 

第 4回 排除措置命令等 

  排除措置命令や警告等それに至らない事件処理を行う場合の内容・手続等を説明し、命令等の必要性

に関する議論・命令等の内容の限界に関する議論等について検討する。なお、排除措置命令の事前手続

について行政手続法との対比も意識しつつ検討する。また、確約制度についても説明する。 

第 5回 課徴金納付命令（１） 

  課徴金納付命令制度の概要を説明し、その法的性格、対象となる行為類型を検討する。また、課徴金

算定の基礎（算定対象となる期間、算定対象となる商品・役務の売上額等）を説明する。このほか、課

徴金算定対象に係る判決・審決例について検討する。 

第 6回 課徴金納付命令（２） 

 課徴金算定に係る算定率について、基本率・加算率等を説明する。また、課徴金減免制度の概要を説

明する。 

第 7回 課徴金納付命令（３） 

 令和元年改正により導入された調査協力減算制度も含めた実務上の諸論点について検討する。罰金と

の調整等の課徴金制度に係るその他の手続規定についても説明する。 

第 8回 課徴金納付命令（４） 

 前 3回の課徴金納付命令の考え方を踏まえ、小テストを実施し、その内容を用いて、具体的な事例に

おける課徴金算定について検討する。 

第 9回 刑事（犯則）手続 

 犯則調査手続の内容・手続・導入の意義／刑事告発の実際等を説明する。また、犯則調査手続と行政 

調査手続との関係（情報の流用の可否等）について検討する。なお、これまでの刑事事件判決も参照し、

行政処分（排除措置命令・課徴金納付命令）事案との相違等について検討する。 

第 10回 民事訴訟 

 独占禁止法 24 条に定める差止要件について検討するとともに、訴訟における文書提出命令、秘密保
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持命令等を説明する。また、独占禁止法 25 条の無過失損害賠償請求制度を説明するとともに、最近の

判例も参照しながら、独占禁止法違反事例に係る不法行為・損害賠償請求要件の成否（損害額の算定を

含む）を順次検討する。併せて、民法の規定に基づく訴訟についても検討する。 

第 11回 国際事案への法適用・海外の競争当局による調査 

国際カルテル事件を題材に、国際事案への法適用の問題点（いわゆる域外適用、送達手続、外国事業

者への調査等）を検討する。海外の競争当局（米国、ＥＵ）が海外の競争法に基づくサンクションの手

続及びその内容について、日本の独占禁止法におけるサンクションを課する手続と比較しつつ検討する。 

第 12回 企業結合等（１） 

 企業結合規制の概要について、手続規定と実体規定の異同を確認するとともに、事前届出手続の流れ

を説明する。また、手続における実務上の論点についても検討する。 

第 13回 企業結合等（２） 

 過去の企業結合事案も題材にしつつ、問題解消措置を中心とした具体的な事案処理の在り方を検討す

る。その過程で、必要に応じ実体法上の考え方についても検討を行う。 

第 14回 総括 

 設問等を用いた質疑応答形式で、これまでの学習の確認・復習を行い、必要な補足を行う。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  
経済法の基礎的知識に係る科目を履修済みであることを前提とする。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 独占禁止法の手続規定は、行政手続法や民事訴訟法、刑事訴訟法等との関連が深いので、事前学習に

おいては、これら関連法規を一定程度復習しておくことが望ましい。独占禁止法の手続面における実務

については、教科書だけではカバーできない部分もあるので、授業ではその点にも留意して説明してい

くこととする。 
５５．．教教科科書書  

授業中に教材として使用することはないので、各自が所有している教科書により事前学習をされたい。

なお、教科書としては、例えば、白石『独占禁止法〔第４版〕』（有斐閣、2023 年）、菅久=品川=伊永=

鈴木『独占禁止法〔第５版〕』（商事法務、2024年）がある。  

６６．．参参考考書書  
 授業中に審判決例を参照することがあるので、『経済法判例・審決百選〔第３版〕』（有斐閣、2024年）

を持参することが望ましい。  
７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 期末試験終了後、別途時間を設けて、問題の解説・講評を実施する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

期末試験 60％程度、小テスト 20％、授業における発言を通じた貢献 20％。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 
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持命令等を説明する。また、独占禁止法 25 条の無過失損害賠償請求制度を説明するとともに、最近の

判例も参照しながら、独占禁止法違反事例に係る不法行為・損害賠償請求要件の成否（損害額の算定を

含む）を順次検討する。併せて、民法の規定に基づく訴訟についても検討する。 

第 11回 国際事案への法適用・海外の競争当局による調査 

国際カルテル事件を題材に、国際事案への法適用の問題点（いわゆる域外適用、送達手続、外国事業

者への調査等）を検討する。海外の競争当局（米国、ＥＵ）が海外の競争法に基づくサンクションの手

続及びその内容について、日本の独占禁止法におけるサンクションを課する手続と比較しつつ検討する。 

第 12回 企業結合等（１） 

 企業結合規制の概要について、手続規定と実体規定の異同を確認するとともに、事前届出手続の流れ

を説明する。また、手続における実務上の論点についても検討する。 

第 13回 企業結合等（２） 

 過去の企業結合事案も題材にしつつ、問題解消措置を中心とした具体的な事案処理の在り方を検討す

る。その過程で、必要に応じ実体法上の考え方についても検討を行う。 

第 14回 総括 

 設問等を用いた質疑応答形式で、これまでの学習の確認・復習を行い、必要な補足を行う。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  
経済法の基礎的知識に係る科目を履修済みであることを前提とする。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 独占禁止法の手続規定は、行政手続法や民事訴訟法、刑事訴訟法等との関連が深いので、事前学習に

おいては、これら関連法規を一定程度復習しておくことが望ましい。独占禁止法の手続面における実務

については、教科書だけではカバーできない部分もあるので、授業ではその点にも留意して説明してい

くこととする。 
５５．．教教科科書書  

授業中に教材として使用することはないので、各自が所有している教科書により事前学習をされたい。

なお、教科書としては、例えば、白石『独占禁止法〔第４版〕』（有斐閣、2023 年）、菅久=品川=伊永=

鈴木『独占禁止法〔第５版〕』（商事法務、2024年）がある。  

６６．．参参考考書書  
 授業中に審判決例を参照することがあるので、『経済法判例・審決百選〔第３版〕』（有斐閣、2024年）

を持参することが望ましい。  
７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 期末試験終了後、別途時間を設けて、問題の解説・講評を実施する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

期末試験 60％程度、小テスト 20％、授業における発言を通じた貢献 20％。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 

（LS）LAW641J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

労労働働法法ⅠⅠ  

※※22002266 年年度度以以降降入入学学者者対対象象  

２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  

志志水水  深深雪雪  
２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  

１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 本授業では、労働法の理論を体系的に理解するとともに、現代の雇用関係が直面する法的課題につい

て実践的に考察することを目的とする。具体的には、教科書・参考書欄に記載されたテキストを活用し、

労働法の主要なテーマを分かりやすく解説するとともに、重要な判例を素材として詳細に検討する。ま

た、各回のレジュメには問題形式の項目を設け、これを基に受講生に問いを投げかけ、ソクラテスメソ

ッドを用いて授業を進行する。 

本授業を通じて、受講生は労働法の基本的な課題について体系的な理解を深めるとともに、労働法に

おける主要な問題について、自らの視点に基づき、論理的かつ説得力のある意見を構築できるようにな

ることを到達目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

第１回 労働法の基本構造 

（1）労働法の基本的な考え方 

（2）労働法制の成立過程とその変容 

（3）労働法制の基本ツール 

第２回 労働法と憲法秩序 

（1）労働法の憲法的基盤 

（2）憲法と労働基本権 

第３回 個別的労働関係法の基本構造 

（1）労働契約の基本的意義 

（2）労働契約法・労働基準法の考え方 

（3）労使協定と労使慣行 

（4）判例法理 

第４回 労働者・使用者概念 

（1）労働者・使用者概念の諸相 

（2）契約当事者としての労働者 

（3）保護法・労使関係法の対象としての労働者 

（4）複雑な雇用関係と使用者の責任 

第５回 労働契約法の原理と就業規則法制の概要 

（1）労働契約法の基本原則 

（2）労働契約上の権利義務 

（3）就業規則の法的意義と実定法上の仕組み 

第６回 就業規則の基本法理 

（1）就業規則の労働条件規律効 

（2）就業規則による労働条件の不利益変更 

第７回 労働契約の成立と試用、賃金の基本 

（1）採用をめぐる法的課題 

（2）労働契約締結時の法規制 

（3）試用 

（4）賃金の基本的法規制 

第８回 賃金請求権とその法的コントロール 

（1）賃金請求権の発生 

（2）労基法上の賃金に関する規制 

（3）賞与と退職金 

（4）成果主義賃金制度 

第９回 人事権と人事異動 
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（1）人事権の意義と構造 

（2）人事考課と降格 

（3）配置転換をめぐる法的課題 

（4）出向命令権と出向中の労働条件 

（5）転籍 

第１０回 企業秩序と服務規律・懲戒 

（1）企業秩序論と懲戒権の基礎 

（2）懲戒処分の諸相と法的課題 

（3）懲戒事由と懲戒処分の有効要件 

第１１回 労働契約の終了と解雇の法規制 

（1）労働契約の終了に関する基本問題 

（2）定年制・辞職 

（3）解雇をめぐる法規制 

（4）解雇権濫用法理と労働契約法 16 条 

第１２回 解雇に対する法的コントロールの諸相 

（1）解雇権濫用に対する救済 

（2）解雇と賃金 

（3）変更解約告知 

第１３回 非典型雇用の法的課題（1） 

（1）非典型雇用法制の概要 

（2）パート・有期労働法をめぐる課題 

第１４回 非典型雇用の法的課題（2） 

（1）労働者派遣の意義と構造 

  （2） 派遣労働関係をめぐる法的課題 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

  本授業は、毎回の出席を基本とする。また、授業中にアット・ランダムで質問を行い、欠席により回

答できない場合や、受講態度が不適切であると判断される場合（例：居眠り、内職、私語など）には、

評価に影響を与えることがある。ただし、出欠そのものを成績に直接反映することはしない。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 クラスウェブを通じて事前に配布したレジュメと参考資料を十分に読み込み、教科書や参考書と併用

して予習を行うことが求められる。復習においても、教員から指示された基本事項については、特に時

間をかけて理解を深めるようにする。 

５５．．教教科科書書  

野田進ほか『判例労働法入門〔第 9版〕』（有斐閣、2026 年） 

村中孝史=荒木尚志編『労働判例百選〔第 10版〕』（有斐閣、2021年） 

６６．．参参考考書書  

野川忍『労働法〔第2版〕』（日本評論社、2025年） 

菅野和夫＝山川隆一『労働法〔第 13版〕』（弘文堂、2024年） 

荒木尚志『労働法〔第 5版〕』（有斐閣、2023年） 

 西谷敏『労働法〔第 3版〕』（法律文化社、2020年） 

 水町勇一郎『労働法〔第 10版〕』（有斐閣、2024年） 

 菅野=野川ほか『ケースブック労働法〔第 8版〕』（弘文堂、2014年） 

 野川忍『労働判例インデックス〔第 3版〕』（商事法務、2014年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 課題の提出は求めない。授業内容や労働法に関する質問については、相談に応じて、E-mail、対面ま

たはリモートによるオフィスアワーのいずれかの方法で対応する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

平常点（授業への参加状況、質疑応答の内容など）30％、期末試験 70％の割合で評価する。 

９９．．そそのの他他  

 事前に十分な予習を行い、授業中の質問には積極的に回答することを期待する。 
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（1）人事権の意義と構造 

（2）人事考課と降格 

（3）配置転換をめぐる法的課題 

（4）出向命令権と出向中の労働条件 

（5）転籍 

第１０回 企業秩序と服務規律・懲戒 

（1）企業秩序論と懲戒権の基礎 

（2）懲戒処分の諸相と法的課題 

（3）懲戒事由と懲戒処分の有効要件 

第１１回 労働契約の終了と解雇の法規制 

（1）労働契約の終了に関する基本問題 

（2）定年制・辞職 

（3）解雇をめぐる法規制 

（4）解雇権濫用法理と労働契約法 16条 

第１２回 解雇に対する法的コントロールの諸相 

（1）解雇権濫用に対する救済 

（2）解雇と賃金 

（3）変更解約告知 

第１３回 非典型雇用の法的課題（1） 

（1）非典型雇用法制の概要 

（2）パート・有期労働法をめぐる課題 

第１４回 非典型雇用の法的課題（2） 

（1）労働者派遣の意義と構造 

  （2） 派遣労働関係をめぐる法的課題 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

  本授業は、毎回の出席を基本とする。また、授業中にアット・ランダムで質問を行い、欠席により回

答できない場合や、受講態度が不適切であると判断される場合（例：居眠り、内職、私語など）には、

評価に影響を与えることがある。ただし、出欠そのものを成績に直接反映することはしない。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 クラスウェブを通じて事前に配布したレジュメと参考資料を十分に読み込み、教科書や参考書と併用

して予習を行うことが求められる。復習においても、教員から指示された基本事項については、特に時

間をかけて理解を深めるようにする。 

５５．．教教科科書書  

野田進ほか『判例労働法入門〔第 9版〕』（有斐閣、2026 年） 

村中孝史=荒木尚志編『労働判例百選〔第 10版〕』（有斐閣、2021年） 

６６．．参参考考書書  

野川忍『労働法〔第2版〕』（日本評論社、2025年） 

菅野和夫＝山川隆一『労働法〔第 13 版〕』（弘文堂、2024年） 

荒木尚志『労働法〔第 5版〕』（有斐閣、2023年） 

 西谷敏『労働法〔第 3版〕』（法律文化社、2020年） 

 水町勇一郎『労働法〔第 10版〕』（有斐閣、2024年） 

 菅野=野川ほか『ケースブック労働法〔第 8版〕』（弘文堂、2014年） 

 野川忍『労働判例インデックス〔第 3版〕』（商事法務、2014年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 課題の提出は求めない。授業内容や労働法に関する質問については、相談に応じて、E-mail、対面ま

たはリモートによるオフィスアワーのいずれかの方法で対応する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

平常点（授業への参加状況、質疑応答の内容など）30％、期末試験 70％の割合で評価する。 

９９．．そそのの他他  

 事前に十分な予習を行い、授業中の質問には積極的に回答することを期待する。 

（LS）LAW641J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

労労働働法法ⅡⅡ  

※※22002266 年年度度以以降降入入学学者者対対象象  

２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  

志志水水  深深雪雪  
２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  

  

１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 本授業では、労働法の理論を体系的に理解するとともに、現代の雇用関係が直面する法的課題につい

て実践的に考察することを目的とする。具体的には、教科書・参考書欄に記載されたテキストを活用し、

労働法の主要なテーマを分かりやすく解説するとともに、重要な判例を素材として詳細に検討する。ま

た、各回のレジュメには問題形式の項目を設け、これを基に受講生に問いを投げかけ、ソクラテスメソ

ッドを用いて授業を進行する。 

本授業を通じて、受講生は労働法の基本的な課題について体系的な理解を深めるとともに、労働法に

おける主要な問題について、自らの視点に基づき、論理的かつ説得力のある意見を構築できるようにな

ることを到達目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

第１回 労働憲章・労働者の人格権 

（1）労働憲章の意義 

（2）均等待遇の意義と効果 

（3）労働者の人格的利益の保護 

第２回 雇用平等の法理 

（1）雇用平等の基本的考え方 

（2）均等法の展開と男女平等法理の現状 

（3）年齢差別等 

第３回 労働時間の意義と労働時間制度 

（1）労働時間制度の基本的枠組み 

（2）労働時間概念 

（3）みなし労働時間制 

第４回 弾力的労働時間制と時間外休日労働・休憩・休日 

（1）変形労働時間制とフレックスタイム制 

（2）時間外休日労働制の法的課題 

（3）割増賃金制度 

第５回 休憩・休日・休暇・休業・休職 

 （1）休憩と休日に関する法規制 

（2）年次有給休暇 ― 年休権の意義、時季変更権、使用者による時季指定権 

 （3）休業 ― 育児休業等 

 （4）休職 ― 病気休職等 

第６回 安全衛生と労災補償 

 （1）労安衛法の構造 

 （2）労災補償の基本的仕組み 

 （3）業務上外認定の課題 ― 過労死・過労自殺と労災補償 

 （4）安全配慮義務の構造 ― 過労自殺、下請け企業の労働者 

第７回 労働組合の法的地位 

 （1）労組法上の労働組合の要件 

 （2）ユニオン・ショップ協定の法的課題 

 （3）チェック・オフ 

 （4）労働組合の統制 

第８回 団体交渉と労使協議制 

 （1）団体交渉応諾義務の法的意義 

 （2）誠実交渉義務 
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 （3）団交拒否の救済 

第９回  労働協約 

 （1）労働協約の意義と要件 ― 様式要件の意義 

 （2）労働協約の規範的効力 

 （3）労働協約の債務的効力 

 （4）労働協約の拡張適用 

（5）労働協約の終了をめぐる法的課題  

第１０回 争議行為・組合活動 

 （1）団体行動の法規制をめぐる基本課題 

（2）争議行為の正当性と法的効果 ― 争議行為の類型と課題 

 （3）組合活動の正当性と法的効果 ― 職務専念義務、施設管理権との関係 

 （4）使用者の争議対抗行為 ― ロックアウト 

第１１回 不当労働行為 

 （1）不当労働行為制度の法的意義 

 （2）不当労働行為の主体 

 （3）不利益取扱いと不当労働行為意思 

 （4）不利益取扱いによる解雇とバックペイ 

第１２回 不当労働行為と労働委員会制度 

 （1）支配介入行為の諸相 ― 組合脱退勧誘、チェック・オフ中止等 

 （2）複数組合並存下の不当労働行為 

（3）不当労働行為に対する司法救済 

（4）労働委員会の役割 

第１３回 企業変動と労働法 

（1）企業変動の態様と労働関係の帰趨 

 （2）会社分割と労働契約承継法 

第１４回 労働紛争解決システムと国際労働法  

 （1）裁判所による紛争解決の諸相 

 （2）労働審判法と個別労働紛争解決促進法 

（3）国際労働法の概要 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

  本授業は、毎回の出席を基本とする。また、授業中にアット・ランダムで質問を行い、欠席により回

答できない場合や、受講態度が不適切であると判断される場合（例：居眠り、内職、私語など）には、

評価に影響を与えることがある。ただし、出欠そのものを成績に直接反映することはしない。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 クラスウェブを通じて事前に配布したレジュメと参考資料を十分に読み込み、教科書や参考書と併用

して予習を行うことが求められる。復習においても、教員から指示された基本事項については、特に時

間をかけて理解を深めるようにする。 

５５．．教教科科書書  

野田進ほか『判例労働法入門〔第 9版〕』（有斐閣、2026 年） 

村中孝史=荒木尚志編『労働判例百選〔第 10版〕』（有斐閣、2021年） 

６６．．参参考考書書  

野川忍『労働法〔第2版〕』（日本評論社、2025年） 

菅野和夫＝山川隆一『労働法〔第 13版〕』（弘文堂、2024年） 

荒木尚志『労働法〔第 5版〕』（有斐閣、2023年） 

 西谷敏『労働法〔第 3版〕』（法律文化社、2020年） 

 水町勇一郎『労働法〔第 10版〕』（有斐閣、2024年） 

 菅野=野川ほか『ケースブック労働法〔第 8版〕』（弘文堂、2014年） 

 野川忍『労働判例インデックス〔第 3版〕』（商事法務、2014年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 課題の提出は求めない。授業内容や労働法に関する質問については、相談に応じて、E-mail、対面ま
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 （3）団交拒否の救済 

第９回  労働協約 

 （1）労働協約の意義と要件 ― 様式要件の意義 

 （2）労働協約の規範的効力 

 （3）労働協約の債務的効力 

 （4）労働協約の拡張適用 

（5）労働協約の終了をめぐる法的課題  

第１０回 争議行為・組合活動 

 （1）団体行動の法規制をめぐる基本課題 

（2）争議行為の正当性と法的効果 ― 争議行為の類型と課題 

 （3）組合活動の正当性と法的効果 ― 職務専念義務、施設管理権との関係 

 （4）使用者の争議対抗行為 ― ロックアウト 

第１１回 不当労働行為 

 （1）不当労働行為制度の法的意義 

 （2）不当労働行為の主体 

 （3）不利益取扱いと不当労働行為意思 

 （4）不利益取扱いによる解雇とバックペイ 

第１２回 不当労働行為と労働委員会制度 

 （1）支配介入行為の諸相 ― 組合脱退勧誘、チェック・オフ中止等 

 （2）複数組合並存下の不当労働行為 

（3）不当労働行為に対する司法救済 

（4）労働委員会の役割 

第１３回 企業変動と労働法 

（1）企業変動の態様と労働関係の帰趨 

 （2）会社分割と労働契約承継法 

第１４回 労働紛争解決システムと国際労働法  

 （1）裁判所による紛争解決の諸相 

 （2）労働審判法と個別労働紛争解決促進法 

（3）国際労働法の概要 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

  本授業は、毎回の出席を基本とする。また、授業中にアット・ランダムで質問を行い、欠席により回

答できない場合や、受講態度が不適切であると判断される場合（例：居眠り、内職、私語など）には、

評価に影響を与えることがある。ただし、出欠そのものを成績に直接反映することはしない。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 クラスウェブを通じて事前に配布したレジュメと参考資料を十分に読み込み、教科書や参考書と併用

して予習を行うことが求められる。復習においても、教員から指示された基本事項については、特に時

間をかけて理解を深めるようにする。 

５５．．教教科科書書  

野田進ほか『判例労働法入門〔第 9版〕』（有斐閣、2026 年） 

村中孝史=荒木尚志編『労働判例百選〔第 10版〕』（有斐閣、2021年） 

６６．．参参考考書書  

野川忍『労働法〔第2版〕』（日本評論社、2025年） 

菅野和夫＝山川隆一『労働法〔第 13 版〕』（弘文堂、2024年） 

荒木尚志『労働法〔第 5版〕』（有斐閣、2023年） 

 西谷敏『労働法〔第 3版〕』（法律文化社、2020年） 

 水町勇一郎『労働法〔第 10版〕』（有斐閣、2024年） 

 菅野=野川ほか『ケースブック労働法〔第 8版〕』（弘文堂、2014年） 

 野川忍『労働判例インデックス〔第 3版〕』（商事法務、2014年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 課題の提出は求めない。授業内容や労働法に関する質問については、相談に応じて、E-mail、対面ま

 
たはリモートによるオフィスアワーのいずれかの方法で対応する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

平常点（授業への参加状況、質疑応答の内容など）30％、期末試験 70％の割合で評価する。 

９９．．そそのの他他  

 事前に十分な予習を行い、授業中の質問には積極的に回答することを期待する。 
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（LS）LAW641J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

労労働働法法  

※※22002255 年年度度以以前前入入学学者者対対象象  

２２・・３３年年  春春学学期期  ４４  

志志水水  深深雪雪  
２２・・３３年年  秋秋学学期期  ４４  

  

１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 本授業では、労働法の理論を体系的に理解するとともに、現代の雇用関係が直面する法的課題につい

て実践的に考察することを目的とする。具体的には、教科書・参考書欄に記載されたテキストを活用し、

労働法の主要なテーマを分かりやすく解説するとともに、重要な判例を素材として詳細に検討する。ま

た、各回のレジュメには問題形式の項目を設け、これを基に受講生に問いを投げかけ、ソクラテスメソ

ッドを用いて授業を進行する。 

本授業を通じて、受講生は労働法の基本的な課題について体系的な理解を深めるとともに、労働法に

おける主要な問題について、自らの視点に基づき、論理的かつ説得力のある意見を構築できるようにな

ることを到達目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

第１回 労働法の基本構造 

（1）労働法の基本的な考え方 

（2）労働法制の成立過程とその変容 

（3）労働法制の基本ツール 

第２回 労働法と憲法秩序 

（1）労働法の憲法的基盤 

（2）憲法と労働基本権 

第３回 個別的労働関係法の基本構造 

（1）労働契約の基本的意義 

（2）労働契約法・労働基準法の考え方 

（3）労使協定と労使慣行 

（4）判例法理 

第４回 労働者・使用者概念 

（1）労働者・使用者概念の諸相 

（2）契約当事者としての労働者 

（3）保護法・労使関係法の対象としての労働者 

（4）複雑な雇用関係と使用者の責任 

第５回 労働契約法の原理と就業規則法制の概要 

（1）労働契約法の基本原則 

（2）労働契約上の権利義務 

（3）就業規則の法的意義と実定法上の仕組み 

第６回 就業規則の基本法理 

（1）就業規則の労働条件規律効 

（2）就業規則による労働条件の不利益変更 

第７回 労働契約の成立と試用、賃金の基本 

（1）採用をめぐる法的課題 

（2）労働契約締結時の法規制 

（3）試用 

（4）賃金の基本的法規制 

第８回 賃金請求権とその法的コントロール 

（1）賃金請求権の発生 

（2）労基法上の賃金に関する規制 

（3）賞与と退職金 

（4）成果主義賃金制度 
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（LS）LAW641J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

労労働働法法  

※※22002255 年年度度以以前前入入学学者者対対象象  

２２・・３３年年  春春学学期期  ４４  

志志水水  深深雪雪  
２２・・３３年年  秋秋学学期期  ４４  

  

１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 本授業では、労働法の理論を体系的に理解するとともに、現代の雇用関係が直面する法的課題につい

て実践的に考察することを目的とする。具体的には、教科書・参考書欄に記載されたテキストを活用し、

労働法の主要なテーマを分かりやすく解説するとともに、重要な判例を素材として詳細に検討する。ま

た、各回のレジュメには問題形式の項目を設け、これを基に受講生に問いを投げかけ、ソクラテスメソ

ッドを用いて授業を進行する。 

本授業を通じて、受講生は労働法の基本的な課題について体系的な理解を深めるとともに、労働法に

おける主要な問題について、自らの視点に基づき、論理的かつ説得力のある意見を構築できるようにな

ることを到達目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

第１回 労働法の基本構造 

（1）労働法の基本的な考え方 

（2）労働法制の成立過程とその変容 

（3）労働法制の基本ツール 

第２回 労働法と憲法秩序 

（1）労働法の憲法的基盤 

（2）憲法と労働基本権 

第３回 個別的労働関係法の基本構造 

（1）労働契約の基本的意義 

（2）労働契約法・労働基準法の考え方 

（3）労使協定と労使慣行 

（4）判例法理 

第４回 労働者・使用者概念 

（1）労働者・使用者概念の諸相 

（2）契約当事者としての労働者 

（3）保護法・労使関係法の対象としての労働者 

（4）複雑な雇用関係と使用者の責任 

第５回 労働契約法の原理と就業規則法制の概要 

（1）労働契約法の基本原則 

（2）労働契約上の権利義務 

（3）就業規則の法的意義と実定法上の仕組み 

第６回 就業規則の基本法理 

（1）就業規則の労働条件規律効 

（2）就業規則による労働条件の不利益変更 

第７回 労働契約の成立と試用、賃金の基本 

（1）採用をめぐる法的課題 

（2）労働契約締結時の法規制 

（3）試用 

（4）賃金の基本的法規制 

第８回 賃金請求権とその法的コントロール 

（1）賃金請求権の発生 

（2）労基法上の賃金に関する規制 

（3）賞与と退職金 

（4）成果主義賃金制度 

 
第９回 人事権と人事異動 

（1）人事権の意義と構造 

（2）人事考課と降格 

（3）配置転換をめぐる法的課題 

（4）出向命令権と出向中の労働条件 

（5）転籍 

第１０回 企業秩序と服務規律・懲戒 

（1）企業秩序論と懲戒権の基礎 

（2）懲戒処分の諸相と法的課題 

（3）懲戒事由と懲戒処分の有効要件 

第１１回 労働契約の終了と解雇の法規制 

（1）労働契約の終了に関する基本問題 

（2）定年制・辞職 

（3）解雇をめぐる法規制 

（4）解雇権濫用法理と労働契約法 16 条 

第１２回 解雇に対する法的コントロールの諸相 

（1）解雇権濫用に対する救済 

（2）解雇と賃金 

（3）変更解約告知 

第１３回 非典型雇用の法的課題（1） 

（1）非典型雇用法制の概要 

（2）パート・有期労働法をめぐる課題 

第１４回 非典型雇用の法的課題（2） 

（1）労働者派遣の意義と構造 

  （2） 派遣労働関係をめぐる法的課題 

第１５回 労働憲章・労働者の人格権 

（1）労働憲章の意義 

（2）均等待遇の意義と効果 

（3）労働者の人格的利益の保護 

第１６回 雇用平等の法理 

（1）雇用平等の基本的考え方 

（2）均等法の展開と男女平等法理の現状 

（4）年齢差別等 

第１７回 労働時間の意義と労働時間制度 

（1）労働時間制度の基本的枠組み 

（2）労働時間概念 

（3）みなし労働時間制 

第１８回 弾力的労働時間制と時間外休日労働・休憩・休日 

（1）変形労働時間制とフレックスタイム制 

（2）時間外休日労働制の法的課題 

（3）割増賃金制度 

第１９回 休憩・休日・休暇・休業・休職 

 （1）休憩と休日に関する法規制 

（2）年次有給休暇 ― 年休権の意義、時季変更権、使用者による時季指定権 

 （3）休業 ― 育児休業等 

 （4）休職 ― 病気休職等 

第２０回 安全衛生と労災補償 

 （1）労安衛法の構造 

 （2）労災補償の基本的仕組み 

 （3）業務上外認定の課題 ― 過労死・過労自殺と労災補償 
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 （4）安全配慮義務の構造 ― 過労自殺、下請け企業の労働者 

第２１回 労働組合の法的地位 

 （1）労組法上の労働組合の要件 

 （2）ユニオン・ショップ協定の法的課題 

 （3）チェック・オフ 

 （4）労働組合の統制 

第２２回 団体交渉と労使協議制 

 （1）団体交渉応諾義務の法的意義 

 （2）誠実交渉義務 

 （3）団交拒否の救済 

第２３回 労働協約 

 （1）労働協約の意義と要件 ― 様式要件の意義 

 （2）労働協約の規範的効力 

 （3）労働協約の債務的効力 

 （4）労働協約の拡張適用 

（5）労働協約の終了をめぐる法的課題  

第２４回 争議行為・組合活動 

 （1）団体行動の法規制をめぐる基本課題 

（2）争議行為の正当性と法的効果 ― 争議行為の類型と課題 

 （3）組合活動の正当性と法的効果 ― 職務専念義務、施設管理権との関係 

 （4）使用者の争議対抗行為 ― ロックアウト 

第２５回 不当労働行為 

 （1）不当労働行為制度の法的意義 

 （2）不当労働行為の主体 

 （3）不利益取扱いと不当労働行為意思 

 （4）不利益取扱いによる解雇とバックペイ 

第２６回 不当労働行為と労働委員会制度 

 （1）支配介入行為の諸相 ― 組合脱退勧誘、チェック・オフ中止等 

 （2）複数組合並存下の不当労働行為 

（3）不当労働行為に対する司法救済 

（4）労働委員会の役割 

第２７回 企業変動と労働法 

（1）企業変動の態様と労働関係の帰趨 

 （2）会社分割と労働契約承継法 

第２８回 労働紛争解決システムと国際労働法  

 （1）裁判所による紛争解決の諸相 

 （2）労働審判法と個別労働紛争解決促進法 

（3）国際労働法の概要 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

  本授業は、毎回の出席を基本とする。また、授業中にアット・ランダムで質問を行い、欠席により回

答できない場合や、受講態度が不適切であると判断される場合（例：居眠り、内職、私語など）には、

評価に影響を与えることがある。ただし、出欠そのものを成績に直接反映することはしない。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 クラスウェブを通じて事前に配布したレジュメと参考資料を十分に読み込み、教科書や参考書と併用

して予習を行うことが求められる。復習においても、教員から指示された基本事項については、特に時

間をかけて理解を深めるようにする。 

５５．．教教科科書書  

野田進ほか『判例労働法入門〔第 9版〕』（有斐閣、2026 年） 

村中孝史=荒木尚志編『労働判例百選〔第 10版〕』（有斐閣、2021年） 

６６．．参参考考書書  
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 （4）安全配慮義務の構造 ― 過労自殺、下請け企業の労働者 

第２１回 労働組合の法的地位 

 （1）労組法上の労働組合の要件 

 （2）ユニオン・ショップ協定の法的課題 

 （3）チェック・オフ 

 （4）労働組合の統制 

第２２回 団体交渉と労使協議制 

 （1）団体交渉応諾義務の法的意義 

 （2）誠実交渉義務 

 （3）団交拒否の救済 

第２３回 労働協約 

 （1）労働協約の意義と要件 ― 様式要件の意義 

 （2）労働協約の規範的効力 

 （3）労働協約の債務的効力 

 （4）労働協約の拡張適用 

（5）労働協約の終了をめぐる法的課題  

第２４回 争議行為・組合活動 

 （1）団体行動の法規制をめぐる基本課題 

（2）争議行為の正当性と法的効果 ― 争議行為の類型と課題 

 （3）組合活動の正当性と法的効果 ― 職務専念義務、施設管理権との関係 

 （4）使用者の争議対抗行為 ― ロックアウト 

第２５回 不当労働行為 

 （1）不当労働行為制度の法的意義 

 （2）不当労働行為の主体 

 （3）不利益取扱いと不当労働行為意思 

 （4）不利益取扱いによる解雇とバックペイ 

第２６回 不当労働行為と労働委員会制度 

 （1）支配介入行為の諸相 ― 組合脱退勧誘、チェック・オフ中止等 

 （2）複数組合並存下の不当労働行為 

（3）不当労働行為に対する司法救済 

（4）労働委員会の役割 

第２７回 企業変動と労働法 

（1）企業変動の態様と労働関係の帰趨 

 （2）会社分割と労働契約承継法 

第２８回 労働紛争解決システムと国際労働法  

 （1）裁判所による紛争解決の諸相 

 （2）労働審判法と個別労働紛争解決促進法 

（3）国際労働法の概要 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

  本授業は、毎回の出席を基本とする。また、授業中にアット・ランダムで質問を行い、欠席により回

答できない場合や、受講態度が不適切であると判断される場合（例：居眠り、内職、私語など）には、

評価に影響を与えることがある。ただし、出欠そのものを成績に直接反映することはしない。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 クラスウェブを通じて事前に配布したレジュメと参考資料を十分に読み込み、教科書や参考書と併用

して予習を行うことが求められる。復習においても、教員から指示された基本事項については、特に時

間をかけて理解を深めるようにする。 

５５．．教教科科書書  

野田進ほか『判例労働法入門〔第 9版〕』（有斐閣、2026 年） 

村中孝史=荒木尚志編『労働判例百選〔第 10版〕』（有斐閣、2021年） 

６６．．参参考考書書  

 
野川忍『労働法〔第2版〕』（日本評論社、2025年） 

菅野和夫＝山川隆一『労働法〔第 13版〕』（弘文堂、2024年） 

荒木尚志『労働法〔第 5版〕』（有斐閣、2023年） 

 西谷敏『労働法〔第 3版〕』（法律文化社、2020年） 

 水町勇一郎『労働法〔第 10版〕』（有斐閣、2024年） 

 菅野=野川ほか『ケースブック労働法〔第 8版〕』（弘文堂、2014年） 

 野川忍『労働判例インデックス〔第 3版〕』（商事法務、2014年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 課題の提出は求めない。授業内容や労働法に関する質問については、相談に応じて、E-mail、対面ま

たはリモートによるオフィスアワーのいずれかの方法で対応する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

平常点（授業への参加状況、質疑応答の内容など）30％、期末試験 70％の割合で評価する。 

９９．．そそのの他他  

 事前に十分な予習を行い、授業中の質問には積極的に回答することを期待する。 
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（LS）LAW631J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

国国際際法法  ２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  伊伊藤藤  一一頼頼  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 本授業では、国際法の基本的な概念・制度に関する知識を着実に修得し、さらに国際法を法律実務に

活かすための実践的な技術を身に付けることをめざす。国際法の対象領域は多岐にわたり、しかもその

規律内容は複雑化の一途をたどっているが、本授業では、国際法関連科目の履修経験がない者でも受講

できるよう、基本的事項の説明を教員が行うパートを各回の前半に設ける。それに続いて後半では、各

回のテーマに関連する具体的な事例問題を取り上げ、それを国際法の観点からどのように把握・分析し

うるかを受講者との対話形式で考えていく。 

こうした講義と討論の組み合わせによって、国際法の基礎知識の修得とその実践的な応用能力を養い、

国際関係に関わる事象について法的に分析するための思考様式を身に付けることが本授業の到達目標

である。 

２２．．授授業業内内容容  

1．国際法とは何か（歴史的沿革、現代世界における意義） 

2．国際法の法源 

3．条約法 

4．国際法の主体（国家の成立と変動、国家の基本的権利義務） 

5．国際法と国内法 

6. 国際法上の特権免除 

7．外交・領事関係 

8．国家責任 

9．国際法における個人 

10．国際社会の空間的秩序（1）―領域権原の取得と変動― 

11. 国際社会の空間的秩序（2）―海洋に関する法秩序― 

12．国際紛争処理 

13. 国際安全保障 

14. 地球環境保護と国際法 

３３．．履履修修上上のの注注意意 

本授業は、司法試験の選択科目として国際法を選択しない者にも開かれているが、すでに国際法を選

択することを決めている者は、下記に参考書として挙げたようなテキストを用いて、本授業でカバーさ

れない分野も含めた体系的な学習を行うことを推奨する。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

予習：次回の講義予定箇所につき、概説書・判例集等を利用して自習を行い、自分なりの問題意識を

もって授業に臨むことが望ましい。また、次回講義で扱う事例問題を事前に配布するので、そ

れを読んでおくこと。 

復習：授業を踏まえて改めて概説書・判例集等を読み直すとともに、授業で紹介された参考文献の中

で興味あるものを可能な限り読んでみることが望ましい。 

５５．．教教科科書書  

『国際条約集（各年版）』（有斐閣）を毎回必ず持参すること。 

６６．．参参考考書書  

 概説書として、加藤信行ほか『概説国際法』（有斐閣、2024年）、岩沢雄司『国際法〔第 2版〕』（東京

大学出版会、2023年）、杉原高嶺ほか『現代国際法講義〔第 5版〕』（有斐閣、2012年）、杉原高嶺『国際

法学講義〔第 2版〕』（有斐閣、2013年）、酒井啓亘ほか『国際法』（有斐閣、2011年）など。 

 判例集として、森川幸一ほか『国際法判例百選〔第 3版〕』（有斐閣、2021年）、薬師寺公夫ほか『判

例国際法〔第 3版〕』（東信堂、2019年）など。 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 期末レポートに対する講評を Eメール等により個別に送付する。 

－ 252 －



（LS）LAW631J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

国国際際法法  ２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  伊伊藤藤  一一頼頼  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 本授業では、国際法の基本的な概念・制度に関する知識を着実に修得し、さらに国際法を法律実務に

活かすための実践的な技術を身に付けることをめざす。国際法の対象領域は多岐にわたり、しかもその

規律内容は複雑化の一途をたどっているが、本授業では、国際法関連科目の履修経験がない者でも受講

できるよう、基本的事項の説明を教員が行うパートを各回の前半に設ける。それに続いて後半では、各

回のテーマに関連する具体的な事例問題を取り上げ、それを国際法の観点からどのように把握・分析し

うるかを受講者との対話形式で考えていく。 

こうした講義と討論の組み合わせによって、国際法の基礎知識の修得とその実践的な応用能力を養い、

国際関係に関わる事象について法的に分析するための思考様式を身に付けることが本授業の到達目標

である。 

２２．．授授業業内内容容  

1．国際法とは何か（歴史的沿革、現代世界における意義） 

2．国際法の法源 

3．条約法 

4．国際法の主体（国家の成立と変動、国家の基本的権利義務） 

5．国際法と国内法 

6. 国際法上の特権免除 

7．外交・領事関係 

8．国家責任 

9．国際法における個人 

10．国際社会の空間的秩序（1）―領域権原の取得と変動― 

11. 国際社会の空間的秩序（2）―海洋に関する法秩序― 

12．国際紛争処理 

13. 国際安全保障 

14. 地球環境保護と国際法 

３３．．履履修修上上のの注注意意 

本授業は、司法試験の選択科目として国際法を選択しない者にも開かれているが、すでに国際法を選

択することを決めている者は、下記に参考書として挙げたようなテキストを用いて、本授業でカバーさ

れない分野も含めた体系的な学習を行うことを推奨する。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

予習：次回の講義予定箇所につき、概説書・判例集等を利用して自習を行い、自分なりの問題意識を

もって授業に臨むことが望ましい。また、次回講義で扱う事例問題を事前に配布するので、そ

れを読んでおくこと。 

復習：授業を踏まえて改めて概説書・判例集等を読み直すとともに、授業で紹介された参考文献の中

で興味あるものを可能な限り読んでみることが望ましい。 

５５．．教教科科書書  

『国際条約集（各年版）』（有斐閣）を毎回必ず持参すること。 

６６．．参参考考書書  

 概説書として、加藤信行ほか『概説国際法』（有斐閣、2024年）、岩沢雄司『国際法〔第 2版〕』（東京

大学出版会、2023年）、杉原高嶺ほか『現代国際法講義〔第 5版〕』（有斐閣、2012年）、杉原高嶺『国際

法学講義〔第 2版〕』（有斐閣、2013年）、酒井啓亘ほか『国際法』（有斐閣、2011年）など。 

 判例集として、森川幸一ほか『国際法判例百選〔第 3版〕』（有斐閣、2021年）、薬師寺公夫ほか『判

例国際法〔第 3版〕』（東信堂、2019年）など。 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 期末レポートに対する講評を Eメール等により個別に送付する。 

８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

期末レポート 50％、平常点 50％の割合で評価する。 

９９．．そそのの他他  
 特になし。 
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（LS）LAW631J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

国国際際私私法法  ２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  内内田田  明明  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 国際私法は、国境を越えて営まれる私人間の法律関係を対象とする法律である。本科目は、入門的な

位置付けで、国際私法の基本的な理論や条文の仕組みを講義形式により解説する。具体的には、法の適

用に関する通則法（以下「通則法」という。）、扶養義務の準拠法に関する法律、遺言の方式の準拠法に

関する法律、民事訴訟法、人事訴訟法、家事事件手続法（訴訟法は国際裁判管轄部分のみ）について学

習する。司法試験の選択科目で国際私法を選択する場合には、履修することが望ましい。 

学生が将来国際私法の分野の問題に法曹実務家として直面した場合に必要な基本的な考え方と知識

を習得することを到達目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

第１回 国際私法総論 

国際私法とはどのような法律なのか、準拠法決定のプロセスを検討する。 

第２回 婚姻、夫婦財産制 

婚姻に関連する問題について、通則法２４条から２６条まで検討する。 

第３回 離婚、扶養 

 離婚・扶養に関する問題について、通則法２７条、３４条、４３条１項、扶養義務の準拠法に関する

法律を検討する。 

第４回 親子関係 

実親子関係、養子、認知など親子関係に関する問題について、通則法２８条から３３条まで検討する。  

第５回 相続、先決問題、反致、公序 

 相続に関する通則法３６条のほか、先決問題、反致（４１条）、公序（４２条）を検討する。 

第６回 遺言、遺言の方式の準拠法に関する法律 

 遺言に関し、通則法３７条、４３条２項、遺言の方式の準拠法に関する法律を検討する。 

第７回 人の行為能力、失踪宣告、後見 

 行為能力、失踪宣告、及び後見に関連する問題について、通則法４条から６条、３５条を検討する。 

第８回 契約 

契約に関連する問題として、通則法７条から１２条まで検討する。 

第９回 物権、知的財産権 

物権に関する通則法１３条、知的財産権を検討する。 

第１０回 事務管理及び不当利得、不法行為 

 事務管理及び不当利得並びに不法行為に関連する問題として、通則法１４条から２２条まで検討する。 

第１１回 法人、代理、債権譲渡、代位 

 債権譲渡に関する通則法２３条のほか、代位、法人、代理の準拠法を検討する。 

第１２回 国際裁判管轄（民事事件） 

国際裁判管轄と外国判決の承認について、民事訴訟法３条の２以下を検討する。 

第１３回 国際裁判管轄（人事・家事事件） 

 家事事件に関する国際裁判管轄について、人事訴訟法と家事事件手続法の管轄規定を検討する。 

第１４回 外国判決の承認、その他の国際民事手続法に関する諸問題 

 外国判決の承認に関する民事訴訟法１１８条を中心に検討する。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

講義科目ではあるが、文章を書く力をつけるため、レポート課題の提出をお願いしている。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 復習を兼ねて１頁程度で作成できるレポート課題（全１４回）を Oh-o! Meijiを通じて提出する（所

要時間６０～１２０分程度）。松岡博『国際関係私法入門〔第４版補訂〕』から出題予定。 

５５．．教教科科書書  

松岡博『国際関係私法入門〔第４版補訂〕』（有斐閣、2021年）。レジュメも配布する。 
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（LS）LAW631J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

国国際際私私法法  ２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  内内田田  明明  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 国際私法は、国境を越えて営まれる私人間の法律関係を対象とする法律である。本科目は、入門的な

位置付けで、国際私法の基本的な理論や条文の仕組みを講義形式により解説する。具体的には、法の適

用に関する通則法（以下「通則法」という。）、扶養義務の準拠法に関する法律、遺言の方式の準拠法に

関する法律、民事訴訟法、人事訴訟法、家事事件手続法（訴訟法は国際裁判管轄部分のみ）について学

習する。司法試験の選択科目で国際私法を選択する場合には、履修することが望ましい。 

学生が将来国際私法の分野の問題に法曹実務家として直面した場合に必要な基本的な考え方と知識

を習得することを到達目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

第１回 国際私法総論 

国際私法とはどのような法律なのか、準拠法決定のプロセスを検討する。 

第２回 婚姻、夫婦財産制 

婚姻に関連する問題について、通則法２４条から２６条まで検討する。 

第３回 離婚、扶養 

 離婚・扶養に関する問題について、通則法２７条、３４条、４３条１項、扶養義務の準拠法に関する

法律を検討する。 

第４回 親子関係 

実親子関係、養子、認知など親子関係に関する問題について、通則法２８条から３３条まで検討する。  

第５回 相続、先決問題、反致、公序 

 相続に関する通則法３６条のほか、先決問題、反致（４１条）、公序（４２条）を検討する。 

第６回 遺言、遺言の方式の準拠法に関する法律 

 遺言に関し、通則法３７条、４３条２項、遺言の方式の準拠法に関する法律を検討する。 

第７回 人の行為能力、失踪宣告、後見 

 行為能力、失踪宣告、及び後見に関連する問題について、通則法４条から６条、３５条を検討する。 

第８回 契約 

契約に関連する問題として、通則法７条から１２条まで検討する。 

第９回 物権、知的財産権 

物権に関する通則法１３条、知的財産権を検討する。 

第１０回 事務管理及び不当利得、不法行為 

 事務管理及び不当利得並びに不法行為に関連する問題として、通則法１４条から２２条まで検討する。 

第１１回 法人、代理、債権譲渡、代位 

 債権譲渡に関する通則法２３条のほか、代位、法人、代理の準拠法を検討する。 

第１２回 国際裁判管轄（民事事件） 

国際裁判管轄と外国判決の承認について、民事訴訟法３条の２以下を検討する。 

第１３回 国際裁判管轄（人事・家事事件） 

 家事事件に関する国際裁判管轄について、人事訴訟法と家事事件手続法の管轄規定を検討する。 

第１４回 外国判決の承認、その他の国際民事手続法に関する諸問題 

 外国判決の承認に関する民事訴訟法１１８条を中心に検討する。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

講義科目ではあるが、文章を書く力をつけるため、レポート課題の提出をお願いしている。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 復習を兼ねて１頁程度で作成できるレポート課題（全１４回）を Oh-o! Meijiを通じて提出する（所

要時間６０～１２０分程度）。松岡博『国際関係私法入門〔第４版補訂〕』から出題予定。 

５５．．教教科科書書  

松岡博『国際関係私法入門〔第４版補訂〕』（有斐閣、2021年）。レジュメも配布する。 

６６．．参参考考書書  

澤木敬朗＝道垣内正人『国際私法入門〔第９版〕』（有斐閣、2024年） 

中西康ほか『国際私法〔第３版〕』（有斐閣、2022年） 

神前禎ほか『国際私法〔第４版〕』（有斐閣、2019年） 

櫻田嘉章ほか『国際私法判例百選〔第３版〕』（有斐閣、2021年） 

櫻田嘉章ほか『注釈国際私法第１巻』、『注釈国際私法第２巻』（有斐閣、2011年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 提出されたレポート課題は、添削してコメントを付けた上で、Oh-o! Meijiを通じて随時返却する。

授業では、該当部分の講義のほか、レポート課題の解説を行う。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 定期試験（筆記試験）は行わない。レポート課題（全１４回）と授業内での質疑応答の内容により成

績評価する（レポート８４％、平常点１６％の割合で評価する。）。 

９９．．そそのの他他  

通常の講義だけでは個人の理解度の把握や指導までは行き届かないため、教育補助講師の利用を推奨

する。 
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

民民事事執執行行・・保保全全法法  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  河河村村  浩浩  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

（1） この授業は、実体法（特に民法）と民事訴訟法との結び付きが強い、民事執行法・民事保全

法（以下「民事執行・保全法」と略称する。）について、基本的知識と考え方を修得し、もって、実体

法や民事訴訟法の深い理解が得られることを到達目標とする。 

 民事執行・保全法は、司法試験科目ではないが、実体法（特に民法）と民事訴訟法を深く理解するた

めには、その習得は不可欠である。しかし、実体法（特に民法）と民事訴訟法の学習において、民事執

行・保全法は断片的に言及されるだけであり、その体系的な知識の修得は困難である。そこで、一度、

民事執行・保全法を独立して体系的に学ぶことによって、隣接科目（民法等の実体法、民事訴訟法）の

学習を円滑にし、その学習と連携を図っていくことが司法試験科目の修得にも効率的である。 

また、民事執行・保全法は、民事訴訟法との関連が深く（これらの２つの法律の前身となる規定の一

部は、民事訴訟法に規定されていた。）、実務家の普段の執務にとって、その正確な理解は欠かせないが、

その内容は高度であり、一朝一夕には修得が困難である。特に、司法試験合格後の司法修習まで視野に

入れると、法科大学院で民事執行・保全法の授業を受けている学生とそうでない学生とを比較すると、

その後の修習の円滑さに大きな違いが生ずる。 

（2） 授業では、民事執行・保全法の沿革から始まり、民事執行・保全法の全体構造を示した上で、

（体系書の論述の順序とは異なるが）民事執行・保全法の果たすべき機能に即して、まず、財産開示等

の準備的執行から論じ、次いで、民事保全処分、民事執行の総論・各論とへと順次解説を加え、最後に、

民事訴訟法（既判力理論）と関連が深い執行関係訴訟をまとめて論ずることとしたい。このように、手

続を機能的に論ずることによって、民事執行・保全法の全体構造を理解することが容易になり、隣接科

目（民法等の実体法、民事訴訟法）との連携が図られるものと思われる。授業では、要件事実論の観点

から民事執行・保全法を分析し、民事訴訟法の学習にも役立つ講義を目指したい。 

２２．．授授業業のの内内容容  

 各回の講義内容については、第１回～第１４回までの授業を網羅したレジュメを事前に（紙媒体及び

ＰＤＦで）配布する。授業は講義を中心とするが、適宜質問による受講生の回答も求める。 

 各回の内容は以下のとおりである。 

●第１回 民事執行・保全の沿革・全体像 

●第２回 準備的執行手続―財産開示、第三者からの情報取得 
●第３回 民事保全の種類等 

●第４回 保全命令手続 

●第５回 保全執行手続 

●第６回 民事保全（仮地位仮処分）の類型別検討 

●第７回 民事執行の基本構造 

●第８回 強制執行と担保権実行 

●第９回 不動産執行その１―差押え、売却その１ 

●第１０回 不動産執行その２―売却その２、配当等、不動産の強制管理・担保収益執行、準不動産

執行、動産執行、民事執行法上の保全処分 

●第１１回 債権及びその他の財産権に対する執行―差押え、換価、配当等 

●第１２回 非金銭執行その１―不動産の引渡し等の強制執行、子の引渡しの強制執行 

●第１３回 非金銭執行その２―作為・不作為の強制執行、代替執行、間接強制、意思表示義務の強

制執行 

●第１４回 違法執行・不当執行に対する救済―執行異議・執行抗告、執行関係訴訟 
３３．．履履修修上上のの注注意意  

毎回、授業の範囲のレジュメをきちんと読み、該当範囲の条文を必ず読んでおくこと。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

予習については、上記のとおり、レジュメの該当部分をきちんと読んで、関連する条文には必ず当た
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

民民事事執執行行・・保保全全法法  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  河河村村  浩浩  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

（1） この授業は、実体法（特に民法）と民事訴訟法との結び付きが強い、民事執行法・民事保全

法（以下「民事執行・保全法」と略称する。）について、基本的知識と考え方を修得し、もって、実体

法や民事訴訟法の深い理解が得られることを到達目標とする。 

 民事執行・保全法は、司法試験科目ではないが、実体法（特に民法）と民事訴訟法を深く理解するた

めには、その習得は不可欠である。しかし、実体法（特に民法）と民事訴訟法の学習において、民事執

行・保全法は断片的に言及されるだけであり、その体系的な知識の修得は困難である。そこで、一度、

民事執行・保全法を独立して体系的に学ぶことによって、隣接科目（民法等の実体法、民事訴訟法）の

学習を円滑にし、その学習と連携を図っていくことが司法試験科目の修得にも効率的である。 

また、民事執行・保全法は、民事訴訟法との関連が深く（これらの２つの法律の前身となる規定の一

部は、民事訴訟法に規定されていた。）、実務家の普段の執務にとって、その正確な理解は欠かせないが、

その内容は高度であり、一朝一夕には修得が困難である。特に、司法試験合格後の司法修習まで視野に

入れると、法科大学院で民事執行・保全法の授業を受けている学生とそうでない学生とを比較すると、

その後の修習の円滑さに大きな違いが生ずる。 

（2） 授業では、民事執行・保全法の沿革から始まり、民事執行・保全法の全体構造を示した上で、

（体系書の論述の順序とは異なるが）民事執行・保全法の果たすべき機能に即して、まず、財産開示等

の準備的執行から論じ、次いで、民事保全処分、民事執行の総論・各論とへと順次解説を加え、最後に、

民事訴訟法（既判力理論）と関連が深い執行関係訴訟をまとめて論ずることとしたい。このように、手

続を機能的に論ずることによって、民事執行・保全法の全体構造を理解することが容易になり、隣接科

目（民法等の実体法、民事訴訟法）との連携が図られるものと思われる。授業では、要件事実論の観点

から民事執行・保全法を分析し、民事訴訟法の学習にも役立つ講義を目指したい。 

２２．．授授業業のの内内容容  

 各回の講義内容については、第１回～第１４回までの授業を網羅したレジュメを事前に（紙媒体及び

ＰＤＦで）配布する。授業は講義を中心とするが、適宜質問による受講生の回答も求める。 

 各回の内容は以下のとおりである。 

●第１回 民事執行・保全の沿革・全体像 

●第２回 準備的執行手続―財産開示、第三者からの情報取得 
●第３回 民事保全の種類等 

●第４回 保全命令手続 

●第５回 保全執行手続 

●第６回 民事保全（仮地位仮処分）の類型別検討 

●第７回 民事執行の基本構造 

●第８回 強制執行と担保権実行 

●第９回 不動産執行その１―差押え、売却その１ 

●第１０回 不動産執行その２―売却その２、配当等、不動産の強制管理・担保収益執行、準不動産

執行、動産執行、民事執行法上の保全処分 

●第１１回 債権及びその他の財産権に対する執行―差押え、換価、配当等 

●第１２回 非金銭執行その１―不動産の引渡し等の強制執行、子の引渡しの強制執行 

●第１３回 非金銭執行その２―作為・不作為の強制執行、代替執行、間接強制、意思表示義務の強

制執行 

●第１４回 違法執行・不当執行に対する救済―執行異議・執行抗告、執行関係訴訟 
３３．．履履修修上上のの注注意意  

毎回、授業の範囲のレジュメをきちんと読み、該当範囲の条文を必ず読んでおくこと。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

予習については、上記のとおり、レジュメの該当部分をきちんと読んで、関連する条文には必ず当た

 
っておくこと。 

復習については、体系書等の内容及び練習問題の検討等を通じて、疑問点を解消しておくこと。特に、

授業ででてきた条文は、繰り返し読んでおくこと。法律の条文は、一読しただけでは、理解が困難であ

るが、何度も繰り返し読むことで何となく文意を把握し得るようになる（「読書百遍 意自ずから通ず」）。

条文読みには、根気が大切である。 

５５．．教教科科書書  

教科書は指定しない。事前配布に係るレジュメに沿って授業を行う。ただし、民事執行法に関しては、

同法に関する最新の著作である後記の齋藤隆編『リーガル・プログレッシブ・シリーズ 民事執行〔第

２版〕』（青林書院）をお勧めする（河村も執筆を一部担当している。）。 

６６．．参参考考書書  

（（民民事事執執行行・・保保全全法法））  

上原敏夫ほか『民事執行・保全法〔第７版〕』（有斐閣アルマ） 

（（民民事事保保全全））  

関述之『民事保全手続』（きんざい） 

瀬木比呂志『民事保全法〔新訂第２版〕』（日本評論社） 

（（民民事事執執行行））  

齋藤隆編『リーガル・プログレッシブ・シリーズ 民事執行〔第２版〕』（青林書院） 

中野貞一郎＝下村正明『民事執行法〔改訂版〕』（青林書院） 

（（制制度度のの沿沿革革））  

 園尾隆司『民事訴訟・執行・破産の近現代史』（弘文堂） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 期末試験終了後、問題の解説をクラスウェブにアップする。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 期末試験７０％。平常点（授業への参加度や質疑応答の内容）３０％。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

銀銀行行取取引引法法  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  大大野野  正正文文  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 銀行取引法では、主に、銀行の三大業務である預金業務、貸付業務及び為替業務における取引法上の

論点を中心に扱う。具体的には、預金業務では預金取引の法的性質、預金の払戻し等、貸付業務では貸

付取引の基本約定である銀行取引約定書、貸付債権の管理にかかる担保取引の法的問題等、為替業務で

は振込取引や支払決済取引の法的問題等を取り上げる。銀行取引の法的基盤は、民法や商法であり、こ

うした基本法が銀行取引においてどのように解釈展開されているか、基本法の理解を確認しながら銀行

取引の法律問題を講じる。 

銀行取引は今日大きな変化の中にあり、そのため適用されるルールも見直しや新法の制定が継続的に

行われている。債権法部分を中心に大幅な改正が行われた令和 2年 4月施行の改正民法では、銀行取引

に関連する改正箇所が少なくなく、改正後も重要論点となっているものも多い（例えば、定型約款、消

費貸借、消費寄託、保証、債権譲渡等）。本講義でも、銀行取引の観点から令和 2年施行改正民法の銀行

取引にかかわる論点を取り上げる。また、銀行は倒産手続きにおいて主要な債権者として深いかかわり

を有することから、倒産実体法の問題（否認権、相殺禁止等）も可能な範囲で取り上げることとしたい。

さらに銀行規制法も近時毎年のように改正が続いており、担保法制に係る新法の制定（企業価値担保権

の創設や譲渡担保法制）が行われており、そうした最近の立法動向についてもできる限り紹介すること

としたい。銀行取引における最近のトピックとして、決済取引のキャッシュレス化、電子記録債権法や

債権譲渡の新たな取引形態等の法律問題も可能な範囲で扱うこととする。法律実務家を目指す履修生に、

金融に関連する法律問題への興味を惹起してもらい、知見を深めてもらいたいと考えている。 

授業では、判例等を題材に事例問題を示し、当該事例を検討しながら、基本的な法律理解を確認する

形で授業を進める。 

本講義の到達目標は、受講生が、（1）経済活動の基本要素の一つである銀行取引をめぐる法的問題に

ついて、制度の枠組みや基本的な事項を知ること、（2）銀行取引に係る法的紛争場面は事実関係が複雑

である場合が少なくないことから、複雑な事実関係から法律判断に必要な事実関係を適切に汲み取る力

を身につけること、（3）銀行取引は基本的な法律知識の応用場面であることから、日頃学んでいる法律、

特に民商法の基本的な理解を確認するとともに、応用場面への基本法の適切な当てはめができる力を身

につけることである。 

２２．．授授業業内内容容  

各回の講義内容は一応次のように予定しているが、時間の関係で若干前後する場合もある。 

第 1回 銀行取引と法－「銀行取引法」とは何か（イントロダクション） 

成文法として「銀行取引法」という法律は存在しないが、銀行取引は様々な諸法制、ルール等によっ

て支えられており、法インフラの存在なしでは銀行取引自体成り立たない。法曹を目指す受講生にとっ

て、銀行取引における法やルールの意義、「銀行取引法」とはどのような法領域を意味するのかについ

て、今後の授業の概要等と合わせて説明する。 

第 2回 金融制度と銀行取引・銀行取引と定型約款 

銀行取引は、金融制度という枠組みの中で行われており、銀行取引の理解には金融制度の基本的な知

識が欠かせない。そこで、まず金融制度の概要（銀行制度、資本市場の概要）について説明し、金融制

度をめぐる法規制（銀行法、金融商品取引法等）の概要を講ずる。特に、銀行の間接金融における金融

仲介者としての役割が具体的な法形成、判例等にどのように影響を与えているか検討したい。 

また、銀行取引では、預金規定、振込規定等の約款が多く利用されており、銀行取引の重要なルール

の一部を形成している。令和 2年改正民法において新設された「定型約款」を概説し、銀行取引上の定

型約款の論点を取り上げる。定型約款との関係で、消費者契約法と銀行取引の論点にも言及したい。 

第 3回 預金とは何か－預金契約の法的性質 

預金とはどのような取引なのか、預金契約の法的性質、預金契約の成立時期の問題を中心に説明する。

預金契約は民法上の消費寄託と説明されるが、令和 2年施行改正民法では、消費寄託について大きな改

正が行われ、預金の特則が設けられたほか、弁済や債権譲渡においても預金の特則が設けられており、
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

銀銀行行取取引引法法  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  大大野野  正正文文  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 銀行取引法では、主に、銀行の三大業務である預金業務、貸付業務及び為替業務における取引法上の

論点を中心に扱う。具体的には、預金業務では預金取引の法的性質、預金の払戻し等、貸付業務では貸

付取引の基本約定である銀行取引約定書、貸付債権の管理にかかる担保取引の法的問題等、為替業務で

は振込取引や支払決済取引の法的問題等を取り上げる。銀行取引の法的基盤は、民法や商法であり、こ

うした基本法が銀行取引においてどのように解釈展開されているか、基本法の理解を確認しながら銀行

取引の法律問題を講じる。 

銀行取引は今日大きな変化の中にあり、そのため適用されるルールも見直しや新法の制定が継続的に

行われている。債権法部分を中心に大幅な改正が行われた令和 2年 4月施行の改正民法では、銀行取引

に関連する改正箇所が少なくなく、改正後も重要論点となっているものも多い（例えば、定型約款、消

費貸借、消費寄託、保証、債権譲渡等）。本講義でも、銀行取引の観点から令和 2年施行改正民法の銀行

取引にかかわる論点を取り上げる。また、銀行は倒産手続きにおいて主要な債権者として深いかかわり

を有することから、倒産実体法の問題（否認権、相殺禁止等）も可能な範囲で取り上げることとしたい。

さらに銀行規制法も近時毎年のように改正が続いており、担保法制に係る新法の制定（企業価値担保権

の創設や譲渡担保法制）が行われており、そうした最近の立法動向についてもできる限り紹介すること

としたい。銀行取引における最近のトピックとして、決済取引のキャッシュレス化、電子記録債権法や

債権譲渡の新たな取引形態等の法律問題も可能な範囲で扱うこととする。法律実務家を目指す履修生に、

金融に関連する法律問題への興味を惹起してもらい、知見を深めてもらいたいと考えている。 

授業では、判例等を題材に事例問題を示し、当該事例を検討しながら、基本的な法律理解を確認する

形で授業を進める。 

本講義の到達目標は、受講生が、（1）経済活動の基本要素の一つである銀行取引をめぐる法的問題に

ついて、制度の枠組みや基本的な事項を知ること、（2）銀行取引に係る法的紛争場面は事実関係が複雑

である場合が少なくないことから、複雑な事実関係から法律判断に必要な事実関係を適切に汲み取る力

を身につけること、（3）銀行取引は基本的な法律知識の応用場面であることから、日頃学んでいる法律、

特に民商法の基本的な理解を確認するとともに、応用場面への基本法の適切な当てはめができる力を身

につけることである。 

２２．．授授業業内内容容  

各回の講義内容は一応次のように予定しているが、時間の関係で若干前後する場合もある。 

第 1回 銀行取引と法－「銀行取引法」とは何か（イントロダクション） 

成文法として「銀行取引法」という法律は存在しないが、銀行取引は様々な諸法制、ルール等によっ

て支えられており、法インフラの存在なしでは銀行取引自体成り立たない。法曹を目指す受講生にとっ

て、銀行取引における法やルールの意義、「銀行取引法」とはどのような法領域を意味するのかについ

て、今後の授業の概要等と合わせて説明する。 

第 2回 金融制度と銀行取引・銀行取引と定型約款 

銀行取引は、金融制度という枠組みの中で行われており、銀行取引の理解には金融制度の基本的な知

識が欠かせない。そこで、まず金融制度の概要（銀行制度、資本市場の概要）について説明し、金融制

度をめぐる法規制（銀行法、金融商品取引法等）の概要を講ずる。特に、銀行の間接金融における金融

仲介者としての役割が具体的な法形成、判例等にどのように影響を与えているか検討したい。 

また、銀行取引では、預金規定、振込規定等の約款が多く利用されており、銀行取引の重要なルール

の一部を形成している。令和 2年改正民法において新設された「定型約款」を概説し、銀行取引上の定

型約款の論点を取り上げる。定型約款との関係で、消費者契約法と銀行取引の論点にも言及したい。 

第 3回 預金とは何か－預金契約の法的性質 

預金とはどのような取引なのか、預金契約の法的性質、預金契約の成立時期の問題を中心に説明する。

預金契約は民法上の消費寄託と説明されるが、令和 2年施行改正民法では、消費寄託について大きな改

正が行われ、預金の特則が設けられたほか、弁済や債権譲渡においても預金の特則が設けられており、

 

 

そうした論点も取り上げる。 

第 4回 預金者の認定と預金の帰属 

預金取引において、預金者が不明確である場合や預金債権の帰属先が不明確となった場合の問題を説

明する。預金債権者の特定に当たっては、損害保険会社と損害保険代理店との帰属等、最高裁判例を中

心に議論が展開されており、預金取引の経済的な意義も含めて概説する。 

第 5回 預金の払戻し 

預金の払戻しについて、窓口における対面取引に加え、ATM による機械払い、インターネットバンキ

ングを利用した払戻し等の非対面取引の法的問題を説明する。民法の弁済との関係、特に民法 478条「受

領権者としての外観を有する者に対する弁済」は預金払戻しの問題を中心に解釈が展開されてきたこと

から、当該条文の問題を中心に取り上げる。また、預金払戻しにおけるカード偽造などの金融犯罪の問

題や、預金者保護法といった民法 478 条の特別法についても説明する。近時、QRコード決済や電子マネ

ーといった新たな支払決済手段が広く使われるようになっており、こうした新たな手段と預金との相違

についても可能な限り取り上げることとしたい。 

第 6回 振込取引の法的問題 

為替業務のうち、最も利用の多い振込取引の法的問題を取り上げる。振込取引の法的性質について、

受取人を誤って依頼した場合の預金債権の成立の可否に関する最高裁判例を中心に説明する。また、前

述の通り、近年、キャッシュレス化が進展し、決済手段が多様化しており、また仮想通貨なども登場し

ている。こうした現代的な金融取引についても、銀行預金や振込取引との比較において、可能な範囲で

取り上げる。また、振り込め詐欺などの問題についても、特別法を含め講義の対象としたい。 

第 7回 銀行の貸付取引に係る法律･規制 

銀行の貸付取引を規律する法律は様々存在するが、特に基本となるのは民法であり、民法上の問題（特

に消費貸借契約や法定利息などの関係）について説明する。貸付取引をめぐるその他の法規制を取り上

げ、特に利息制限法とコミットメントライン取引の問題などについて説明する。また、貸付取引と説明

義務、契約締結過程の問題などについて、裁判例を題材に検討する。令和 2年施行改正民法では、消費

貸借、法定利率、錯誤等、この回のテーマに関連する改正が行われていることから、そうした論点も取

り上げる。 

第 8回 銀行貸付取引の基本契約－銀行取引約定書（1）（対象取引） 

貸付取引の基本約定書としては、銀行取引約定書がある。銀行取引約定書は、貸付取引に係る共通ル

ールを定めるものであり、特に債権回収場面について重要な規定を設けている。まず、銀行取引約定書

の概要を説明し、その機能や法的意義、対象となる取引等について説明する。銀行の貸付取引では手形

を利用した取引が多く行われてきたが、銀行取引約定書は手形取引契約としての機能も担っている他方

で、手形・小切手の利用は 2027 年 4月以降、基本的に取りやめることされており、手形が担ってきた金

融取引は電子記録債権などに移行することとされている。このような状況を踏まえ、手形を利用した銀

行取引の基本的なルールを、機能面を中心に付言することを予定している。 

第 9回 銀行貸付取引の基本契約－銀行取引約定書（2）（個別条項－増担保、商事留置権） 

銀行取引約定書の各論その１として、与信管理の重要な規定の１つである増担保、商事留置権に係る

条項を取り上げる。商事留置権については、倒産法制との関係で近時判例が展開されており、判例等を

題材に事例問題を掲げて、留置権、商事留置権と倒産法制の問題を合わせて説明する。倒産実体法に関

する基本的知識の確認も行う。 

第 10回 銀行貸付取引の基本契約－銀行取引約定書（3）（個別条項－期限の利益喪失条項、相殺） 

銀行取引約定書の各論その２として、期限の利益喪失条項、相殺の条項を取り上げる。民法の相殺を

めぐっては、銀行取引を中心に判例が展開してきた経緯があり、基本判例を題材に、民法の相殺の論点

を確認しつつ、銀行取引における法的意義を説明する。令和 2年施行改正民法では、相殺に関しても少

なからず改正が行われており、改正後の相殺の論点を取り上げるとともに、近時の相殺をめぐる判例（無

委託保証に係る求償権と相殺の可否、三者間相殺の最高裁判例など）とともに改正点を取り上げる。 

第 11回 手形を用いない銀行取引（1）－債権譲渡取引 

手形を利用した貸付取引は、今日手形を利用しない形での取引へと展開している。今後の手形廃止を

前提に、手形を用いない銀行取引について概説する。その一つとして一括支払システムがあるが、手形

レスの観点から同システムの仕組みを説明し、判例にもとづき法的問題を取り上げる。同システムは、

債権譲渡を利用した信用取引であり、指名債権譲渡の民法上の基本的理解を合わせて確認する。令和 2
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年改正民法の主要改正項目の一つである債権譲渡の改正点についても取り上げる。 

第 12回 手形を用いない銀行取引（2）－電子記録債権制度 

手形制度に代わる新たな制度として、電子記録債権法が設けられており、電子記録債権を利用した手

形的貸付取引が徐々に取扱いを伸ばしている。新たな制度である電子記録債権制度の概要を説明する。

手形は商事留置権の対象とされ、銀行の債権回収手段としても利用されてきたが、電子記録債権がペー

パーレス有価証券として登場していることから、電子記録債権にかかる商事留置権の成否についても言

及したい。 

第 13回 相対の多数当事者取引－シンジケート・ローン 

当事者が複数である貸付取引の一形態であるシンジケート・ローンが広く行われている。この取引は、

相対取引と市場取引の中間的形態と位置付けられている。このシンジケート・ローンについて概要を説

明し、近時の判例を題材にその法的問題を検討する。加えて、相対の貸付取引と市場における資金調達

のルールである金融商品取引法との比較の観点からも説明を行う。 

第 14回 担保 

担保に関する銀行取引の観点から法律問題および実務上の留意点を説明する。銀行与信の担保として、

現在でも、不動産担保が重要な役割を果たしている。その担保取得手段としては、（根）抵当権がもっぱ

ら利用されている。その設定、対抗要件具備、実行について、説明する。動産担保について、民法に加

え、動産・債権譲渡特例法に基づく譲渡担保も利用されており、近時の所有権留保に関する判例なども

含め取り上げる。この分野では、新たな担保権（企業価値担保権）や譲渡担保法制が新設されているこ

とから、銀行実務との関わりの範囲で新法についても紹介したい。有価証券担保は、現物証券の交付に

よる簡易な担保設定が可能なため、有用な担保設定手段として利用されてきた。近年、有価証券担保の

対象である株式等は現物証券がペーパーレス化され、振替制度に移行しているが、この制度移行により

有価証券担保も対応を余儀なくされた。有価証券担保の基本的な仕組みを説明するとともに、現物証券

がペーパーレス化した証券振替制の概要と当該制度下での担保設定の方法について説明する。あわせて

商法、会社法上の論点も概説する。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

毎回レジュメや資料を配布する。レジュメに沿って授業を進める。制度の概要などについては講義形

式で行うが、個別論点は、裁判例などにもとづき事例問題を提示し、受講生の基本的な法律知識の理解

を確認しながら進めることとしたい。講師からは、金融実務上の視点を提示するので、受講生は基本的

な法律知識から疑問点や意見を積極的に発言してもらいたい。特に、民法や商法の基本条文や判例の理

解が、金融取引の法律問題を学ぶ上で重要となるので、教科書的理解を受講生に聞きながら進めたい。 

質問、意見等、授業中の発言は積極的に行ってほしい。特に銀行取引の法的問題の実務的背景について

中心に講義したいと考えており、この点の疑問や意見は歓迎する。  

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容 

予習として、（1）各回で検討する事例問題を前週に配布するので、当該事例問題に関する（裁）判例

は予め読んでくること、（2）当該事例問題について、特に民法や商法の基本的な理解を前提とするもの

は、教科書などで再確認したうえで、当該問題において基本法がどのように適用されているのかを説明

できるようにしておくことを期待する。  

 また、復習としては、再度基本法との関係を確認することと、また、テキストや参考文献により、さ

らに理解を深めることを勧める。特に、講義で取り上げた民商法の基本的な条文や判例については、教

科書で再確認するとともに、理解が確かなものとなっているか、応用事例においても適切に条文の解釈

適用ができているか復習してほしい。 

 六法全書（小型のもの可）を持参して受講されたい。 

５５．．教教科科書書  

本講義のすべてを概説するテキストは存在しないので、特定のテキストは指定しない。基本的な知識

の習得に便利であるということも含意して後掲参考書を掲げ、授業において適宜紹介する。 

６６．．参参考考書書  

堀総合法律事務所編『スタンダード 営業店の金融法務』（経済法令研究会、2020年） 

天野佳洋編著『銀行取引約定書の解釈と実務』（経済法令研究会、2014年） 

松本貞夫著『改訂 銀行取引法概論』（経済法令研究会、2008年） 

神田秀樹・森田宏樹・神作裕之編著『金融法概説〔新版〕』（有斐閣、2017年） 
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年改正民法の主要改正項目の一つである債権譲渡の改正点についても取り上げる。 

第 12回 手形を用いない銀行取引（2）－電子記録債権制度 

手形制度に代わる新たな制度として、電子記録債権法が設けられており、電子記録債権を利用した手

形的貸付取引が徐々に取扱いを伸ばしている。新たな制度である電子記録債権制度の概要を説明する。

手形は商事留置権の対象とされ、銀行の債権回収手段としても利用されてきたが、電子記録債権がペー

パーレス有価証券として登場していることから、電子記録債権にかかる商事留置権の成否についても言

及したい。 

第 13回 相対の多数当事者取引－シンジケート・ローン 

当事者が複数である貸付取引の一形態であるシンジケート・ローンが広く行われている。この取引は、

相対取引と市場取引の中間的形態と位置付けられている。このシンジケート・ローンについて概要を説

明し、近時の判例を題材にその法的問題を検討する。加えて、相対の貸付取引と市場における資金調達

のルールである金融商品取引法との比較の観点からも説明を行う。 

第 14回 担保 

担保に関する銀行取引の観点から法律問題および実務上の留意点を説明する。銀行与信の担保として、

現在でも、不動産担保が重要な役割を果たしている。その担保取得手段としては、（根）抵当権がもっぱ

ら利用されている。その設定、対抗要件具備、実行について、説明する。動産担保について、民法に加

え、動産・債権譲渡特例法に基づく譲渡担保も利用されており、近時の所有権留保に関する判例なども

含め取り上げる。この分野では、新たな担保権（企業価値担保権）や譲渡担保法制が新設されているこ

とから、銀行実務との関わりの範囲で新法についても紹介したい。有価証券担保は、現物証券の交付に

よる簡易な担保設定が可能なため、有用な担保設定手段として利用されてきた。近年、有価証券担保の

対象である株式等は現物証券がペーパーレス化され、振替制度に移行しているが、この制度移行により

有価証券担保も対応を余儀なくされた。有価証券担保の基本的な仕組みを説明するとともに、現物証券

がペーパーレス化した証券振替制の概要と当該制度下での担保設定の方法について説明する。あわせて

商法、会社法上の論点も概説する。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

毎回レジュメや資料を配布する。レジュメに沿って授業を進める。制度の概要などについては講義形

式で行うが、個別論点は、裁判例などにもとづき事例問題を提示し、受講生の基本的な法律知識の理解

を確認しながら進めることとしたい。講師からは、金融実務上の視点を提示するので、受講生は基本的

な法律知識から疑問点や意見を積極的に発言してもらいたい。特に、民法や商法の基本条文や判例の理

解が、金融取引の法律問題を学ぶ上で重要となるので、教科書的理解を受講生に聞きながら進めたい。 

質問、意見等、授業中の発言は積極的に行ってほしい。特に銀行取引の法的問題の実務的背景について

中心に講義したいと考えており、この点の疑問や意見は歓迎する。  

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容 

予習として、（1）各回で検討する事例問題を前週に配布するので、当該事例問題に関する（裁）判例

は予め読んでくること、（2）当該事例問題について、特に民法や商法の基本的な理解を前提とするもの

は、教科書などで再確認したうえで、当該問題において基本法がどのように適用されているのかを説明

できるようにしておくことを期待する。  

 また、復習としては、再度基本法との関係を確認することと、また、テキストや参考文献により、さ

らに理解を深めることを勧める。特に、講義で取り上げた民商法の基本的な条文や判例については、教

科書で再確認するとともに、理解が確かなものとなっているか、応用事例においても適切に条文の解釈

適用ができているか復習してほしい。 

 六法全書（小型のもの可）を持参して受講されたい。 

５５．．教教科科書書  

本講義のすべてを概説するテキストは存在しないので、特定のテキストは指定しない。基本的な知識

の習得に便利であるということも含意して後掲参考書を掲げ、授業において適宜紹介する。 

６６．．参参考考書書  

堀総合法律事務所編『スタンダード 営業店の金融法務』（経済法令研究会、2020年） 

天野佳洋編著『銀行取引約定書の解釈と実務』（経済法令研究会、2014年） 

松本貞夫著『改訂 銀行取引法概論』（経済法令研究会、2008年） 

神田秀樹・森田宏樹・神作裕之編著『金融法概説〔新版〕』（有斐閣、2017年） 

 

 

三菱ＵＦＪ銀行法務部『新金融実務手引選書 融資契約の手引』（金融財政事情研究会、2025年） 

金融法務事情、金融・商事判例等 

 授業の際に適宜紹介するが、当面参考となるものとして上記を掲げる。 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 期末試験終了後、問題の解説、講評を Oh-o! Meijiシステムにより配付する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 期末試験の結果を 70％、授業における積極的な参加、意見提示などを 30％として評価を行う。期末

試験は、法務知識の集積度・理解度、論理的表現力等を基準とする。  

９９．．そそのの他他  
  近時話題となっている金融取引の問題について、取り上げてほしいという要望があれば、積極的に提

示してほしい。平成 27 年度はクラウドファンディング、平成 28年度は Fintech、平成 30年度は信託制

度の動向、令和 6 年度・7 年度は融資契約の電子化について、シラバス内容とは別に、ゲストスピーカ

ーを招いて取り上げお話をうかがった。将来の法曹を目指す皆さんには、経済取引の基本たる金融取引

に関心を持ってほしいと考えており、履修者が関心を持っている金融問題も可能な範囲で取り上げたい。 
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

金金融融商商品品取取引引法法  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  越越知知  保保見見  

  

１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  
本講座では、会社法の理解に不可欠な金融商品取引法について、実務と会社法との関連性を意識した

講義を行う。上場会社においては、金融商品取引法の規範と会社法の規範が複合して、M&A やガバナン

スについての規範を形成しているので、商事法の理解においては、金融商品取引法の知識が必須である。

また、株式・社債などの有価証券により資金を調達する場合には、金融商品取引法の開示規制こそが、

最も重要な制度の枠組みである。金融商品の被害に関しても、金融商品取引法の知識がなければ、どの

ような救済が可能かについての助言を行うことは難しい。会社法についての深い理解のためにも、金融

商品取引法の知識は不可欠のものであり、本講義では、ロースクール学生が会社法理解を深めることを

意識して、講義を展開する。具体的には、会社の資本政策（会社法の計算）から出発し、会社法の株式・

組織再編と関連性の深い M&A、社債・株式と関連の深いコーポレート・ファイナンス、機関に関連の深

いコーポレート・ガバナンスを順次学んだ後、金融商品の組成・被害救済といった金融商品取引法固有

の分野を学ぶという順序で講義を展開する。これにより、金商法が、商事法実務の広範な分野に関連し

ていることが理解され、会社法・商事実務についての深い理解が得られることになる。 

２２．．授授業業のの内内容容とと進進行行  

 全 14回のテーマは以下のとおりである。 

第 1回 会社の資本政策・バランスシートの意味・会社法と金商法の関係 

第 2回 金融商品取引法の開示規制の全体構造・流通開示規制・インサイダー取引規制 

第 3回 公開買付規制・大量保有報告書・自己株式の取得・自社株 TOBとインサイダー取引 

第 4回 公開買い付けの強圧性・敵対的買収を巡る米国判例の展開 

第 5回 日本における敵対的買収・ライツプランと委任状勧誘・大量保有報告書 

第 6回 株式買取請求と公開買い付けを利用したキャッシュアウト 

第 7回 発行開示規制：募集と私募・売出し・社債・株式の発行・有価証券概念 

第 8回 金商法と会社法の開示・不実開示の責任 

第 9回 監査・内部統制・公益通報者保護法 

第 10回 2項有価証券と様々な金融商品（デリバティブ・投資信託・投資法人・集団投資スキム等） 

第 11回 投資勧誘の規制（説明義務・適合性原則）と金融商品取引業者・金融商品販売法による規制 

第 12回 不公正取引規制と不公正ファイナンス問題・ライツオファリング・増資インサイダー 

第 13回 金融商品取引業・有価証券関連業と金融商品市場（プロアマ規制）・金融商品取引所等 

第 14回 総合または教場試験 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

本講座と企業実務と法Ⅰは、授業内容の相当部分が重複するので、企業実務と法Ⅰを取った学生およ

び取る予定の学生の履修は差し控えられたい。  

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 教科書（公開会社法入門）では、金商法の概略がわかるように解説されている。教科書で言及された

黒沼・金融商品取引法、江頭・会社法の該当箇所に目を通すと、金融商品取引法と会社法を深く総合的

に理解することができる。 

５５．．教教科科書書  

 越知保見『公開会社法入門』（成文堂） 

６６．．参参考考書書  

 黒沼悦郎『金融商品取引法』江頭憲治郎『株式会社法』 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 試験問題については、自ら点検し、不十分な内容に関して、所定の期日までに改善した内容を復習レ

ポートとして提出させる。復習レポートの内容は成績評価の対象とする。起案練習についても、復習に

基づき、起案を修正して提出することを励行する。その復習状況を成績評価の対象とする。 
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

金金融融商商品品取取引引法法  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  越越知知  保保見見  

  

１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  
本講座では、会社法の理解に不可欠な金融商品取引法について、実務と会社法との関連性を意識した

講義を行う。上場会社においては、金融商品取引法の規範と会社法の規範が複合して、M&A やガバナン

スについての規範を形成しているので、商事法の理解においては、金融商品取引法の知識が必須である。

また、株式・社債などの有価証券により資金を調達する場合には、金融商品取引法の開示規制こそが、

最も重要な制度の枠組みである。金融商品の被害に関しても、金融商品取引法の知識がなければ、どの

ような救済が可能かについての助言を行うことは難しい。会社法についての深い理解のためにも、金融

商品取引法の知識は不可欠のものであり、本講義では、ロースクール学生が会社法理解を深めることを

意識して、講義を展開する。具体的には、会社の資本政策（会社法の計算）から出発し、会社法の株式・

組織再編と関連性の深い M&A、社債・株式と関連の深いコーポレート・ファイナンス、機関に関連の深

いコーポレート・ガバナンスを順次学んだ後、金融商品の組成・被害救済といった金融商品取引法固有

の分野を学ぶという順序で講義を展開する。これにより、金商法が、商事法実務の広範な分野に関連し

ていることが理解され、会社法・商事実務についての深い理解が得られることになる。 

２２．．授授業業のの内内容容とと進進行行  

 全 14回のテーマは以下のとおりである。 

第 1回 会社の資本政策・バランスシートの意味・会社法と金商法の関係 

第 2回 金融商品取引法の開示規制の全体構造・流通開示規制・インサイダー取引規制 

第 3回 公開買付規制・大量保有報告書・自己株式の取得・自社株 TOBとインサイダー取引 

第 4回 公開買い付けの強圧性・敵対的買収を巡る米国判例の展開 

第 5回 日本における敵対的買収・ライツプランと委任状勧誘・大量保有報告書 

第 6回 株式買取請求と公開買い付けを利用したキャッシュアウト 

第 7回 発行開示規制：募集と私募・売出し・社債・株式の発行・有価証券概念 

第 8回 金商法と会社法の開示・不実開示の責任 

第 9回 監査・内部統制・公益通報者保護法 

第 10回 2項有価証券と様々な金融商品（デリバティブ・投資信託・投資法人・集団投資スキム等） 

第 11回 投資勧誘の規制（説明義務・適合性原則）と金融商品取引業者・金融商品販売法による規制 

第 12回 不公正取引規制と不公正ファイナンス問題・ライツオファリング・増資インサイダー 

第 13回 金融商品取引業・有価証券関連業と金融商品市場（プロアマ規制）・金融商品取引所等 

第 14回 総合または教場試験 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

本講座と企業実務と法Ⅰは、授業内容の相当部分が重複するので、企業実務と法Ⅰを取った学生およ

び取る予定の学生の履修は差し控えられたい。  

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 教科書（公開会社法入門）では、金商法の概略がわかるように解説されている。教科書で言及された

黒沼・金融商品取引法、江頭・会社法の該当箇所に目を通すと、金融商品取引法と会社法を深く総合的

に理解することができる。 

５５．．教教科科書書  

 越知保見『公開会社法入門』（成文堂） 

６６．．参参考考書書  

 黒沼悦郎『金融商品取引法』江頭憲治郎『株式会社法』 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 試験問題については、自ら点検し、不十分な内容に関して、所定の期日までに改善した内容を復習レ

ポートとして提出させる。復習レポートの内容は成績評価の対象とする。起案練習についても、復習に

基づき、起案を修正して提出することを励行する。その復習状況を成績評価の対象とする。 

８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

成績評価は、教場試験の成績（33.4％）、授業への貢献度（平常点）（33.3％）・復習・レポート（33.3％）

で行なう。 

評価基準は、Ｓ～Ｆの 5段階評価とする。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

企企業業会会計計法法  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  秋秋坂坂  朝朝則則  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  
企業会計とは、企業の活動に基づく財務状況を財産等（資本）の変動として金銭的に評価し、記録・

集計・報告するシステムをいう。企業の財務内容を明らかにする財務書類が企業内部でのみに利用され

るならば、会計を法が規制する必要性は乏しく、その自治に委ねることができる。しかし、会社の作成

する財務書類は、会社の債権者や投資家などの利害関係者の意思決定にも利用され、利害関係者が多数

存在する株式会社においては、会計情報は一種の公共財ともいわれている。このため、会計情報の適時

開示が要請され、これに対する法規制が必要となる。 

 企業会計を規制するわが国の法律には、会社法・商法のほか、金融商品取引法及び税法があり、トラ

イアングル体制と呼ばれている。本講義では、このうち、会社法における株式会社の会計（計算）を中

心に検討し、必要に応じて金融商品取引法会計についても言及する。また、会社法における情報開示は、

計算関係書類だけではなく、事業報告等でも行われていることから、必要に応じて事業報告等の内容に

ついても言及する。 

 本講義の到達目標は、企業会計に係る法規制の必要性及びその内容を理解するとともに、会計情報に

係る不実記載が行われた場合の役員等の法的責任について理解することである。そのためには、株式会

社の作成する財務書類の内容に関する理解も必要となる。 

２２．．授授業業内内容容  
第 1回 企業会計法の概要 

イントロダクションとして本講座の狙いを説明した後、企業会計に対する法規制の必要性を説明する。

併せて、計算書類と財務諸表の違いなどについて説明する。主な内容は次の通りである。 

（1）企業会計の意義と会計情報の内容、（2）企業会計に対する法規制の概要、（3）企業会計に対する

法規制の必要性 

第 2回 会計帳簿と計算書類の確定手続き 

株式会社における会計帳簿に対する法規制と計算書類の確定手続きにつき説明する。主な内容は次の

通りである。（「明治大学版到達目標」商法第 1編第３章３－５－２～３－５－４） 

（1）会計帳簿、（2）会計帳簿の閲覧・謄写請求権、（3）計算書類の確定手続き 

第 3回 資産と負債 

計算書類の 1つである貸借対照表の内容のうち、資産及び負債について説明する。主な内容は次の通

りである。 

（1）貸借対照表の内容、（2）資産・負債の区分、（3）資産の意義とその評価、（4）負債の意義とその

評価 

第 4回 純資産 

計算書類の 1つである貸借対照表の内容のうち、純資産について説明する。主な内容は次の通りであ

る。（「明治大学版到達目標」商法第１編第３章３－５－５） 

 （1）純資産の意義とその区分、（2）株主資本の意義とその区分、（3）株主資本の変動、（4）その他の

純資産項目 

第 5回 剰余金の配当 

 剰余金の配当と自己株式の取得に係る限度額規制について説明する。主な内容は次の通りである。

（「明治大学版到達目標」商法第１年第３章３－５－６） 

 （1）剰余金の配当の概要、（2）剰余金の配当の手続、（3）分配可能額、（4）違法配当の責任と欠損填

補責任 

第 6回 自己株式と株式報酬 

 自己株式の取得・処分に係る会計処理と株式報酬に関する会計処理について説明する。主な内容は次

のとおりである。 

 （1）自己株式の取得・処分の規制、（2）自己株式の会計、（3）ストック・オプションの会計、（4）株
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

企企業業会会計計法法  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  秋秋坂坂  朝朝則則  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  
企業会計とは、企業の活動に基づく財務状況を財産等（資本）の変動として金銭的に評価し、記録・

集計・報告するシステムをいう。企業の財務内容を明らかにする財務書類が企業内部でのみに利用され

るならば、会計を法が規制する必要性は乏しく、その自治に委ねることができる。しかし、会社の作成

する財務書類は、会社の債権者や投資家などの利害関係者の意思決定にも利用され、利害関係者が多数

存在する株式会社においては、会計情報は一種の公共財ともいわれている。このため、会計情報の適時

開示が要請され、これに対する法規制が必要となる。 

 企業会計を規制するわが国の法律には、会社法・商法のほか、金融商品取引法及び税法があり、トラ

イアングル体制と呼ばれている。本講義では、このうち、会社法における株式会社の会計（計算）を中

心に検討し、必要に応じて金融商品取引法会計についても言及する。また、会社法における情報開示は、

計算関係書類だけではなく、事業報告等でも行われていることから、必要に応じて事業報告等の内容に

ついても言及する。 

 本講義の到達目標は、企業会計に係る法規制の必要性及びその内容を理解するとともに、会計情報に

係る不実記載が行われた場合の役員等の法的責任について理解することである。そのためには、株式会

社の作成する財務書類の内容に関する理解も必要となる。 

２２．．授授業業内内容容  
第 1回 企業会計法の概要 

イントロダクションとして本講座の狙いを説明した後、企業会計に対する法規制の必要性を説明する。

併せて、計算書類と財務諸表の違いなどについて説明する。主な内容は次の通りである。 

（1）企業会計の意義と会計情報の内容、（2）企業会計に対する法規制の概要、（3）企業会計に対する

法規制の必要性 

第 2回 会計帳簿と計算書類の確定手続き 

株式会社における会計帳簿に対する法規制と計算書類の確定手続きにつき説明する。主な内容は次の

通りである。（「明治大学版到達目標」商法第 1編第３章３－５－２～３－５－４） 

（1）会計帳簿、（2）会計帳簿の閲覧・謄写請求権、（3）計算書類の確定手続き 

第 3回 資産と負債 

計算書類の 1つである貸借対照表の内容のうち、資産及び負債について説明する。主な内容は次の通

りである。 

（1）貸借対照表の内容、（2）資産・負債の区分、（3）資産の意義とその評価、（4）負債の意義とその

評価 

第 4回 純資産 

計算書類の 1つである貸借対照表の内容のうち、純資産について説明する。主な内容は次の通りであ

る。（「明治大学版到達目標」商法第１編第３章３－５－５） 

 （1）純資産の意義とその区分、（2）株主資本の意義とその区分、（3）株主資本の変動、（4）その他の

純資産項目 

第 5回 剰余金の配当 

 剰余金の配当と自己株式の取得に係る限度額規制について説明する。主な内容は次の通りである。

（「明治大学版到達目標」商法第１年第３章３－５－６） 

 （1）剰余金の配当の概要、（2）剰余金の配当の手続、（3）分配可能額、（4）違法配当の責任と欠損填

補責任 

第 6回 自己株式と株式報酬 

 自己株式の取得・処分に係る会計処理と株式報酬に関する会計処理について説明する。主な内容は次

のとおりである。 

 （1）自己株式の取得・処分の規制、（2）自己株式の会計、（3）ストック・オプションの会計、（4）株

 

 

式報酬の会計 

第 7回 損益計算書・株主資本等変動計算書・キャッシュ・フロー計算書 

計算書類である損益計算書及び株式資本等変動計算書、並びに計算書類ではないが、金融商品取引法

上の財務諸表であるキャッシュ・フロー計算書の内容について説明する。主な内容は次の通りである。 

（1）損益計算書の内容、（2）株主資本等変動計算書の内容、（3）キャッシュ・フロー計算書の内容 

第 8回 注記表と計算書類の附属明細書 

注記表の内容、計算書類の附属明細書の内容等について説明する。主な内容は次の通りである。 

（1）注記表の概要、（2）全ての株式会社に要求される注記事項、（3）公開会社（会計監査人設置会社

を除く）の注記事項、（4）計算書類の附属明細書の内容 

第 9回 連結計算書類 

連結計算書類の作成が必要とされる理由を明らかにし、その後連結計算書類の内容について説明する。

主な内容は次の通りである。 

（1）連結計算書類の概要、（2）連結計算書類と連結注記表の内容、（3）関連会社と持分法による評価 

第 10回 事業報告とその附属明細書 

 事業報告とその附属明細書の内容について説明する。主な内容は次のとおりである。 

 （1）事業報告の内容、（2）公開会社の事業報告の特則、（3）事業報告の附属明細書の内容 

第 11回 会計監査等 

 計算書類の適正性を確保する方法として、監査役の監査、会計監査人の会計監査及び会計参与の職務

について説明する。主な内容は次のとおりである。（「明治大学版到達目標」商法第１編第３章３－４－

６、３－４－８、３－５－４） 

 （1）監査役の監査報告、（2）会計監査人設置会社の監査役等の監査報告、（3）監査人による会計監査

報告、（4）会計参与と会計参与報告 

第 12回 計算書類の不実記載等に係る役員等の責任 

計算書類の不実記載等に係る役員等の責任について説明する。主な内容は次の通りである。 

（1）一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行の意義、（2）不実記載に係る役員等の会社に対する

責任、（3）不実記載に係る役員等の第三者に対する責任 

第 13回 金融商品取引法における開示規制 

金融商品取引法における開示規制について説明する。主な内容は次の通りである。 

（1）発行市場の開示規制、（2）発行市場開示規制の実効性確保、（3）流通市場の開示規制、（4）流通

市場開示規制の実効性確保 

第 14回 まとめ 

 第 1回から第 13回の授業内容についての「確認テスト」とその解説を行う。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  
企業会計法では、株式会社の計算に関する規定を中心に取り扱うので、受講するにあたり、会社法（特

に機関）に関する基礎的な知識を有していることを前提として講義を進める。企業会計に関しては、初

学者を前提として説明するので、事前に簿記・会計について学習しておく必要は特にない。 

また、各回の講義（第２回から第１３回の講義）の後に Oh-o! Meijiの小テスト機能を利用して小テ

ストを実施する。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

各回のレジュメを Oh-o! Meijiを利用し事前に公開するので、授業の前に目を通しておくこと。その

際、レジュメに示されている参照条文を確認しておくこと。なお、同システムの「教員とのメッセージ」

及び「ディスカッション」機能等を使用し、質問を受け付ける予定である。 

５５．．教教科科書書  
教科書は使用しないが、会社法・会社法施行規則・会社計算規則及び金融商品取引法が掲載されてい

る六法を毎回持参すること。 

６６．．参参考考書書 

企業会計の入門書 

田中建二『財務会計入門（第 6版）』（中央経済社、2021年） 

斎藤静樹著『企業会計入門〔補訂版〕』（有斐閣、2016年） 
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中・上級者向け参考書 

弥永真生著『会計処理の適切性をめぐる裁判例を見つめ直す』（日本公認会計士協会出版局、2018年） 

弥永真生著『監査業務の法的考察』（日本公認会計士協会出版局、2021年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 講義終了後に行う小テストについては、提出期限後に解説を公開する。第 14 回目の授業において行

う確認試験については、試験終了後に問題の趣旨等を説明する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  
平常点 10％、小テスト 20％、確認テスト 70％の割合で評価する。 

９９．．そそのの他他  

 企業不祥事の事例には会計不正に関する事例も多いので、多くの学生の参加を希望する。 

－ 266 －



 

 

中・上級者向け参考書 

弥永真生著『会計処理の適切性をめぐる裁判例を見つめ直す』（日本公認会計士協会出版局、2018年） 

弥永真生著『監査業務の法的考察』（日本公認会計士協会出版局、2021年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 講義終了後に行う小テストについては、提出期限後に解説を公開する。第 14 回目の授業において行

う確認試験については、試験終了後に問題の趣旨等を説明する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  
平常点 10％、小テスト 20％、確認テスト 70％の割合で評価する。 

９９．．そそのの他他  

 企業不祥事の事例には会計不正に関する事例も多いので、多くの学生の参加を希望する。 

（LS）LAW661J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

保保険険法法  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  山山下下  典典孝孝  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 我々は日常生活を行っている際に様々なリスクに遭遇する。そのリスクを回避する最たる制度として

保険というものがある。我々の生活にとってなくてはならない存在となっている保険取引に関する保険

法の検討を行う。保険法の中でも、特に保険契約法に関する近時の重要判例を素材として、従来の判例・

学説および実務上の問題について検討を加えていく。保険契約は、保険の技術的な特色から通常の契約

とは異なる法理が支配する。このような技術的な特色を理解してもらうことが第一の目的である。 

 次に、保険契約の射倖契約性から、保険制度を悪用する者が後を絶たなく、保険金不正取得を阻むた

めに、様々な法理が考えられてきた。これらのモラル・リスク対策に関する法理を理解することが第二

の目的である。 

 平成 20 年 6 月 6 日に公布された保険法を理解してもらうことを主たる目標としているが、保険法を

理解するためには実際の実務運用までも理解しなければ十分に理解したとはいえない。したがって出来

る限り、実務運用に照らして近時の裁判例を素材として検討を加えていくことにする。 

本講義では、講義形式を中心としながら保険法の基本的なルールを習得した上で、実務上の諸問題に

ついて合理的な解決方法を探るとともに、その議論の過程を通して法律家として必要な論理的思考力を

身につけることを到達目標としている。また、授業で取り扱った各テーマの基本的な事項について他者

に対して適切に説明できることを到達目的とする。 

２２．．授授業業内内容容  

（ただし、順序、内容等の変更の可能性あり） 

第 1回 保険法における基本概念 

 保険募集に関する規制、片面的強行規定の導入とその解釈、保険契約の概念、保険法における契約類 

型、保険契約関係者等を整理検討する。 

第 2回 告知義務 

 告知書の記載内容、募集人による告知妨害、募集人と代理店の違い、告知義務違反と保険事故との 

因果関係、他保険契約の告知義務等に関する問題を検討する。 

第 3回 保険契約の成立、保険料支払義務、無催告失効条項 

 保険契約成立に至る過程、保険料の支払方法、保険料支払に関する約款条項、保険料支払猶予期間、 

保険料分割払、失効・復活、無催告失効条項、承諾前死亡に関する問題等を検討する。 

第 4回 危険増加の通知義務、危険の減少、重大事由解除 

 危険増加、危険増加の通知義務違反による契約解除、危険の減少、重大事由による契約解除、過大申 

告を巡る問題、重大事由解除と反社勢力、重複契約と重大事由解除、重大事由解除と保険者免責との関 

係等の問題について検討する。 

第 5回 保険給付の履行期・消滅時効、保険事故発生の通知義務、損害防止義務 

 保険給付の履行期、損害査定・調査の必要性、履行遅滞による遅延損害金の支払、消滅時効、保険事 

故発生の通知義務、損害防止義務等に関する問題を検討する。 

第 6回 被保険利益、一部保険、全部保険、超過保険、重複保険、保険担保 

 保険価額、約定保険価額、一部保険、超過保険、重複保険、保険担保に関する問題を検討する。 

第 7回 損害査定、保険代位、自動車保険 

 損害算定方法、残存物代位、請求権代位、人身傷害保険における請求権代位等に関する問題を検討 

する。 

第 8回 責任保険、専門家賠償責任保険 

 責任保険の直接請求権・先取特権、専門家賠償責任保険の特色等に関する問題を検討する。 

第 9回 弁護士費用保険、火災保険契約、保険者免責、片面的強行規定の適用除外 

 弁護士費用保険、火災保険、損害保険契約における保険者免責、片面的強行規定の適用除外に関する 

問題を検討する。 

 

－ 267 －



 
第 10回 他人のためにする生命保険契約、被保険者による解除請求 

 被保険者同意、団体保険契約における被保険者同意、被保険者による解除請求権に関する問題につ 

いて検討する。 

第 11回 保険金受取人の変更、保険金受取人先死亡 

 保険金受取人変更手続、遺言による受取人変更、保険金受取人が被保険者より先に死亡した場合に関 

する問題等に関して検討する。 

第 12回 第三者による保険契約の解除、介入権、保険契約当事者の確定論、 

介入権行使、保険金請求権の質権設定、保険契約確定論、保険金受取人の破産等に関する問題に関 

して検討する。 

第 13回 保険者免責 

 生命保険契約に特有な保険者免責に関する問題に関して検討する。 

第 14回 傷害疾病保険に固有の問題 

 傷害疾病定額保険と傷害疾病損害保険の違い、傷害概念、偶然性の立証責任、外来性の要件、高度障 

害保険における責任開始期前発病、入院の意義、がん保険を巡る問題等を検討する。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

  本講義では、講義形式とともに事例検討を通じて理解を深めていくことを目的としており、社会にお

ける保険の役割に関心をもって授業に参加することを希望している。また、関連する民法の規定や裁判

例も参照しながら授業に参加してもらいたい。  

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

  事前に習得しておくべき学科目は特にない。それよりも現実に自分が保険を利用する場面をイメージ

しながら講義を聞いてもらいたい。保険商品の内容もさることながら、保険にまつわるモラル・リスク

や犯罪に関する日々のニュースに注意をはらうことも学習の一助になる。 

 復習は主にレジュメの問題の内容の質疑応答内容の確認をすればよいことになる。  

５５．．教教科科書書  

山下典孝編『スタンダート商法Ⅲ保険法第 2版』（法律文化社、2025年）、レジュメ、配布資料、六法

（コンパクト六法等でも可） 

６６．．参参考考書書  

山下友信『保険法（上）』（有斐閣、2018年） 

山下友信『保険法（下）』（有斐閣、2022年） 

山下友信=洲崎博史編『保険法判例百選第 2版』（有斐閣、2025年） 

萩本修編著『一問一答・保険法』（商事法務、2009年） 

山下友信=永沢徹編『論点体系保険法 1・2 第 2版』（第一法規、2022年） 

保険法の実務と理論研究会編『保険法の実務と理論 Q&A』（保険毎日新聞社、2023年） 

吉澤卓哉他著『考える保険法』（法律文化社、2024年） 

佐野誠＝山下典孝＝遠山聡編『自動車保険約款コンメンタール I・Ⅱ』（保険毎日新聞社、2025年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

    Oh-o! Meiji を利用した小テストに関して、実施回毎に、実施期間経過後直ちに、Oh-o! Meiji で解

説を公開する。期末レポートに関しては採点終了後、問題の解説・講評を Oh-o! Meiji で公開する。 

８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 授業の参加状況（質疑応答含む）30％程度、期末のレポート 40％程度、Oh-o! Meiji を利用した小テ

スト 30％程度。 

９９．．そそのの他他  

 民法との関係についても可能な限り授業の際に言及する予定である。 

 担当者は保険会社実務家・弁護士・研究者から構成する各種の研究会に参加し理論のみならず実務上

の問題に関しても日々研磨を続けている。日弁連が運営する弁護士費用保険 ADR機関の裁定委員会委員

をつとめており、弁護士業務と保険との関係にも関心を持っている。 
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７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

    Oh-o! Meiji を利用した小テストに関して、実施回毎に、実施期間経過後直ちに、Oh-o! Meiji で解

説を公開する。期末レポートに関しては採点終了後、問題の解説・講評を Oh-o! Meiji で公開する。 

８８．．成成績績評評価価のの方方法法  
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（LS）LAW661J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

消消費費者者法法  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  長長田田  淳淳  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 消費者問題は、市民の生活・企業活動の両面にとって切り離せない問題である。現在も広範かつ深刻

な被害が多発している分野でもあり、弁護士が弁護士会・法テラス・地方自治体の法律相談等の場で市

民から相談・受任する機会も多い。知識の有無で解決水準に相当差がつく分野である。企業活動におい

ても、コンプライアンスの推進と消費者志向経営は今日の重要課題であり、顧問会社に助言をする機会

も増えている。さらに、消費者行政の強化は、国・地方自治体を通じて今日的課題となっている。 

 本講義は、基本法である民法の解釈・適用を復習するとともに、消費者契約法、特定商取引法、割賦

販売法、貸金業法、景品表示法などの特別法の概要を理解し、一般法と特別法を総合的に活用すること

を目指す。個別事案の民事的対処のほか、被害防止に向けた消費者行政の取り組みや事業者のコンプラ

イアンスの推進の視点も検討する。 

２２．．授授業業内内容容  

第 1回  概説 消費者被害救済と消費者法の特徴 

1 消費者被害の発生状況と特徴を、消費生活センターの相談情報等により把握する。 

2 民法の意思表示法理を適用した場合の解決と消費者法の存在意義を、具体例を通じて検討する。 

第 2回  不当勧誘行為と契約取消権（消費者契約法１） 

1 不当勧誘行為により締結した消費者契約について、民法の意思表示の瑕疵規定と対比しつつ、消費者

契約法 4条の取消権の要件を誤認類型及び困惑類型について把握しつつ、その解釈・運用の視点を検

討する。民法の到達目標に関連。 

 《論点》消費者契約法 2016年改正、2018年改正、2022年改正の要点と解釈運用の視点。 

2 過量販売解除（消費者契約法 4条 4項）の趣旨・要件・効果を適合性の原則との関係で把握する。 

第 3回 訪問販売・電話勧誘販売・訪問購入とクーリング・オフ（特定商取引法１） 

1 訪問販売・電話勧誘販売による契約事案について、特定商取引法の書面交付義務及びクーリング・オ

フの趣旨・要件・効果を把握し、解釈論に関する論点を検討する。 

 《論点》契約書面の記載に不備がある場合のクーリング・オフの起算日に関する裁判例の展開 

 《論点》契約書面の電子化を認める法改正と承諾要件・電子データ提供要件に関する政省令の把握。 

第 4回 インターネット通信販売と表示規制（特定商取引法２、景品表示法） 

1 インターネット通信販売における広告表示・特定申込画面規制の概要を把握する。 

《論点》特定申込画面の表示規制と詐欺的定期購入被害への規制の実効性 

2 虚偽誇大広告により誤認した契約申込みと不実告知取消しの適用。 

 《論点》消費者契約法・特定商取引法における「勧誘」概念と最判平 29.1.24の検討 

第 5回  不当条項の効力制限（消費者契約法２） 

1 消費者契約における不当契約条項に関する紛争について、民法上の解釈論を確認するとともに、民法

の定型約款の規律と消費者契約法 8条～10条の不当条項規制の要件・効果を把握する。民法の到達目

標に関連。 

《論点》契約条項の合理的限定解釈と不当条項の無効、適格消費者団体による差止請求権 

第 6回 特定継続的役務提供契約における契約条項規制（特定商取引法３） 

1 美容・教育サービス等の特定継続的役務提供契約における債務不履行・契約不適合の解決困難性と、

特定商取引法の書面交付義務・クーリング・オフ・中途解約権・違約金上限規制を把握する。 

 《論点》無償施術付き脱毛エステ契約の倒産事案被害に対する特定商取引法の活用。 

第 7回  クレジット取引と抗弁の対抗（割賦販売法１） 

1 クレジット契約における抗弁の対抗規定（法 30条の 4、法 35条の 3の 19）の意義と要件を検討。 

 《論点》契約書に記載のない特約や口頭のセールストークは抗弁事由に含まれるか。 

1 個別クレジット契約の取消し・解除と消費者契約法 5条の適用を検討 

《論点》クレジット名義貸しと個別クレジット契約の取消し 
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第 8回 クレジットカード決済、その他のキャッシュレス決済と消費者保護（割賦販売法２） 

1 多様化するキャッシュレス決済手段とクレジット契約（割賦販売法）の適用対象を把握する。 

2 クレジットカード決済における苦情の適切処置義務・加盟店調査措置義務とマンスリークリア取引へ

の規律。その他のキャッシュレス決済における悪質加盟店排除の責任。 

第 9回  利殖商法被害（特定商取引法５、無限連鎖講防止法、出資法） 

1 儲け話で勧誘するネズミ講、マルチ商法、内職商法、販売預託商法等について、特別法による規制の

趣旨と要件を、民事効果、行政規制、罰則を含めて把握する。 

第 10回  金融商品取引法と金融サービス提供法 

1 不当勧誘受託行為による取引の効力論と不法行為構成。 

《論点》消費者取引における過失相殺の適用に関する考え方を検討する。 

2 金融商品取引法による行政規制と金融サービス提供法による損害賠償の要件の特徴を把握する。 

第 11回  投資を謳った詐欺的商法とその救済 

1 詐欺的商法として不法行為が認定されるための構成。 

《論点》消費者取引における過失相殺の適用に関する考え方を検討する。 

2 詐欺的商法に関与した者の責任（共同不法行為） 

第 12回  多重債務と消費者金融（利息制限法、出資法、貸金業法） 

1 多重債務問題の推移と消費者金融に対する金利規制、過剰与信規制等の展開を把握する。 

 《論点》みなし弁済規定の制限的解釈に関する裁判例・いわゆる過払金についての理論 

第 13回  多重債務の救済手続（任意整理、破産、個人再生） 

1 多重債務事案に対し、相談者の生活再建の観点から、任意整理、自己破産、個人再生の手続の選択と

活用のあり方を比較検討する。 

 《論点》住宅を維持しつつ債務整理を行う可能性、免責不許可事由の可能性がある事案の対処 

第 14回 コンプライアンスの推進と公益通報者保護法 

1 企業の不祥事の原因とコンプライアンス推進の方策 

2 公益通報者保護法の概要と運用の実情 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

 民法総則、契約法、不法行為法を履修していること。現実に発生する消費者問題や法改正の動向に応

じて、授業で取り上げる課題の内容及び順序に変更が生じる場合がある。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

毎回のテーマに関連する検討事例をクラス Webに事前に提示するので、予習においては、民法の適用

関係をまず検討したうえで、特別法の概要を把握するよう努めてほしい。 

授業当日は、検討事例について民法の適用関係の質疑を交えたうえで、特別法のポイントと論点の検

討に力点を置く。 

復習に関して、論点について簡単な小テストを課すときがある。 

５５．．教教科科書書  

 日本弁護士連合会編『消費者法講義〔第 6版〕』（日本評論社、2024年） 

毎回のテーマに関するレジュメをクラス Webにて配布する。 

６６．．参参考考書書  

 「消費者法判例百選〔第 2版〕」（有斐閣、2020年 9月） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 事前検討課題は、授業の冒頭に学生の報告を求め、これに対しコメントを行う。授業後の小テストを

行った場合も、次回授業で講評を行う。期末試験は、答案に採点講評を記載して返却するほか、問題の

解説と採点講評を作成して、答案とともに配布する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 期末試験７０％、事前検討事例の討議・小テスト等３０％の割合で評価する。 

９９．．そそのの他他  

 消費者被害の発生の動向、消費者特別法の改正の動向について、国民生活センター・消費者庁のサイ

ト等を通じて注視してほしい。 
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第 8回 クレジットカード決済、その他のキャッシュレス決済と消費者保護（割賦販売法２） 

1 多様化するキャッシュレス決済手段とクレジット契約（割賦販売法）の適用対象を把握する。 

2 クレジットカード決済における苦情の適切処置義務・加盟店調査措置義務とマンスリークリア取引へ

の規律。その他のキャッシュレス決済における悪質加盟店排除の責任。 

第 9回  利殖商法被害（特定商取引法５、無限連鎖講防止法、出資法） 

1 儲け話で勧誘するネズミ講、マルチ商法、内職商法、販売預託商法等について、特別法による規制の

趣旨と要件を、民事効果、行政規制、罰則を含めて把握する。 

第 10回  金融商品取引法と金融サービス提供法 

1 不当勧誘受託行為による取引の効力論と不法行為構成。 

《論点》消費者取引における過失相殺の適用に関する考え方を検討する。 

2 金融商品取引法による行政規制と金融サービス提供法による損害賠償の要件の特徴を把握する。 

第 11回  投資を謳った詐欺的商法とその救済 

1 詐欺的商法として不法行為が認定されるための構成。 

《論点》消費者取引における過失相殺の適用に関する考え方を検討する。 

2 詐欺的商法に関与した者の責任（共同不法行為） 

第 12回  多重債務と消費者金融（利息制限法、出資法、貸金業法） 

1 多重債務問題の推移と消費者金融に対する金利規制、過剰与信規制等の展開を把握する。 

 《論点》みなし弁済規定の制限的解釈に関する裁判例・いわゆる過払金についての理論 

第 13回  多重債務の救済手続（任意整理、破産、個人再生） 

1 多重債務事案に対し、相談者の生活再建の観点から、任意整理、自己破産、個人再生の手続の選択と

活用のあり方を比較検討する。 

 《論点》住宅を維持しつつ債務整理を行う可能性、免責不許可事由の可能性がある事案の対処 

第 14回 コンプライアンスの推進と公益通報者保護法 

1 企業の不祥事の原因とコンプライアンス推進の方策 

2 公益通報者保護法の概要と運用の実情 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

 民法総則、契約法、不法行為法を履修していること。現実に発生する消費者問題や法改正の動向に応

じて、授業で取り上げる課題の内容及び順序に変更が生じる場合がある。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

毎回のテーマに関連する検討事例をクラス Webに事前に提示するので、予習においては、民法の適用

関係をまず検討したうえで、特別法の概要を把握するよう努めてほしい。 

授業当日は、検討事例について民法の適用関係の質疑を交えたうえで、特別法のポイントと論点の検

討に力点を置く。 

復習に関して、論点について簡単な小テストを課すときがある。 

５５．．教教科科書書  

 日本弁護士連合会編『消費者法講義〔第 6版〕』（日本評論社、2024年） 

毎回のテーマに関するレジュメをクラス Webにて配布する。 

６６．．参参考考書書  

 「消費者法判例百選〔第 2版〕」（有斐閣、2020年 9月） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 事前検討課題は、授業の冒頭に学生の報告を求め、これに対しコメントを行う。授業後の小テストを

行った場合も、次回授業で講評を行う。期末試験は、答案に採点講評を記載して返却するほか、問題の

解説と採点講評を作成して、答案とともに配布する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 期末試験７０％、事前検討事例の討議・小テスト等３０％の割合で評価する。 

９９．．そそのの他他  

 消費者被害の発生の動向、消費者特別法の改正の動向について、国民生活センター・消費者庁のサイ

ト等を通じて注視してほしい。 

（LS）LAW651J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

犯犯罪罪学学  ２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  渡渡邊邊  一一弘弘  

  

１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

（授業の概要） 

本授業では、行動科学諸分野において取り組まれてきた犯罪学研究の歴史的発展と今日までに達成さ

れた学問的成果に触れることにより、犯罪原因および犯罪現象についての科学的・経験的な研究方法を

理解するとともに、犯罪学研究についての理解をふまえて、犯罪対策としての各種の司法的処分の有効

な運用方法や刑事政策上の諸問題への効果的な取り組みを探ることを講義の目的としている。  

 本授業では、まず第１回から第 3 回において犯罪学の基礎的理解および犯罪学諸分野（犯罪生物学、

犯罪精神医学、犯罪心理学、犯罪社会学、環境犯罪学等）において今日までに達成された学問的成果の

概要の把握を行う。その後、第 4回から第 9回において、我が国の刑事司法制度、犯罪者処遇法制の概

観を行うとともに各処遇制度の問題点の検討を行う。その後、第 10回から第 14回まで、刑事政策にお

ける重要問題として、女性犯罪者の処遇、触法精神障害者の処遇、高齢・障害を理由とした「処遇困難

者」への刑事政策的対応、犯罪被害者の法的保護を取り上げ、検討を行う。 

（到達目標） 

本授業の到達目標は、犯罪統計の読み方を身に付け、刑事司法の運用に関する必要な情報を入手でき

るようになるとともに、犯罪学研究の成果をふまえ、各種の犯罪者処遇制度の本質を理解する能力およ

び現在運用されている刑事司法システムの機能を科学的に評価する能力、そしてより有効に機能する犯

罪対策を模索する能力を身に付けることである。 

２２．．授授業業内内容容  

第１回 犯罪学（刑事政策学）の基礎、犯罪統計の読み方 

犯罪学の基礎、刑事政策論の基礎、我が国の刑罰制度の理解、犯罪統計の読み方、犯罪の暗数につい

ての理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、犯罪学（刑事政策学）の意義および刑事政策の研究課題を理解することとともに、

刑事政策決定を行うに際しての科学的根拠を提供する犯罪学の概要を理解することである。これに加え、

第 1回講義においては政策決定の根拠となる社会的事実および実務上の経験を実証的に分析する能力を

身につけるため、犯罪統計の読み方を学ぶことを学習課題とする。 

第２回 犯罪学の歴史的発展、犯罪学諸分野における研究の動向（１） 

犯罪学の歴史的発展についての理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、近代的な「犯罪学」以前の犯罪研究の状況、古典派犯罪学の発展と概要、実証主義

犯罪学の発展と概要、現代の犯罪学研究の展開を学び、犯罪学研究の概要を把握することである。 

第３回 犯罪学諸分野における研究の動向（２） 

犯罪学研究の学問領域のうち、犯罪生物学、犯罪精神医学の概要を把握することを講義テーマとする。 

講義のねらいは犯罪生物学、犯罪精神医学の分野における研究の動向を把握することである。 

第４回 死刑制度をめぐる問題①（死刑の運用状況、死刑の執行方法、死刑廃止をめぐる世界の動向、

死刑存廃論） 

死刑の運用状況、死刑の執行方法、死刑廃止をめぐる世界の動向、死刑存廃論についての理解を講義

テーマとする。 

講義のねらいは、我が国における死刑制度の運用状況を把握するとともに、死刑執行方法をめぐる議

論、死刑存廃論の議論状況を確認することである。 

第５回 死刑制度をめぐる問題②（死刑の適用基準、死刑の代替刑論、死刑の執行猶予制度をめぐる議

論） 

死刑の適用基準、死刑の代替刑をめぐる議論、死刑の執行猶予制度をめぐる議論についての理解を講

義テーマとする。 

講義のねらいは、死刑の適用基準についての議論と実証的分析の動向の確認、死刑の代替刑をめぐる

議論を確認することである。 

第６回 自由刑 
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自由刑の本質、自由刑の歴史、自由刑単一化論、短期自由刑をめぐる問題についての理解を講義テー

マとする。 

講義のねらいは、近代自由刑の誕生と発展を学ぶことを通じ、自由刑の本質を理解するとともに、自

由刑をめぐる問題として自由刑単一化論の展開と拘禁刑創設の理由、および短期自由刑をめぐる議論の

概要を把握することである。 

第７回 施設内処遇 

犯罪者処遇の基本理念、我が国における施設内処遇制度の変遷、刑事収容施設及び被収容者等の処遇

に関する法律の概要の理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、犯罪者処遇の基本理念を学び、我が国における施設内処遇制度の変遷にふれつつ「刑

事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」に基づく施設内処遇の概要を学ぶことである。 

第８回 社会内処遇の基本的理解 

社会内処遇の意義、更生保護法に基づく社会内処遇制度の概要の理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、社会内処遇制度の概要を把握し、更生保護法に基づく処遇制度（仮釈放、保護観察）

の概要を学ぶことである。 

第９回 社会内処遇の運用と課題、罰金刑 

更生保護、財産刑の種類、財産刑の刑事政策的意義、罰金刑の本質、罰金刑の運用状況についての理

解を講義テーマとする。 

講義のねらいは社会内処遇制度のうち、更生保護（応急の救護、更生緊急保護）、更生保護施設の概

要を学ぶとともに、財産刑の刑事政策的意義を理解し、刑事制裁としての罰金刑の本質と運用状況とそ

の刑事政策的意義を学ぶことである。 

第 10回 女性犯罪への刑事政策的対応 

女性犯罪の発生状況、女性犯罪の原因、女性犯罪者の処遇についての理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、女性犯罪に対する有効な刑事政策的対応を検討するために、女性犯罪の発生状況お

よび女性犯罪の原因を検討するとともに、女性受刑者に対して配慮するべき処遇上の問題を確認し、女

性犯罪者への有効な処遇のあり方を検討することである。 

第11回 保安処分論・心神喪失者等医療観察法における処遇 

刑罰と保安処分の関係、心神喪失者等医療観察法の概要についての理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、保安処分の本質、刑罰と保安処分の関係をめぐる議論、我が国における保安処分

論の展開を概観するとともに、心神喪失者等医療観察法の概要、同法による治療処遇の概要を把握す

ることである。 

第12回 高齢者犯罪への刑事政策的対応 

高齢社犯罪の動向、高齢犯罪者への刑事政策的対応を講義テーマとする。 

講義のねらいは、高齢者犯罪の動向、高齢者犯罪の原因および特徴を確認するとともに、高齢犯罪

者の処遇上の問題を確認し、高齢犯罪者への有効な刑事政策的対応を検討することである。 

第 13回 高齢・障害を理由とした処遇困難者の処遇のあり方 

処遇困難者の現状、処遇困難者の社会復帰、司法と福祉の連携をめぐる問題についての理解を講義テ

ーマとする。 

講義のねらいは、高齢・障害を抱える受刑者の処遇と社会復帰をめぐる状況を分析するとともに、今

日取り組まれている入口支援および出口支援の運用状況の分析も行い、司法と福祉の有効な連携のあり

方を検討することである。 

第 14回 犯罪被害者の法的保護 

被害者学の基本的理解、犯罪被害者給付金制度の内容、我が国における被害者保護法制の展開、刑事

司法における犯罪被害者への配慮についての理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、被害者学の発展と概要を確認するとともに、我が国における被害者保護法制を概観

することである。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

授業については、教員作成のレジュメに沿って、質疑応答を通じた受講生の理解度の確認も交え、講

義を進めることとする。 
犯罪学（刑事政策学）は、犯罪原因論としての犯罪学と犯罪対策論としての刑事政策から構成されて

いる。社会で生じた犯罪に対し、国家による強制的な介入が認められ、国家財政を用いて強力な対策を

講じることができるのは刑事法的介入のみであるが、合理的で有効に機能する犯罪対策を展開するため
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自由刑の本質、自由刑の歴史、自由刑単一化論、短期自由刑をめぐる問題についての理解を講義テー

マとする。 

講義のねらいは、近代自由刑の誕生と発展を学ぶことを通じ、自由刑の本質を理解するとともに、自

由刑をめぐる問題として自由刑単一化論の展開と拘禁刑創設の理由、および短期自由刑をめぐる議論の

概要を把握することである。 

第７回 施設内処遇 

犯罪者処遇の基本理念、我が国における施設内処遇制度の変遷、刑事収容施設及び被収容者等の処遇

に関する法律の概要の理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、犯罪者処遇の基本理念を学び、我が国における施設内処遇制度の変遷にふれつつ「刑

事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」に基づく施設内処遇の概要を学ぶことである。 

第８回 社会内処遇の基本的理解 

社会内処遇の意義、更生保護法に基づく社会内処遇制度の概要の理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、社会内処遇制度の概要を把握し、更生保護法に基づく処遇制度（仮釈放、保護観察）

の概要を学ぶことである。 

第９回 社会内処遇の運用と課題、罰金刑 

更生保護、財産刑の種類、財産刑の刑事政策的意義、罰金刑の本質、罰金刑の運用状況についての理

解を講義テーマとする。 

講義のねらいは社会内処遇制度のうち、更生保護（応急の救護、更生緊急保護）、更生保護施設の概

要を学ぶとともに、財産刑の刑事政策的意義を理解し、刑事制裁としての罰金刑の本質と運用状況とそ

の刑事政策的意義を学ぶことである。 

第 10回 女性犯罪への刑事政策的対応 

女性犯罪の発生状況、女性犯罪の原因、女性犯罪者の処遇についての理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、女性犯罪に対する有効な刑事政策的対応を検討するために、女性犯罪の発生状況お

よび女性犯罪の原因を検討するとともに、女性受刑者に対して配慮するべき処遇上の問題を確認し、女

性犯罪者への有効な処遇のあり方を検討することである。 

第11回 保安処分論・心神喪失者等医療観察法における処遇 

刑罰と保安処分の関係、心神喪失者等医療観察法の概要についての理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、保安処分の本質、刑罰と保安処分の関係をめぐる議論、我が国における保安処分

論の展開を概観するとともに、心神喪失者等医療観察法の概要、同法による治療処遇の概要を把握す

ることである。 

第12回 高齢者犯罪への刑事政策的対応 

高齢社犯罪の動向、高齢犯罪者への刑事政策的対応を講義テーマとする。 

講義のねらいは、高齢者犯罪の動向、高齢者犯罪の原因および特徴を確認するとともに、高齢犯罪

者の処遇上の問題を確認し、高齢犯罪者への有効な刑事政策的対応を検討することである。 

第 13回 高齢・障害を理由とした処遇困難者の処遇のあり方 

処遇困難者の現状、処遇困難者の社会復帰、司法と福祉の連携をめぐる問題についての理解を講義テ

ーマとする。 

講義のねらいは、高齢・障害を抱える受刑者の処遇と社会復帰をめぐる状況を分析するとともに、今

日取り組まれている入口支援および出口支援の運用状況の分析も行い、司法と福祉の有効な連携のあり

方を検討することである。 

第 14回 犯罪被害者の法的保護 

被害者学の基本的理解、犯罪被害者給付金制度の内容、我が国における被害者保護法制の展開、刑事

司法における犯罪被害者への配慮についての理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、被害者学の発展と概要を確認するとともに、我が国における被害者保護法制を概観

することである。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

授業については、教員作成のレジュメに沿って、質疑応答を通じた受講生の理解度の確認も交え、講

義を進めることとする。 
犯罪学（刑事政策学）は、犯罪原因論としての犯罪学と犯罪対策論としての刑事政策から構成されて

いる。社会で生じた犯罪に対し、国家による強制的な介入が認められ、国家財政を用いて強力な対策を

講じることができるのは刑事法的介入のみであるが、合理的で有効に機能する犯罪対策を展開するため

には、刑罰による対応の実際と限界を知ることも重要である。犯罪学（刑事政策学）には、社会事象と

しての犯罪の発生メカニズムをできるだけ実証的に把握しつつ、合理的な刑事制度を構築していくとい

う人間行動科学と法政策論との橋渡しの役割が期待されている。法曹を目指す履修者諸君には、強力な

人権制約を伴う刑罰という手段をもって犯罪対策を講じるうえでは、犯罪学の各領域における研究成果

をふまえ、科学的根拠に基づく刑事政策決定を行うことが重要であることを十分に認識したうえで、本

授業を履修していただきたい。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

受講者は本シラバスに掲載された「授業内容」を確認し、授業の該当部分について教科書、参考書を

用いて予習を行ったうえで、講義に出席していただきたい。また、各講義回終了後に、①授業内容のま

とめ、②講義内容からの実務上の問題点の抽出を内容とするレポート（振り返りレポート）を課題とし

て課すので、この課題に取り組むことを通じて講義の復習に取り組んでいただきたい。 

「明治大学版到達目標」は常時参照し、授業時間との関係で、授業においては直接扱わない事項につ

いても、自学自習しておくこと。 

５５．．教教科科書書  

岩井宜子・渡邊一弘・柴田守『刑事政策（第 8版）』（尚学社、2025） 

なお、本講義においては教員作成のレジュメを主たる教材として授業を進めていく。教科書について

は予習・復習用の教材としての使用を想定している。 

６６．．参参考考書書  

 法務省法務総合研究所編集『令和7年版犯罪白書』 

 その他、初回講義の際に近時の犯罪学、刑事政策学習用の文献リストを配布する。  

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

授業内容の理解度を確認するために行う振り返りレポートについての全体講評を翌週の授業の冒頭

で示すほか、指定した履修者に提出したレポートの概要を説明してもらい、内容に対する質疑応答と通

じて指導を行う。期末レポートについては Oh-o! Meiji システムを利用して試験問題の解説と全体講評

を公開する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

①平常点（授業における発言や質疑・応答などの授業への取り組み、講義内で課す振り返りレポート

への取り組み）（50％）、②期末レポート（50％）の割合で評価する。  

９９．．そそのの他他  

 特になし。 
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少少年年法法  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  渡渡邊邊  一一弘弘  

  

１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

（授業の概要） 

本授業においては、社会現象としての少年犯罪の実態を正しく分析し、そのうえで少年法の歴史的発

展、現行少年法の理念、少年司法手続における理論的問題および運用上の課題について学習することを

通じ、刑事司法とは別に保護的な少年司法制度を存在させる意義を検討し、少年司法実務との関わり方

及び今後の少年法のあり方を検討することを講義の目的としている。 

講義については、少年法の基本理念の理解および少年司法制度の基本構造を把握するために少年法の

基礎についての説明を行った後、少年司法手続の流れに沿って、少年司法制度の各段階における基本問

題の理解を深めるという流れでスケジュールを組んでいる。 

（到達目標） 

 本授業の到達目標は、実務法曹として少年司法実務に関わるうえで必要とされる、①少年犯罪の動向、

最近の少年犯罪の特徴について正確に分析しうる能力、②少年保護の利益と社会の利益の双方にとって

有効に機能する少年司法制度の在り方を模索する能力、③近年の少年法改正の動向を理解し、今後の我

が国の少年法のあり方を検討しうる能力、を身につけることである。 

２２．．授授業業内内容容  

第１回 少年法の法的性質、少年法の歴史的発展、少年法の基本構造 

少年法の基礎（少年法の法的性質、少年法の歴史的発展）、少年法の基本構造、少年司法システムの

特徴と特殊性を講義テーマとする。 

講義のねらいは、少年法を理解するうえでの基礎として、少年法の法的性質、少年法制の歴史的発展

を学ぶことを通じ、刑事実体法および刑事手続法の特別法としての少年法の概要および児童福祉法と少

年法の関係についての理解を深めること、および少年司法と刑事司法との相違や少年司法を刑事司法か

ら独立して存在させる意義についての検討を通じ、少年司法制度の基本構造と刑事司法制度との比較に

おいての特殊性を理解することである。 

第２回 少年犯罪の動向と少年犯罪の特徴、代表的な非行理論 

 犯罪統計を用いて我が国における少年犯罪の動向、少年犯罪の特徴の分析を行うとともに、少年犯罪

の原因を理解するために、犯罪学諸分野における非行理論を概観することを講義テーマとする。 

 講義のねらいは、少年犯罪に対する有効な刑事政策的対応を検討することを目的として犯罪統計を用

いた少年犯罪の量的把握と少年犯罪の特徴についての分析を行うとともに、実務法曹として少年鑑別所

の鑑別結果や家庭裁判所の社会調査の結果を適切に理解するための素養を身につけるために、犯罪学研

究における非行理論の展開を学ぶことである。 

第３回 少年期特性の理解と少年観、刑事司法と少年司法の関係、少年法による強制的介入の正当化原

理 

非行少年の法的概念、少年司法制度設立の前提となる少年像の理解（少年観）、刑事司法と少年司法

の関係、少年法による非行少年に対する保護的介入の正当化原理を講義テーマとする。 

講義のねらいは、少年司法制度設立の前提となる少年像の理解（少年観）を含めた少年司法における

福祉モデルと司法モデルの基本構造を学ぶとともに、少年法による強制介入原理および非行少年を保護

処分に付することの正当化原理についての理論的検討に取り組むことである。 

第４回 非行の発見過程① 

非行の発見過程と発見活動、発見活動の主体と発見されるべき非行少年についての理解を講義テーマ

とする。 

講義のねらいは、犯罪捜査と非行少年の発見手続の相違、発見活動の主体と発見されるべき非行少年、

発見後の対応（送致、報告、通告）とその方法と効果を理解することである。 

第５回 非行の発見過程② 

犯罪容疑少年の発見活動、触法容疑少年の発見活動、虞犯容疑少年の発見活動についての理解を講義

テーマとする。 
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少少年年法法  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  渡渡邊邊  一一弘弘  

  

１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

（授業の概要） 

本授業においては、社会現象としての少年犯罪の実態を正しく分析し、そのうえで少年法の歴史的発

展、現行少年法の理念、少年司法手続における理論的問題および運用上の課題について学習することを

通じ、刑事司法とは別に保護的な少年司法制度を存在させる意義を検討し、少年司法実務との関わり方

及び今後の少年法のあり方を検討することを講義の目的としている。 

講義については、少年法の基本理念の理解および少年司法制度の基本構造を把握するために少年法の

基礎についての説明を行った後、少年司法手続の流れに沿って、少年司法制度の各段階における基本問

題の理解を深めるという流れでスケジュールを組んでいる。 

（到達目標） 

 本授業の到達目標は、実務法曹として少年司法実務に関わるうえで必要とされる、①少年犯罪の動向、

最近の少年犯罪の特徴について正確に分析しうる能力、②少年保護の利益と社会の利益の双方にとって

有効に機能する少年司法制度の在り方を模索する能力、③近年の少年法改正の動向を理解し、今後の我

が国の少年法のあり方を検討しうる能力、を身につけることである。 

２２．．授授業業内内容容  

第１回 少年法の法的性質、少年法の歴史的発展、少年法の基本構造 

少年法の基礎（少年法の法的性質、少年法の歴史的発展）、少年法の基本構造、少年司法システムの

特徴と特殊性を講義テーマとする。 

講義のねらいは、少年法を理解するうえでの基礎として、少年法の法的性質、少年法制の歴史的発展

を学ぶことを通じ、刑事実体法および刑事手続法の特別法としての少年法の概要および児童福祉法と少

年法の関係についての理解を深めること、および少年司法と刑事司法との相違や少年司法を刑事司法か

ら独立して存在させる意義についての検討を通じ、少年司法制度の基本構造と刑事司法制度との比較に

おいての特殊性を理解することである。 

第２回 少年犯罪の動向と少年犯罪の特徴、代表的な非行理論 

 犯罪統計を用いて我が国における少年犯罪の動向、少年犯罪の特徴の分析を行うとともに、少年犯罪

の原因を理解するために、犯罪学諸分野における非行理論を概観することを講義テーマとする。 

 講義のねらいは、少年犯罪に対する有効な刑事政策的対応を検討することを目的として犯罪統計を用

いた少年犯罪の量的把握と少年犯罪の特徴についての分析を行うとともに、実務法曹として少年鑑別所

の鑑別結果や家庭裁判所の社会調査の結果を適切に理解するための素養を身につけるために、犯罪学研

究における非行理論の展開を学ぶことである。 

第３回 少年期特性の理解と少年観、刑事司法と少年司法の関係、少年法による強制的介入の正当化原

理 

非行少年の法的概念、少年司法制度設立の前提となる少年像の理解（少年観）、刑事司法と少年司法

の関係、少年法による非行少年に対する保護的介入の正当化原理を講義テーマとする。 

講義のねらいは、少年司法制度設立の前提となる少年像の理解（少年観）を含めた少年司法における

福祉モデルと司法モデルの基本構造を学ぶとともに、少年法による強制介入原理および非行少年を保護

処分に付することの正当化原理についての理論的検討に取り組むことである。 

第４回 非行の発見過程① 

非行の発見過程と発見活動、発見活動の主体と発見されるべき非行少年についての理解を講義テーマ

とする。 

講義のねらいは、犯罪捜査と非行少年の発見手続の相違、発見活動の主体と発見されるべき非行少年、

発見後の対応（送致、報告、通告）とその方法と効果を理解することである。 

第５回 非行の発見過程② 

犯罪容疑少年の発見活動、触法容疑少年の発見活動、虞犯容疑少年の発見活動についての理解を講義

テーマとする。 

講義のねらいは、犯罪容疑少年の発見活動、触法容疑少年の発見活動、虞犯容疑少年の発見活動につ

いて、それぞれの対象ごとに手続上の問題を理解することである。 

第６回 家庭裁判所の事件受理、調査過程① 

家庭裁判所による事件受理、観護措置、調査過程、法的調査と社会調査、少年鑑別所による鑑別につ

いての理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、家庭裁判所による事件受理手続に関し、少年法における不告不理の原則の適用範囲、

観護措置、法的調査と社会調査、少年鑑別所による鑑別に関する各手続のあり方を理解するとともに、

法的な問題点の検討を行うことである。 

第７回 調査過程②  

家庭裁判所調査官による社会調査、社会調査と適正手続、調査を経た事件の扱いについての理解を講

義テーマとする。 

講義のねらいは、調査過程のうち、家庭裁判所調査官による社会調査を中心に手続の概要を把握する

こととともに、調査を経た事件の扱いについて、審判不開始、他の法システムへの移送、審判開始の各

決定についての理解を深めることである。 

第８回 少年審判の基本構造、少年審判の対象 

少年審判の構造、少年審判の対象についての理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは少年審判に関し、審判過程、人格重視説と非行事実重視説の対立を中心とした少年審

判対象論の理解についての理解を深めることである。 

第９回 要保護性概念の理解、保護処分決定（保護処分の基本的理解、保護観察） 

要保護性概念の理解をめぐる議論についての理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは要保護性概念をめぐる議論についての理解を深めることとともに、保護処分決定につ

いての基本的理解を深めることである。保護処分のうち、今回は社会内処遇としての保護観察の内容の

把握および運用状況の分析に取り組む。 

第 10回 保護処分決定（少年院送致（１）） 

保護処分としての少年院送致決定についての理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、資料映像の視聴および講義を通じて少年院における処遇の実際を理解することであ

る。 

第 11回 保護処分決定（少年院送致（２）、児童自立支援施設・児童養護施設送致） 

保護処分としての少年院送致決定、児童自立支援施設・児童養護施設送致決定についての理解を講義

テーマとする。 

講義のねらいは、資料および講義を通じて少年院での処遇および児童自立支援施設・児童養護施設で

の処遇の内容と課題を理解することである。 

第 12回 少年司法における被害者配慮、軽微事件の取り扱い 

少年司法における犯罪被害者等への配慮に関わる規定についての理解と実務上の問題についての理

解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、少年法と犯罪被害者等基本法の関係についての検討および刑事司法における被害者

保護制度と少年司法における被害者保護制度の相違を理解することである。 

第 13回 検察官送致決定、少年の刑事事件 

検察官送致決定と刑事処分相当性をめぐる議論についての理解および少年刑事事件の意義と要件、少

年の刑事処分に関する特則についての理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、少年審判における刑事処分相当性をめぐる議論、保護処分と刑事処分の関係をめぐ

る議論について理解することに加え、少年の刑事事件の手続を概観し、死刑と無期刑の緩和や不定期刑

など少年の刑事処分に関する特則を理解することである。 

第 14回 少年事件の裁判員裁判 

裁判員裁判における少年事件の量刑傾向、裁判員裁判における少年調査記録の取り扱いを巡る問題に

ついての理解を講義テーマとする。 

講義のねらいは、裁判員裁判における少年事件について、少年調査記録の取扱いをめぐる問題状況を

分析するとともに、少年事件の量刑傾向についての分析にも取り組むことである。  

３３．．履履修修上上のの注注意意  

 授業については、教員作成のレジュメに沿って、質疑応答を通じた受講生の理解度の確認も交え、講

義を進めることとする。 
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少年法には、刑事実体法および刑事手続法の特別法としての性格があるほか、福祉法・教育法として

の性格も有するため、少年法を理解するには、これらの分野についての基本的理解を身に付けているこ

とが求められる。履修者には、初回講義の際に紹介する学習用教材を用いてシラバス掲載の各週の講義

テーマについて予習を行ってもらい、必要に応じて刑法、刑事訴訟法、犯罪学などでの講義内容とも関

連付けて学習することを通じ、少年法についての理解を深めていただきたい。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 受講者は本シラバスに掲載された「授業内容」を確認し、授業の該当部分について、少年法関連の教

科書・参考書を用いて予習を行ったうえで、講義に出席していただきたい。また、各講義回終了後に、

①授業内容のまとめ、②講義内容からの実務上の問題点の抽出を内容とするレポートを課題として課す

ので、この課題に取り組むことを通じて講義の復習に取り組んでいただきたい。 

「明治大学版到達目標」は常時参照し、授業時間との関係で、授業においては直接扱わない事項につ

いても、自学自習しておくこと。 

５５．．教教科科書書  

川出敏裕『少年法（第２版）』（有斐閣、2022） 

なお、本講義においては教員作成のレジュメを主たる教材として授業を進めていく。教科書について

は予習・復習用の教材としての使用を想定している。 

６６．．参参考考書書  

 田宮裕・廣瀬健二編『注釈少年法（第5版）』（有斐閣、2024） 

  川出敏裕編『少年法判例百選（第2版）』（有斐閣、2024） 

 裁判所職員総合研修所監修『少年法実務講義案（四訂版）』（司法協会、2025） 

 法務省法務総合研究所編集『令和7年版犯罪白書』 

 その他、初回講義の際に近時の少年法学習用の文献リストを配布する。 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

授業内容の理解度を確認するために行う振り返りレポートについての全体講評を翌週の授業の冒頭

で示すほか、指定した履修者に提出したレポートの概要を説明してもらい、内容に対する質疑応答と通

じて指導を行う。期末レポートについては Oh-o! Meiji システムを利用して試験問題の解説と全体講評

を公開する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

①平常点（授業における発言や質疑・応答などの授業への取り組み、講義内で課す振り返りレポート

への取り組み）（50％）、②期末レポート（50％）の割合で評価する。  

９９．．そそのの他他  

 特になし。 
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少年法には、刑事実体法および刑事手続法の特別法としての性格があるほか、福祉法・教育法として

の性格も有するため、少年法を理解するには、これらの分野についての基本的理解を身に付けているこ

とが求められる。履修者には、初回講義の際に紹介する学習用教材を用いてシラバス掲載の各週の講義

テーマについて予習を行ってもらい、必要に応じて刑法、刑事訴訟法、犯罪学などでの講義内容とも関

連付けて学習することを通じ、少年法についての理解を深めていただきたい。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 受講者は本シラバスに掲載された「授業内容」を確認し、授業の該当部分について、少年法関連の教

科書・参考書を用いて予習を行ったうえで、講義に出席していただきたい。また、各講義回終了後に、

①授業内容のまとめ、②講義内容からの実務上の問題点の抽出を内容とするレポートを課題として課す

ので、この課題に取り組むことを通じて講義の復習に取り組んでいただきたい。 

「明治大学版到達目標」は常時参照し、授業時間との関係で、授業においては直接扱わない事項につ

いても、自学自習しておくこと。 

５５．．教教科科書書  

川出敏裕『少年法（第２版）』（有斐閣、2022） 

なお、本講義においては教員作成のレジュメを主たる教材として授業を進めていく。教科書について

は予習・復習用の教材としての使用を想定している。 

６６．．参参考考書書  

 田宮裕・廣瀬健二編『注釈少年法（第5版）』（有斐閣、2024） 

  川出敏裕編『少年法判例百選（第2版）』（有斐閣、2024） 

 裁判所職員総合研修所監修『少年法実務講義案（四訂版）』（司法協会、2025） 

 法務省法務総合研究所編集『令和7年版犯罪白書』 

 その他、初回講義の際に近時の少年法学習用の文献リストを配布する。 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

授業内容の理解度を確認するために行う振り返りレポートについての全体講評を翌週の授業の冒頭

で示すほか、指定した履修者に提出したレポートの概要を説明してもらい、内容に対する質疑応答と通

じて指導を行う。期末レポートについては Oh-o! Meiji システムを利用して試験問題の解説と全体講評

を公開する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

①平常点（授業における発言や質疑・応答などの授業への取り組み、講義内で課す振り返りレポート

への取り組み）（50％）、②期末レポート（50％）の割合で評価する。  

９９．．そそのの他他  

 特になし。 

 

（LS）LAW671J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

ササイイババーー法法ⅠⅠ  ２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  丸丸橋橋  透透  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 不作為の不法行為や間接侵害を中心に日本国における電気通信事業者やＩＳＰ等のプラットフォー

ム事業者が直面する民事責任やソフトローの構図を欧米の判例、立法や国際条約と比較しつつ理解す

る。なお、最新の情報・状況に対応するため、授業内容を一部変更することがある。 

 サイバー法の民事的側面を構造的に把握できるようになることを目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

第 1回：イントロダクション：プロバイダ（HSP、IASP）の法的地位と責任の構図  

第 2回：通信の秘密とプロバイダの義務・責任 

第 3回：個人的法益侵害とプロバイダの責任概論  

第 4回：人格権侵害（名誉毀損・プライバシー侵害）とプロバイダの民事責任 

第 5回：プロバイダに対する差止め  

第 6回：プロバイダに対する損害賠償責任制限とソフトローによる権利侵害抑止  

第 7回：プロバイダに対する発信者情報開示請求（1）請求の相手方、権利侵害の明白性 

第 8回：プロバイダに対する発信者情報開示請求（2）他の要件、ソフトローによる任意開示 

第 9回：プロバイダに対する保全手続  

第 10回：権利侵害防止技術の導入義務（1）HSP 

第 11回：権利侵害防止技術の導入義務（2）IASP 

第 12回：検索エンジン・HSP に対するいわゆる「忘れられる権利」の行使  

第 13回：EC/ネットオークションサイトの民事責任と消費者保護 

第 14回：まとめ    

３３．．履履修修上上のの注注意意  

インターネットの資源（IP アドレス、ドメイン名等）と動作の基本的な仕組みを理解している方が

望ましい。 

憲法及び民法（特に不法行為法と差止請求）を履修済みであることを前提に講義を進める。特に、

抽象的な意味での基本的人権の保障と具体的な損害賠償請求及び差止請求等とでは理論的にも実務的

にも問題状況が異なることを明確に認識している必要がある。知的財産法（特に著作権法と商標法）

の侵害論の基本的事項を理解していることを要する。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

授業の感想文を求める。感想文は Oh-o! Meijiシステムのクラスウェブを利用して提出するものと

するので、その利用方法に習熟しておく必要がある。なお、感想文中に質問事項が含まれている場合

には、個別に応答するほか、次の授業の中で詳しく解説することがある。 

５５．．教教科科書書  

夏井高人監修『ITビジネス法入門』（Tac出版） 

６６．．参参考考書書  

夏井高人=岡村久道=掛川雅仁編『Ｑ＆Ａインターネットの法務と税務』（新日本法規） 

岡村久道編著『インターネットの法律問題-理論と実務』（新日本法規） 

別冊ＮＢＬ№79『サイバー法判例解説』 

別冊ＮＢＬ№141『プロバイダ責任制限法 実務と理論』 

松井茂紀=鈴木秀美=山口いつ子編『インターネット法』（有斐閣） 

曽我部真裕=林秀弥=栗田昌裕『情報法概説』（弘文堂） 

愛知靖之=前田健=金子敏哉=青木大也『知的財産法』（有斐閣） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 課題やリポートについては、Oh-o! Meiji システムのディスカッションコーナー等でのリプライ、

アンケートの個別または全体の講評を通じてフィードバックする。 
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８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 レポート（70％）、感想文及び授業中の質疑応答の内容等（30％）の合計点により総合的に成績評価

する。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 
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８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 レポート（70％）、感想文及び授業中の質疑応答の内容等（30％）の合計点により総合的に成績評価

する。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 

（LS）LAW671J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

ササイイババーー法法ⅡⅡ  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  丸丸橋橋  透透  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 いわゆる違法・有害コンテンツの流通やユーザの情報セキュリティに関する日本国における電気通信

事業者やＩＳＰ等のプラットフォーム事業者に対する事業規制や自主規制の課題、刑事手続き上の問題

点につき講ずる。なお、最新の情報・状況に対応するため、授業内容を一部変更することがある。 

 サイバー法の公法的側面を構造的に把握できるようになることを目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

第 1回：イントロダクション：違法・有害情報と中間関与者の法的責任概論 

第 2回：電気通信の「通信の秘密」と個人情報保護 

第 3回：サイバー犯罪と中間関与者に対する刑事手続 

第 4回：違法・有害情報と中間関与者の事業規制  

第 5回：電気通信事業者の自主的措置概論 

第 6回：違法・有害情報の削除等の対応 

第 7回：違法・有害情報のゾーニングとフィルタリング－青少年保護の文脈－ 

第 8回：電気通信事業者のサイバーセキュリティ対策 

第 9回：インターネット（電気通信）の公平利用 

第 10回：迷惑メール送信者の責任、プロバイダの対策技術とフィルタリング 

第 11回：児童ポルノブロッキング 

第 12回：個人情報保護法の概要（1） 

第 13回：個人情報保護法の概要（2） 

第 14回：まとめ 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

「サイバー法Ⅰ」の講義を受講済みであること、インターネットの資源（IPアドレス、ドメイン名等）

と動作の基本的な仕組みを理解している方が望ましい。 

憲法、民法、刑法を履修済みであることを前提に講義を進めるので、理解が十分でない学生は自主的

に復習等をしておくことを要する。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

授業の感想文を求める。感想文は Oh-o! Meijiシステムのクラスウェブを利用して提出するものとす

るので、その利用方法に習熟しておく必要がある。なお、感想文中に質問事項が含まれている場合には、

個別に応答するほか、次の授業の中で詳しく解説することがある。 

５５．．教教科科書書  

 夏井高人監修『IT ビジネス法入門』（Tac出版） 

６６．．参参考考書書  

夏井高人=岡村久道=掛川雅仁編『Ｑ＆Ａインターネットの法務と税務』（新日本法規） 

岡村久道編著『インターネットの法律問題-理論と実務』（新日本法規） 

別冊ＮＢＬ№79『サイバー法判例解説』 

松井茂紀=鈴木秀美=山口いつ子編『インターネット法』（有斐閣） 

曽我部真裕=林秀弥=栗田昌裕『情報法概説』（弘文堂） 

鎮目征樹=西貝吉晃＝北條孝佳編著『情報刑法 I サイバーセキュリティ関連犯罪』 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 課題やリポートについては、Oh-o! Meiji システムのディスカッションコーナー等でのリプライ、ア

ンケートの個別または全体の講評を通じてフィードバックする。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 レポート（70％）、感想文及び授業中の質疑応答の内容等（30％）の合計点により総合的に成績評価

する。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 
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（LS）LAW662J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

倒倒産産法法総総合合演演習習  ２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  河河村村  浩浩  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

この授業では、三木浩一＝山本和彦『ロースクール倒産法〔第３版〕』（有斐閣）を教材として使用

し、その演習問題の検討を通じて、司法試験で求められるレベルの倒産法の理解及び事例解析能力の

修得を到達目標とする。 

倒産法総合演習は、「倒産法」の講義を受講していることが前提となるので、基本的な配当学年は、

３年生を想定している。２年生が受講するには、倒産法の学習が相当進んでいることが前提となる。 
２２．．授授業業内内容容  

時間の制約があり、『ロースクール倒産法』の全ての QUESTIONを取り上げることはできないので、

その検討範囲は、あらかじめ指示する。また、各回で取り上げる UNITの事案の概要メモを事前にアッ

プする（これは、受講生が事前の事例検討に要する時間を短縮するための負担軽減のための措置であ

る。）。 

各回の授業の進め方は、１００分のうち、最初の５０分を、事案の概要メモを参照しながら、こち

らで指示したロースクール倒産法の QUESTIONの検討にあて（適宜、参加者の発言を求める。）、残り５

０分を UNITの問題文の事実関係を前提とした小問（各回の授業時、机上配布する。）について、３０

分で法文書の構成につき検討し（検討結果は、回収しないので、手書きでもパソコンでもいずれでも

よい。）、その上で、残り２０分で法文書の構成について解説をする。このような事前の QUESTIONSの

検討と、授業時の小テストを通じて、倒産法の事例解析力の涵養を目指す。 

取り上げるべき QUESTIONについては、開講が近くなれば、クラウェブで告知する。 

●第１回 教材 Ｕｎｉｔ２   倒産手続の開始 

●第２回 教材 Ｕｎｉｔ３   手続機関 

●第３回 教材 Ｕｎｉｔ４   契約関係の取扱い 

●第４回 教材 Ｕｎｉｔ５   賃借権の取扱い 

●第５回 教材 Ｕｎｉｔ６   担保権者の取扱い 

●第６回 教材 Ｕｎｉｔ７   債権の優先順位 

●第７回 教材 Ｕｎｉｔ８   否認権１（詐害行為の否認） 

●第８回 教材 Ｕｎｉｔ９   否認権２（偏頗行為の否認） 

●第９回 教材 Ｕｎｉｔ１０  相殺権 

●第１０回 教材 Ｕｎｉｔ１１ 破産債権の届出・調査・確定 

●第１１回 教材 Ｕｎｉｔ１２ 破産財団の管理・換価・配当 

●第１２回 教材 Ｕｎｉｔ１３ 再生計画の成立・変更・履行の確保 

●第１３回 教材 Ｕｎｉｔ１４ 消費者破産 

●第１４回 全体の統括 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

「倒産法」を受講済みであることが原則として必要であり、受講生の主体的な参加が求められる。 
ななおお、、本本授授業業でではは、、聴聴講講はは認認めめなないい。。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

教材に記載されている QUESTIONのうち、最低限、授業の対象となる範囲については、予習をし、自

分なりの解答を考えておく必要がある。知識・理解に不十分な点があることを見つけた場合には、体

系書・裁判例等に戻って、その不十分な点を補うよう復習する必要がある。特に、授業ででてきた条

文は、繰り返し読んでおくこと。法律の条文は、一読しただけでは、理解が困難であるが、何度も繰

り返し読むことで何となく文意を把握し得るようになる（「読書百遍 意自ずから通ず」）。条文読みに

は、根気が大切である。 

５５．．教教科科書書  

三木浩一＝山本和彦『ロースクール倒産法〔第３版〕』（有斐閣） 

６６．．参参考考書書  

中島弘雅・佐藤鉄男『現代倒産手続法』（有斐閣アルマ） 
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（LS）LAW662J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

倒倒産産法法総総合合演演習習  ２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  河河村村  浩浩  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

この授業では、三木浩一＝山本和彦『ロースクール倒産法〔第３版〕』（有斐閣）を教材として使用

し、その演習問題の検討を通じて、司法試験で求められるレベルの倒産法の理解及び事例解析能力の

修得を到達目標とする。 

倒産法総合演習は、「倒産法」の講義を受講していることが前提となるので、基本的な配当学年は、

３年生を想定している。２年生が受講するには、倒産法の学習が相当進んでいることが前提となる。 
２２．．授授業業内内容容  

時間の制約があり、『ロースクール倒産法』の全ての QUESTIONを取り上げることはできないので、

その検討範囲は、あらかじめ指示する。また、各回で取り上げる UNITの事案の概要メモを事前にアッ

プする（これは、受講生が事前の事例検討に要する時間を短縮するための負担軽減のための措置であ

る。）。 

各回の授業の進め方は、１００分のうち、最初の５０分を、事案の概要メモを参照しながら、こち

らで指示したロースクール倒産法の QUESTIONの検討にあて（適宜、参加者の発言を求める。）、残り５

０分を UNITの問題文の事実関係を前提とした小問（各回の授業時、机上配布する。）について、３０

分で法文書の構成につき検討し（検討結果は、回収しないので、手書きでもパソコンでもいずれでも

よい。）、その上で、残り２０分で法文書の構成について解説をする。このような事前の QUESTIONSの

検討と、授業時の小テストを通じて、倒産法の事例解析力の涵養を目指す。 

取り上げるべき QUESTIONについては、開講が近くなれば、クラウェブで告知する。 

●第１回 教材 Ｕｎｉｔ２   倒産手続の開始 

●第２回 教材 Ｕｎｉｔ３   手続機関 

●第３回 教材 Ｕｎｉｔ４   契約関係の取扱い 

●第４回 教材 Ｕｎｉｔ５   賃借権の取扱い 

●第５回 教材 Ｕｎｉｔ６   担保権者の取扱い 

●第６回 教材 Ｕｎｉｔ７   債権の優先順位 

●第７回 教材 Ｕｎｉｔ８   否認権１（詐害行為の否認） 

●第８回 教材 Ｕｎｉｔ９   否認権２（偏頗行為の否認） 

●第９回 教材 Ｕｎｉｔ１０  相殺権 

●第１０回 教材 Ｕｎｉｔ１１ 破産債権の届出・調査・確定 

●第１１回 教材 Ｕｎｉｔ１２ 破産財団の管理・換価・配当 

●第１２回 教材 Ｕｎｉｔ１３ 再生計画の成立・変更・履行の確保 

●第１３回 教材 Ｕｎｉｔ１４ 消費者破産 

●第１４回 全体の統括 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

「倒産法」を受講済みであることが原則として必要であり、受講生の主体的な参加が求められる。 
ななおお、、本本授授業業でではは、、聴聴講講はは認認めめなないい。。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

教材に記載されている QUESTIONのうち、最低限、授業の対象となる範囲については、予習をし、自

分なりの解答を考えておく必要がある。知識・理解に不十分な点があることを見つけた場合には、体

系書・裁判例等に戻って、その不十分な点を補うよう復習する必要がある。特に、授業ででてきた条

文は、繰り返し読んでおくこと。法律の条文は、一読しただけでは、理解が困難であるが、何度も繰

り返し読むことで何となく文意を把握し得るようになる（「読書百遍 意自ずから通ず」）。条文読みに

は、根気が大切である。 

５５．．教教科科書書  

三木浩一＝山本和彦『ロースクール倒産法〔第３版〕』（有斐閣） 

６６．．参参考考書書  

中島弘雅・佐藤鉄男『現代倒産手続法』（有斐閣アルマ） 

 

山本和彦『倒産処理法入門〔第５版〕』（有斐閣） 

伊藤眞『破産法・民事再生法〔第６版〕』（有斐閣） 

加藤哲夫・山本研編『プロセス講義 倒産法』（信山社） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 後記８で提出されたレポートは添削して返還する。 

８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 授業の後半時期に、倒産法の演習問題を課題として出題するので、それに対するレポートを作成し、

提出する。成績は、上記提出レポートの評価７０％、出席状況を含む授業への貢献度３０％で評価す

る。定期試験は実施しない。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 
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（LS）LAW622J 
科科  目目  名名 配配当当学学年年 開開講講期期 単単位位数数 担担  当当  者者  名名 

租租税税法法総総合合演演習習 ２２・・３３年年 春春学学期期 ２２ 荒荒籾籾  航航輔輔 

 

１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標 

本演習においては、租税法の主要な判例や具体的事例問題の検討を行うことにより、租税法の問題及

び租税法に関連する法律について理解を深めたうえで、具体的事例における問題解決能力の習得を目的

とする。 

特に、法科大学院においては、租税法の主要な法律である所得税法を中心に、所得税法に関連する限

りにおいて、法人税法及び国税通則法の基本的知識の理解が求められる。本演習においては、具体的事

例を検討・分析することにより、上記基本的知識の理解を深めるとともに、具体的事案を解決するため

の租税法の解釈適用方法を示すことができるようになることを目指す。 

２２．．授授業業内内容容 

本演習は、具体的な事例を受講者が事前に検討し、その検討内容について講評・分析を行うことで進

めていくことを予定しているが、受講者の租税法の習熟度に応じて変更することがある。 

第１回 イントロダクション 

第２回 所得税・法人税・国税通則法の基本的な知識の復習と事例分析（その１） 

第３回 所得税・法人税・国税通則法の基本的な知識の復習と事例分析（その２） 

第４回 所得税・法人税・国税通則法の基本的な知識の復習と事例分析（その３） 

第５回 所得税・法人税・国税通則法の基本的な知識の復習と事例分析（その４） 

第６回 所得税・法人税・国税通則法の基本的な知識の復習と事例分析（その５） 

第７回 所得税・法人税・国税通則法の基本的な知識の復習と事例分析（その６） 

第８回 所得税・法人税・国税通則法の基本的な知識の復習と事例分析（その７） 

第９回 所得税・法人税・国税通則法の基本的な知識の復習と事例分析（その８） 

第１０回 所得税・法人税・国税通則法の基本的な知識の復習と事例分析（その９） 

第１１回 所得税・法人税・国税通則法の基本的な知識の復習と事例分析（その１０） 

第１２回 新たなテーマや最新の判例の検討と事例分析（その１） 

第１３回 新たなテーマや最新の判例の検討と事例分析（その２） 

第１４回 レポートの講評及び議論 

３３．．履履修修上上のの注注意意 

本演習は、租税法の基本的な知識（特に所得税法・法人税法・国税通則法）についてある程度の理解

が進んでいることを前提とする。そのため、租税法Ⅰ及びⅡを履修していることが望ましい。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容 

第２回以降、次回に取り上げる事例問題に関し、一部の設問をレポート課題と指定する。このレポー

ト課題はOh-o! Meijiシステムを通じて事前に提出する。また、レポート課題としていない設問につい

ても、本演習内で取り上げるので、事前に検討しておく必要がある。 

本演習で取り上げた事例問題において問題となった租税法上の論点については、自身の規範としてノー

トに取りまとめておくことが望ましい。 

５５．．教教科科書書 

教科書は使用しないが、６．記載の基本書のいずれか及び中里実ほか編『租税判例百選〔第７版〕』

（有斐閣）を常に参照すること。また、本演習に当たっては、中里実＝増井良啓＝渕圭吾編『租税法判

例六法〔最新版〕』（有斐閣）又は租税法規の収録された法規集を必ず持参すること。 

６６．．参参考考書書 

〈基本書〉 

金子宏『租税法〔第２４版〕』（弘文堂） 

水野忠恒『大系租税法〔第５版〕』（中央経済社） 

渕圭吾『租税法講義』（有斐閣） 

佐藤英明『スタンダード所得税法〔第４版〕』（弘文堂） 

渡辺徹也『スタンダード法人税法〔第３版〕』（弘文堂） 

木山泰嗣『国税通則法の読み方』（弘文堂）など 
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〈判例集〉 

中里実ほか編『租税判例百選〔第７版〕』（有斐閣） 

中里実＝増井良啓＝渕圭吾編『租税法判例六法〔最新版〕』（有斐閣） 

金子宏ほか編『ケースブック租税法〔第５版〕』（弘文堂） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

事前レポート課題については、本演習中に解説を行うとともに、評価を行ったうえで返却する。最終

回のレポートについても同様とする。 

８８．．成成績績評評価価のの方方法法 

最終回レポート（50％）、事前レポート課題（25％）、平常点（授業内の質問への解答等）（25％）

の合計点により総合的に成績評価する。 

９９．．そそのの他他 

特になし。 
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（LS）LAW642J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

経経済済法法総総合合演演習習  
２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  

越越知知  保保見見  
２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

本演習は、事例研究（過去司法試験問題は面白い事例なので、これも取り上げたい）を中心として、

講義で得た知識を実務に対応可能なものとし、独占禁止法の分析手法の実践的習得を目的とする。独禁

法では、日米欧のコンバージェンスが進んでいることから、事例研究では欧米の事例を取り上げること

もある。メモランダムの作成や起案練習などにより、深い理解、知識を実務上活用できるようにするこ

とを目的とする。 

２２．．授授業業内内容容  

1  再販価格維持と非価格的制限・フランチャイズ契約 

2  選択的流通制度・インターネット取引 

3  排他条件付取引と抱き合わせ 

4 価格カルテル 

5 入札談合 

6 事業者団体規制 

7  水平的協力協定と共同の取引拒絶 

8  企業結合規制（1）ジョイントベンチャー・株式取得・共同事業との比較 

9  企業結合規制（2） 垂直統合・問題解消措置等 

10  不当廉売・価格による排除行為  

11  非価格的排除行為・取引妨害・知的財産と独禁法 

12 優越的地位の濫用 

13 域外適用・課徴金とリニエンシー制度 

14 教場試験 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

本演習は、思考力・議論する能力と書く力の育成に力を入れる。司法試験問題を含む事例を題材にし

て、事業者・執行者側の双方の立場を分析し、メモランダムにまとめられるよう課題を与え、添削指導

を行う。百選・ガイドラインを持参すること。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

各回の事例問題について起案の構成メモを準備しておくことが望ましい。各回の復習では、落とした

論点キーワードを入れた構成メモの改訂作業をすること、2 コマに一事例程度は、実際の起案例を作っ

ておくことが望ましい。 

５５．．教教科科書書  

経済法講義の講義案・越知保見『日米欧競争法大全』の抜粋 

６６．．参参考考書書  

越知保見『日米欧競争法大全』（中央経済社 2020年） 

金井ほか編『経済法判例百選（第 2版）』）（有斐閣 2017年）  

菅久修一編著『独占禁止法』（商事法務 2020年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 試験問題については、自ら点検し、不十分な内容に関して、所定の期日までに改善した内容を復習レ

ポートとして提出させる。復習レポートの内容は成績評価の対象とする。起案練習についても、復習に

基づき、起案を修正して提出することを励行する。その復習状況を成績評価の対象とする。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

成績評価は、教場試験の成績（33.4％）、授業への貢献度（平常点）（33.3％）・復習・レポート（33.3％）

で行なう。 

評価基準は、Ｓ～Ｆの 5段階評価とする。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 
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（LS）LAW642J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

経経済済法法総総合合演演習習  
２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  

越越知知  保保見見  
２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

本演習は、事例研究（過去司法試験問題は面白い事例なので、これも取り上げたい）を中心として、

講義で得た知識を実務に対応可能なものとし、独占禁止法の分析手法の実践的習得を目的とする。独禁

法では、日米欧のコンバージェンスが進んでいることから、事例研究では欧米の事例を取り上げること

もある。メモランダムの作成や起案練習などにより、深い理解、知識を実務上活用できるようにするこ

とを目的とする。 

２２．．授授業業内内容容  

1  再販価格維持と非価格的制限・フランチャイズ契約 

2  選択的流通制度・インターネット取引 

3  排他条件付取引と抱き合わせ 

4 価格カルテル 

5 入札談合 

6 事業者団体規制 

7  水平的協力協定と共同の取引拒絶 

8  企業結合規制（1）ジョイントベンチャー・株式取得・共同事業との比較 

9  企業結合規制（2） 垂直統合・問題解消措置等 

10  不当廉売・価格による排除行為  

11  非価格的排除行為・取引妨害・知的財産と独禁法 

12 優越的地位の濫用 

13 域外適用・課徴金とリニエンシー制度 

14 教場試験 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

本演習は、思考力・議論する能力と書く力の育成に力を入れる。司法試験問題を含む事例を題材にし

て、事業者・執行者側の双方の立場を分析し、メモランダムにまとめられるよう課題を与え、添削指導

を行う。百選・ガイドラインを持参すること。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

各回の事例問題について起案の構成メモを準備しておくことが望ましい。各回の復習では、落とした

論点キーワードを入れた構成メモの改訂作業をすること、2 コマに一事例程度は、実際の起案例を作っ

ておくことが望ましい。 

５５．．教教科科書書  

経済法講義の講義案・越知保見『日米欧競争法大全』の抜粋 

６６．．参参考考書書  

越知保見『日米欧競争法大全』（中央経済社 2020年） 

金井ほか編『経済法判例百選（第 2版）』）（有斐閣 2017年）  

菅久修一編著『独占禁止法』（商事法務 2020年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 試験問題については、自ら点検し、不十分な内容に関して、所定の期日までに改善した内容を復習レ

ポートとして提出させる。復習レポートの内容は成績評価の対象とする。起案練習についても、復習に

基づき、起案を修正して提出することを励行する。その復習状況を成績評価の対象とする。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

成績評価は、教場試験の成績（33.4％）、授業への貢献度（平常点）（33.3％）・復習・レポート（33.3％）

で行なう。 

評価基準は、Ｓ～Ｆの 5段階評価とする。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 

（LS）LAW672J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

知知的的財財産産法法総総合合演演習習  ２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  熊熊谷谷  健健一一  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 特許法及び著作権法の制度趣旨について、主要条文に規定されている要件及び学説及び判例に基づき、

検討することにより、特許法及び著作権法の主要項目についての理解を深める。 

また、想定事例を課題として用い、参加者全員により、論点を抽出した取りまとめを行うことにより、

特許法及び著作権法の主要項目についての理解をさらに深める。 

 これらを通じて、特許法及び著作権法の主要項目について、具体的事例における論点抽出を行う能力

の涵養を目標とする。 

 授業内容は、履修者の希望も考慮しつつ、内容の変更を行う可能性もあり、重要な判決が新たに出さ

れた場合は、当該判決についても取り上げることとする。 

 知的財産法に関する基本的な学習を終えていることを前提に行うため、知的財産と法Ⅰ及び知的財産

と法Ⅱを事前に履修していることを原則とする。 

２２．．授授業業内内容容  

第１回：特許法及び著作権法の主要論点の分析及び検討（１） 

 特許法及び著作権法の主要論点について、関連する条文及び判例の分析を行うとともに、想定事例を

課題として用い、参加者全員で検討を行うことにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解

を深める。 

第２回：特許法及び著作権法の主要論点の分析及び検討（２） 

 特許法及び著作権法の主要論点について、関連する条文及び判例の分析を行うとともに、想定事例を

課題として用い、参加者全員で検討を行うことにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解

を深める。 

第３回：特許法及び著作権法の主要論点の分析及び検討（３） 

 特許法及び著作権法の主要論点について、関連する条文及び判例の分析を行うとともに、想定事例を

課題として用い、参加者全員で検討を行うことにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解

を深める。 

第４回：特許法及び著作権法の主要論点の分析及び検討（４） 

 特許法及び著作権法の主要論点について、関連する条文及び判例の分析を行うとともに、想定事例を

課題として用い、参加者全員で検討を行うことにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解

を深める。 

第５回：特許法及び著作権法の具体的事例の分析及び検討（１） 

 特許法及び著作権法に関する事例の分析を行い、参加者全員で関連する条文及び判例の検討を行うこ

とにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解を深める。 

第６回：特許法及び著作権法の具体的事例の分析及び検討（２） 

 特許法及び著作権法に関する事例の分析を行い、参加者全員で関連する条文及び判例の検討を行うこ

とにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解を深める。 

第７回：特許法及び著作権法の具体的事例の分析及び検討（３） 

 特許法及び著作権法に関する事例の分析を行い、参加者全員で関連する条文及び判例の検討を行うこ

とにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解を深める。 

第８回：特許法及び著作権法の具体的事例の分析及び検討（４） 

 特許法及び著作権法に関する事例の分析を行い、参加者全員で関連する条文及び判例の検討を行うこ

とにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解を深める。 

第９回：特許法及び著作権法の具体的事例の分析及び検討（５） 

 特許法及び著作権法に関する事例の分析を行い、参加者全員で関連する条文及び判例の検討を行うこ

とにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解を深める。 

第１０回：特許法及び著作権法の具体的事例の分析及び検討（６） 

 特許法及び著作権法に関する事例の分析を行い、参加者全員で関連する条文及び判例の検討を行うこ
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とにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解を深める。 

第１１回：特許法及び著作権法の具体的事例の分析及び検討（７） 

 特許法及び著作権法に関する事例の分析を行い、参加者全員で関連する条文及び判例の検討を行うこ

とにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解を深める。 

第１２回：特許法及び著作権法の具体的事例の分析及び検討（８） 

 特許法及び著作権法に関する事例の分析を行い、参加者全員で関連する条文及び判例の検討を行うこ

とにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解を深める。 

第１３回：特許法及び著作権法の具体的事例の分析及び検討（９） 

 特許法及び著作権法に関する事例の分析を行い、参加者全員で関連する条文及び判例の検討を行うこ

とにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解を深める。 

第１４回：授業の総括 

特許法及び著作権法に関する主要判例及び主要論点の検討等を行うことにより、授業の総括を行う。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

知的財産法に関する基本的な学習を終えていることを前提に行うため、知的財産と法Ⅰ及び知的財産

と法Ⅱを事前に履修していることを原則とする。 

また、学生主導の演習としたいので、授業の進め方に関する希望を積極的に申し出ることにより、機

会を活用することを希望する。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 特許法及び著作権法の主要項目について、事前に特許法及び著作権法に関する事例を課題として提示

し、参加者全員により、論点の抽出・分析を行うため、事例を十分に検討することを望む。 

５５．．教教科科書書  

 指定しない。 

６６．．参参考考書書  

 授業において紹介する。 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

課題（事例の分析）については、授業中に資料を用いて解説を行うとともに、各自の分析に対し、コ

メントを付したフィードバックを行う。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 各回における課題の分析（課題への解答、分析・検討）８０％、平常点（授業中の質問への解答を含

む）２０％。 

９９．．そそのの他他  

特になし。 
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とにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解を深める。 

第１１回：特許法及び著作権法の具体的事例の分析及び検討（７） 

 特許法及び著作権法に関する事例の分析を行い、参加者全員で関連する条文及び判例の検討を行うこ

とにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解を深める。 

第１２回：特許法及び著作権法の具体的事例の分析及び検討（８） 

 特許法及び著作権法に関する事例の分析を行い、参加者全員で関連する条文及び判例の検討を行うこ

とにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解を深める。 

第１３回：特許法及び著作権法の具体的事例の分析及び検討（９） 

 特許法及び著作権法に関する事例の分析を行い、参加者全員で関連する条文及び判例の検討を行うこ

とにより、特許法及び著作権法の主要論点についての理解を深める。 

第１４回：授業の総括 

特許法及び著作権法に関する主要判例及び主要論点の検討等を行うことにより、授業の総括を行う。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

知的財産法に関する基本的な学習を終えていることを前提に行うため、知的財産と法Ⅰ及び知的財産

と法Ⅱを事前に履修していることを原則とする。 

また、学生主導の演習としたいので、授業の進め方に関する希望を積極的に申し出ることにより、機

会を活用することを希望する。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 特許法及び著作権法の主要項目について、事前に特許法及び著作権法に関する事例を課題として提示

し、参加者全員により、論点の抽出・分析を行うため、事例を十分に検討することを望む。 

５５．．教教科科書書  

 指定しない。 

６６．．参参考考書書  

 授業において紹介する。 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

課題（事例の分析）については、授業中に資料を用いて解説を行うとともに、各自の分析に対し、コ

メントを付したフィードバックを行う。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 各回における課題の分析（課題への解答、分析・検討）８０％、平常点（授業中の質問への解答を含

む）２０％。 

９９．．そそのの他他  

特になし。 

（LS）LAW642J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

労労働働法法総総合合演演習習  
２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  

志志水水  深深雪雪  
２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  

  
１１．． 授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

授授業業のの概概要要：：  

本演習では、春学期に学んだ労働法の体系的な構造や、具体的な法律問題への対応方法、重要判例の

論理構造を基礎として、さらに実践的なスキルを深めることを目的とする。具体的には、労働法に関す

る多様な事例や判例を検討し、それを通じて労働法の役割や機能を理解するとともに、現実的な問題解

決能力を養う。 

到到達達目目標標：：    

労働法の基本構造と判例の論理を基盤に、応用的な事例分析ができるようになる。 

判例や事例を通じて、労働法の現実的な機能と課題を具体的に理解できるようになる。 

法的議論を整理し、説得力のある主張を構築できるようになる。 

２２．．授授業業内内容容  

 本演習では、労働法の内容を具体的に掘り下げて理解するために、労働契約法理、労働基準法理、労

使関係法理、新たな問題や理解が難しい問題への対応という４つのテーマを柱として進める。判例や事

例を中心に多様な論点を検討しながら、労働法の幅広い理解を目指す。授業期間中には複数回の課題を

課し、それによって各自の理解を深める。演習中に事例問題を用いてディベート等を行い、論理的思考

力を養う。最終的な学習成果は定期試験で評価する。 
第第 11 回回 イントロダクション：演習の進め方 
第第 22 回回～～第第 77 回回  労働契約法理：復習と事例分析 
第第 88 回回～～第第 99 回回 労働基準法理：復習と事例分析 
第第 1100 回回～～第第 1111 回回 労使関係法理：復習と事例分析 
第第 1122 回回～～第第 1144 回回 新たな問題や理解が難しいテーマの検討と事例分析 & 総括 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

本演習は、主体的な参加を前提として進めるため、積極的に取り組む姿勢が求められる。授業への出

席は必須であるが、やむを得ず欠席する場合は、事前に担当教員に連絡すること。 

なお、労働法 I・II（旧カリキュラムの「労働法」）を履修済みであることが望ましい。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 授業中の議論に積極的に参加できるよう、事前に教科書や参考書を活用して十分に予習することが求

められる。授業中に検討した事例や論点については、記憶が新しいうちに復習を行い、理解を深めるた

めにノートに整理しておくこと。 

５５．．教教科科書書  

野田進ほか『判例労働法入門』〔第 9版〕（有斐閣、2026 年） 

村中孝史=荒木尚志編『労働判例百選』〔第 10版〕（有斐閣、2021年） 

６６．．参参考考書書  

野川忍『労働法』〔第 2版〕（日本評論社、2025年） 

菅野和夫=山川隆一『労働法〔第 13版〕』（弘文堂、2024年） 

荒木尚志『労働法〔第 5版〕』（有斐閣、2023年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 Oh-o! Meiji を通じて提出された課題については、授業内で講評する。授業中に出した事例問題につ

いては、ディベートの後にコメントする。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 期末試験 50％、課題の評価 25％、受講態度（準備学習や議論への積極性など）25％で評価をする。  

９９．．そそのの他他  

 特になし。 

－ 287 －



（LS）LAW672J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

環環境境法法総総合合演演習習  ２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  朝朝賀賀  広広伸伸  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

個別環境法の設問を通じて、環境法に係る法律上または政策上の課題がいかなる性質のものかを適切

に特定し、条文に照らして分析し、その解決のためにありうる選択肢を抽出し、課題解決のプロセスを

考え出し、わかりやすく伝えることができる能力を身につける。 

２２．．授授業業内内容容  

環境法に係る設問について、受講生各自が予習した解答または論点を抽出した解答メモ（箇条書きで

構わない）を報告し、議論を通して、課題解決のための考察を深める。 

以下の順序・内容については適宜変更する場合もある。 

第１回 廃棄物処理法（１） 

第２回 廃棄物処理法（２） 

第３回 廃棄物処理法（３） 

第４回 廃棄物処理法（４） 

第５回 循環型社会形成推進基本法 

第６回 容器包装リサイクル法（１） 

第７回 容器包装リサイクル法（２） 

第８回 自然公園法（１） 

第９回 自然公園法（２） 

第１０回 自然公園法（３） 

第１１回 地球温暖化対策推進法 

第１２回 水質汚濁防止法（１）・大気汚染防止法（１） 

第１３回 水質汚濁防止法（２）・大気汚染防止法（２） 

第１４回 土壌汚染対策法・環境影響評価法 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

民法、行政法、民事訴訟法、環境法を既履修ないしは履修中であることが望ましい。講義では、受講

生各自の積極的な質疑や発言に基づき、法理論や問題点を検証するプロセスに重点を置く。 
４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

予習として、指定された設問について、基本書の関連個所を読み、参考判例があるときにはそれも調

べて、解答メモを作成する。復習としては、授業を踏まえ、解答を作成する。 

５５．．教教科科書書  

 最初の授業の際に各自が使用している基本書を確認のうえ、指示する。 

大塚直=北村喜宣編『環境法判例百選〔第 3版〕』（有斐閣、2018年） 

６６．．参参考考書書 

大塚直『環境法 BACIC〔第 4 版〕』（有斐閣、2023年）、大塚直『環境法〔第 4版〕』（有斐閣、2020年）、 

北村喜宣『環境法〔第 6 版〕』（弘文堂、2023 年）、越智敏裕『環境訴訟法〔第 2 版〕』（日本評論社、

2020 年）、吉村良一『公害・環境訴訟講義』（法律文化社、2018 年）、松村･柳ほか『ロースクール環境

法〔第 2版〕』（成文堂、2010 年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 期末レポート採点の後、添削、コメント等を付して Oh-o! Meiji添付または配付する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

毎回の設問に対する解答または解答メモ、問題提起、発言等に基づく平常点の評価とともに、期末試

験に代わるレポートにより総合的に評価する。 

評価基準：平常点 50％、レポート 50％の割合とする。 

９９．．そそのの他他  

 問題発見能力、問題解決能力及び論述表現能力を培うために、①問題発見能力について、司法試験の

過去の設問も参考にしながら、環境上の社会問題とその立法事実についてテキストを用いて解説および
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

環環境境法法総総合合演演習習  ２２・・３３年年  春春学学期期  ２２  朝朝賀賀  広広伸伸  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

個別環境法の設問を通じて、環境法に係る法律上または政策上の課題がいかなる性質のものかを適切

に特定し、条文に照らして分析し、その解決のためにありうる選択肢を抽出し、課題解決のプロセスを

考え出し、わかりやすく伝えることができる能力を身につける。 

２２．．授授業業内内容容  

環境法に係る設問について、受講生各自が予習した解答または論点を抽出した解答メモ（箇条書きで

構わない）を報告し、議論を通して、課題解決のための考察を深める。 

以下の順序・内容については適宜変更する場合もある。 

第１回 廃棄物処理法（１） 

第２回 廃棄物処理法（２） 

第３回 廃棄物処理法（３） 

第４回 廃棄物処理法（４） 

第５回 循環型社会形成推進基本法 

第６回 容器包装リサイクル法（１） 

第７回 容器包装リサイクル法（２） 

第８回 自然公園法（１） 

第９回 自然公園法（２） 

第１０回 自然公園法（３） 

第１１回 地球温暖化対策推進法 

第１２回 水質汚濁防止法（１）・大気汚染防止法（１） 

第１３回 水質汚濁防止法（２）・大気汚染防止法（２） 

第１４回 土壌汚染対策法・環境影響評価法 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

民法、行政法、民事訴訟法、環境法を既履修ないしは履修中であることが望ましい。講義では、受講

生各自の積極的な質疑や発言に基づき、法理論や問題点を検証するプロセスに重点を置く。 
４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

予習として、指定された設問について、基本書の関連個所を読み、参考判例があるときにはそれも調

べて、解答メモを作成する。復習としては、授業を踏まえ、解答を作成する。 

５５．．教教科科書書  

 最初の授業の際に各自が使用している基本書を確認のうえ、指示する。 

大塚直=北村喜宣編『環境法判例百選〔第 3版〕』（有斐閣、2018年） 

６６．．参参考考書書 

大塚直『環境法 BACIC〔第 4 版〕』（有斐閣、2023年）、大塚直『環境法〔第 4版〕』（有斐閣、2020年）、 

北村喜宣『環境法〔第 6 版〕』（弘文堂、2023 年）、越智敏裕『環境訴訟法〔第 2 版〕』（日本評論社、

2020 年）、吉村良一『公害・環境訴訟講義』（法律文化社、2018 年）、松村･柳ほか『ロースクール環境

法〔第 2版〕』（成文堂、2010 年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 期末レポート採点の後、添削、コメント等を付して Oh-o! Meiji添付または配付する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

毎回の設問に対する解答または解答メモ、問題提起、発言等に基づく平常点の評価とともに、期末試

験に代わるレポートにより総合的に評価する。 

評価基準：平常点 50％、レポート 50％の割合とする。 

９９．．そそのの他他  

 問題発見能力、問題解決能力及び論述表現能力を培うために、①問題発見能力について、司法試験の

過去の設問も参考にしながら、環境上の社会問題とその立法事実についてテキストを用いて解説および

質疑応答を通じて議論を深める。その上で、②問題解決能力について、判例を参考にして、条文解釈及

びその適用について、当該設問との関係から考察して、その解決のためにありうる選択肢を抽出し、課

題解決のための提案ができるように指導する。③論述表現能力を培うために、設問への回答として、上

記の考察及び議論を踏まえて、問題の抽出、条文の適用、解決の仕方の複数提示などを論述する期末レ

ポート課題を課す。提出された期末レポートに対しフィードバックを行う。 
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

国国際際公公法法総総合合演演習習  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  伊伊藤藤  一一頼頼  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 本授業の目的は、日本に関連する国際法の問題とその解決のあり方を、日本の国際法判例を中心に取

り上げて検討することにある。国際社会のグローバル化に伴って生じる国境を越える新たな法律問題に

ついて、日々変化する国際法の規制のあり方を的確に理解しつつ、その変化の意味を理解した上で、こ

れを法律実務において利用し、立論できる法曹となるための基礎を築くことが目標である。あわせて現

在の日本の裁判所がどのように国際法を解釈・適用しているかについて検討し、国際法の一般的な考え

方との異同を検討することを通じて、その背景にある考え方や社会的条件などについても議論する。 

 こうした観点から、本授業では日本の主要な国際法関連判例を読むことに主眼をおく。演習受講者は、

担当する判例を、判例評釈や関連研究論文等を調べ、国際法上の争点を中心に報告し、その報告を基礎

に議論を行いながら、国際法の解釈・適用の実際を理解することを目的とする。受講者は、報告する判

例についてレジュメを作成し、教室での議論をふまえて学期末にレポートを提出してもらう。 

なお、受講者の関心の所在、及び言語能力等によっては、国際司法裁判所をはじめとする各種国際法

廷の判例も検討対象に加えることがありうる。 

２２．．授授業業内内容容  

取り上げる判例は、森川幸一ほか『国際法判例百選〔第 3版〕』（有斐閣、2021年）、薬師寺公夫ほか

『判例国際法〔第 3版〕』（東信堂、2019年）、別冊ジュリスト『年度重要判例解説』（過去 10年間程度）

などに所収のものから、多種多様な判例の研究ができるよう受講者と相談しながら選択する。 

報告の際は、以下のような点をふまえ、レジュメを作成し、報告することが求められる。（１）事件の

概要・背景、（２）当事者の主張・争点、（３）判決の要旨、（４）判決の評価・批判（既存の判例評釈や

学説を十分に調査したうえでみずからの見解を提示すること）。 

各回で扱うトピックは以下のようなものを想定している（順番が前後することもあり得る）。 

1．イントロダクション：国内裁判所における国際法の位置づけに関する基礎理論 

2．未承認国家の法的地位 

3．主権免除 

4．外交・領事関係 

5. 国家管轄権 

6．犯罪人引渡し 

7．海洋法―資源開発・海洋安全保障― 

8. 地球環境保護 

9．人権保障（1）―法の下の平等― 

10．人権保障（2）―表現の自由とマイノリティの権利― 

11. 人権保障（3）―先住民族の権利、難民申請者の権利― 

12．国際経済 

13. 戦後賠償問題 

14. 国際安全保障 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

国際法の既修・未修は問わないが、未修者は後述の入門的なテキストに目を通しておくこと。  

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 報告者だけでなく、他の受講者も、各回で取り上げる判例や参考文献を事前に読んで来ることが必要

である。 

５５．．教教科科書書  

『国際条約集（各年版）』（有斐閣）は毎回必ず持参すること。 

６６．．参参考考書書  

 判例集は、必携ではないが、購入して自学自習することが望ましい。森川幸一ほか『国際法判例百
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

国国際際公公法法総総合合演演習習  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  伊伊藤藤  一一頼頼  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 本授業の目的は、日本に関連する国際法の問題とその解決のあり方を、日本の国際法判例を中心に取

り上げて検討することにある。国際社会のグローバル化に伴って生じる国境を越える新たな法律問題に

ついて、日々変化する国際法の規制のあり方を的確に理解しつつ、その変化の意味を理解した上で、こ

れを法律実務において利用し、立論できる法曹となるための基礎を築くことが目標である。あわせて現

在の日本の裁判所がどのように国際法を解釈・適用しているかについて検討し、国際法の一般的な考え

方との異同を検討することを通じて、その背景にある考え方や社会的条件などについても議論する。 

 こうした観点から、本授業では日本の主要な国際法関連判例を読むことに主眼をおく。演習受講者は、

担当する判例を、判例評釈や関連研究論文等を調べ、国際法上の争点を中心に報告し、その報告を基礎

に議論を行いながら、国際法の解釈・適用の実際を理解することを目的とする。受講者は、報告する判

例についてレジュメを作成し、教室での議論をふまえて学期末にレポートを提出してもらう。 

なお、受講者の関心の所在、及び言語能力等によっては、国際司法裁判所をはじめとする各種国際法

廷の判例も検討対象に加えることがありうる。 

２２．．授授業業内内容容  

取り上げる判例は、森川幸一ほか『国際法判例百選〔第 3版〕』（有斐閣、2021年）、薬師寺公夫ほか

『判例国際法〔第 3版〕』（東信堂、2019年）、別冊ジュリスト『年度重要判例解説』（過去 10年間程度）

などに所収のものから、多種多様な判例の研究ができるよう受講者と相談しながら選択する。 

報告の際は、以下のような点をふまえ、レジュメを作成し、報告することが求められる。（１）事件の

概要・背景、（２）当事者の主張・争点、（３）判決の要旨、（４）判決の評価・批判（既存の判例評釈や

学説を十分に調査したうえでみずからの見解を提示すること）。 

各回で扱うトピックは以下のようなものを想定している（順番が前後することもあり得る）。 

1．イントロダクション：国内裁判所における国際法の位置づけに関する基礎理論 

2．未承認国家の法的地位 

3．主権免除 

4．外交・領事関係 

5. 国家管轄権 

6．犯罪人引渡し 

7．海洋法―資源開発・海洋安全保障― 

8. 地球環境保護 

9．人権保障（1）―法の下の平等― 

10．人権保障（2）―表現の自由とマイノリティの権利― 

11. 人権保障（3）―先住民族の権利、難民申請者の権利― 

12．国際経済 

13. 戦後賠償問題 

14. 国際安全保障 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

国際法の既修・未修は問わないが、未修者は後述の入門的なテキストに目を通しておくこと。  

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 報告者だけでなく、他の受講者も、各回で取り上げる判例や参考文献を事前に読んで来ることが必要

である。 

５５．．教教科科書書  

『国際条約集（各年版）』（有斐閣）は毎回必ず持参すること。 

６６．．参参考考書書  

 判例集は、必携ではないが、購入して自学自習することが望ましい。森川幸一ほか『国際法判例百

 

 

選〔第3版〕』（有斐閣、2021年）、薬師寺公夫ほか『判例国際法〔第3版〕』（東信堂、2019年）など。 

詳細な体系書としては、加藤信行ほか『概説国際法』（有斐閣、2024年）、岩沢雄司『国際法〔第2

版〕』（東京大学出版会、2023年）、杉原高嶺ほか『現代国際法講義〔第5版〕』（有斐閣、2012年）、杉原

高嶺『国際法学講義〔第2版〕』（有斐閣、2013年）、酒井啓亘ほか『国際法』（有斐閣、2011年）などが

ある。 

学部の講義で国際法の概論的講義を受けていない学生は、中谷和弘ほか『国際法〔第4版〕』（有斐

閣、2021年）、杉原高嶺『基本国際法〔第4版〕』（有斐閣、2023年）などの入門書を、事前にあるいは

授業と並行して通読することが望ましい。 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 各回の報告内容に対しては、授業中の討論を通じてフィードバックを行う。期末レポートを実施する

場合は、Eメール等を通じて個別に講評を送付する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 平常点（80％）、期末レポート（20％）で成績を評価するが、受講者数が少ない場合には、授業の中で

報告用に作成したレジュメなどをもって期末レポートに代えることがある。 

９９．．そそのの他他  
 特になし。 
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

国国際際私私法法総総合合演演習習  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  内内田田  明明  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 国際私法は、国境を越えて営まれる私人間の法律関係を対象とする法律である。司法試験科目である

国際私法の出題範囲に対応し、春学期科目「国際私法」で取り扱った法の適用に関する通則法などの国

際私法分野における基本的な法律のほか、国際物品売買契約に関する国際連合条約（ウィーン売買条約）

等の条約も検討する。司法試験で国際私法を選択する場合には、履修することが望ましい。 

本科目では、具体的な設例を検討することで、国際私法的な観点から結論を導く能力を習得すること

を到達目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

第１回 直接管轄、間接管轄 

 民事訴訟法３条の２以下、１１８条などを検討する。 

第２回 国際民事手続法 

管轄以外の国際手続法に関連する問題を検討する。 

第３回 婚姻、夫婦財産制 

婚姻に関連する問題について、通則法２４条から２６条まで検討する。 

第４回 離婚、扶養 

 離婚・扶養に関する問題について、通則法２７条、３４条、４３条１項、扶養義務の準拠法に関する

法律を検討する。 

第５回 親子関係 

実親子関係、養子、認知など親子関係に関する問題について、通則法２８条から３３条まで検討する。  

第６回 相続、遺言 

 相続（通則法３６条）、遺言（３７条、４３条２項、遺言の方式の準拠法に関する法律）を検討する。 

第７回 人の行為能力、後見、失踪宣告 

 行為能力及び後見に関連する問題について、通則法４条、５条、６条、３５条を検討する。 

第８回 契約 

契約に関連する問題として、通則法７条から１２条まで検討する。 

第９回 物権、知的財産権、ベルヌ条約 

物権に関する通則法１３条のほか、知的財産権をめぐる問題を検討する。 

第１０回 事務管理及び不当利得 

 事務管理及び不当利得について、通則法１４条から１６条まで検討する。 

第１１回 不法行為 

 不法行為に関連する問題として、通則法１７条から２２条まで検討する。 

第１２回 法人、代理、債権譲渡、代位 

 法人、代理、通則法２３条、代位を検討する。 

第１３回 モントリオール条約 

 モントリオール条約を中心に検討する。 

第１４回 国際物品売買契約に関する国際連合条約（ウィーン売買条約） 

 ウィーン売買条約を中心に検討する。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

文章を書く力をつけるため、レポート課題の提出をお願いしている。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 予習として、第２回以降、事前レポート課題（司法試験における小問二つ程度の分量）を Oh-o! Meiji

を通じて事前提出する（所要時間６０分～１２０分程度）。また、レポート提出は求めないが、レポート

課題とならなかった設問についても事前に検討する（所要時間３０～６０分程度）。授業内で口頭での

回答を求めることがある。  
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

国国際際私私法法総総合合演演習習  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  内内田田  明明  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 国際私法は、国境を越えて営まれる私人間の法律関係を対象とする法律である。司法試験科目である

国際私法の出題範囲に対応し、春学期科目「国際私法」で取り扱った法の適用に関する通則法などの国

際私法分野における基本的な法律のほか、国際物品売買契約に関する国際連合条約（ウィーン売買条約）

等の条約も検討する。司法試験で国際私法を選択する場合には、履修することが望ましい。 

本科目では、具体的な設例を検討することで、国際私法的な観点から結論を導く能力を習得すること

を到達目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

第１回 直接管轄、間接管轄 

 民事訴訟法３条の２以下、１１８条などを検討する。 

第２回 国際民事手続法 

管轄以外の国際手続法に関連する問題を検討する。 

第３回 婚姻、夫婦財産制 

婚姻に関連する問題について、通則法２４条から２６条まで検討する。 

第４回 離婚、扶養 

 離婚・扶養に関する問題について、通則法２７条、３４条、４３条１項、扶養義務の準拠法に関する

法律を検討する。 

第５回 親子関係 

実親子関係、養子、認知など親子関係に関する問題について、通則法２８条から３３条まで検討する。  

第６回 相続、遺言 

 相続（通則法３６条）、遺言（３７条、４３条２項、遺言の方式の準拠法に関する法律）を検討する。 

第７回 人の行為能力、後見、失踪宣告 

 行為能力及び後見に関連する問題について、通則法４条、５条、６条、３５条を検討する。 

第８回 契約 

契約に関連する問題として、通則法７条から１２条まで検討する。 

第９回 物権、知的財産権、ベルヌ条約 

物権に関する通則法１３条のほか、知的財産権をめぐる問題を検討する。 

第１０回 事務管理及び不当利得 

 事務管理及び不当利得について、通則法１４条から１６条まで検討する。 

第１１回 不法行為 

 不法行為に関連する問題として、通則法１７条から２２条まで検討する。 

第１２回 法人、代理、債権譲渡、代位 

 法人、代理、通則法２３条、代位を検討する。 

第１３回 モントリオール条約 

 モントリオール条約を中心に検討する。 

第１４回 国際物品売買契約に関する国際連合条約（ウィーン売買条約） 

 ウィーン売買条約を中心に検討する。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

文章を書く力をつけるため、レポート課題の提出をお願いしている。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 予習として、第２回以降、事前レポート課題（司法試験における小問二つ程度の分量）を Oh-o! Meiji

を通じて事前提出する（所要時間６０分～１２０分程度）。また、レポート提出は求めないが、レポート

課題とならなかった設問についても事前に検討する（所要時間３０～６０分程度）。授業内で口頭での

回答を求めることがある。  

 

 

５５．．教教科科書書  

教科書は使用しない。 

６６．．参参考考書書  

 松岡博『国際関係私法入門〔第４版補訂〕』（有斐閣、2021年） 

澤木敬朗＝道垣内正人『国際私法入門〔第９版〕』（有斐閣、2024年） 

中西康ほか『国際私法〔第３版〕』（有斐閣、2022年） 

神前禎ほか『国際私法〔第４版〕』（有斐閣、2019年） 

櫻田嘉章ほか『国際私法判例百選〔第３版〕』（有斐閣、2021年） 

櫻田嘉章ほか『注釈国際私法第１巻』、『注釈国際私法第２巻』（有斐閣、2011年） 

木棚照一『国際知的財産法入門』（日本評論社、2018年） 

藤田勝利ほか『注釈モントリオール条約』（有斐閣、2020年） 

潮見佳男ほか『概説国際物品売買条約』（法律文化社、2010年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 授業では、事前レポート課題の解説のほか、関連する問題について講義を行う。提出された事前レポ

ート課題は、添削してコメントを付けた上で、Oh-o! Meijiを通じて随時返却する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 定期試験（筆記試験）は行わない。事前レポート課題（全１３回）と平常点（授業内の回答等）によ

り成績評価する（レポート７８％、平常点２２％の割合で評価する。）。  

９９．．そそのの他他  

 授業だけでは個人の理解度の把握や指導までは行き届かないため、教育補助講師の利用を推奨する。 
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

展展開開・・先先端端系系総総合合指指導導（（経経済済法法））  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  越越知知  保保見見  

  

１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

本総合指導では、講義で取り上げた審判決例を読み込んで日本の事例・独禁法についてのより深い理

解を目指す。また、本指導では、デジタル経済などの先端領域の問題、米国・EUの事例も取り上げ、ま

た、表現力の獲得にも配慮する。経済法を得意科目にするもの、経済法の専門家を目指す場合には本講

義は必須である。 

２２．．授授業業内内容容  

1 不当な取引制限：多摩談合事件・東芝ケミカル事件・種苗事件、EU Eutoras事件 

2 不当な取引制限と域外適用：ブラウン管カルテル事件、米国モトローラ事件 

3 垂直的制限：流通取引慣行ガイドラインと SCE事件・資生堂事件、EUコティ事件 

4 不当廉売・差別対価―芝浦と殺城事件、ハローマルエツ事件・ヤマト運輸事件 

5 抱き合わせ・排他条件付き取引―JASRAC事件、包括許諾に関する日米欧の比較 

6 価格的濫用行為―NTT東日本事件・有線ブロード事件・インテル事件（米国・EUを含む） 

7 非価格的濫用行為（ニプロ事件・農協関係事件）と競争の意義に関する日米欧の比較 

8 知的所有権―キャノンインクカートリッジ事件・サムソン・アップル事件、クアルコム事件 

9 優越的地位の濫用-楽天価格表示事件・山陽マルナカ事件・全農段ボール事件 

10 デジタルエコノミー関連：FB事件、EUのグーグル事件 アップル・エピック事件 

11 水平的企業結合―八幡富士・新日鉄住金、グーグルフィットビット事件 

12 垂直的企業結合など―AMSL事件・エムスリーとアルトマーク事件 

13 競争者間の協定―高速バス事件・着うた事件 

14 事業者団体の協定―大阪バス協会事件・エアソフトガン事件 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

本科目は、経済法の講義の受講を前提に、審判決の研究により、経済法についての思考力・分析能力・

起案能力・法律調査能力をたかめることを目的とする応用科目である。また、司法試験問題を含め、起

案やメモの書き方も指導する。百選・ガイドラインを持参すること。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

各回の判例の事実関係、判旨については、授業で聞かれたら答えられるように準備しておくことが望

ましい。授業後に、取り上げた判例を復習し、自分のものにしておくこと。  

５５．．教教科科書書  

経済法講義の講義案・越知保見『日米欧競争法大全』の抜粋 

６６．．参参考考書書  

越知保見『日米欧競争法大全』（中央経済社 2020年） 

金井ほか編『経済法判例百選（第 2版）』）（有斐閣 2017年）  

菅久修一編著『独占禁止法』（商事法務 2020年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 試験問題については、自ら点検し、不十分な内容に関して、所定の期日までに改善した内容を復習レ

ポートとして提出させる。復習レポートの内容は成績評価の対象とする。起案練習についても、復習に

基づき、起案を修正して提出することを励行する。その復習状況を成績評価の対象とする。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

成績評価は、教場試験の成績（33.4％）、授業への貢献度（平常点）（33.3％）・復習・レポート（33.3％）

で行なう。 

評価基準は、Ｓ～Ｆの 5段階評価とする。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 
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（LS）LAW642J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

展展開開・・先先端端系系総総合合指指導導（（経経済済法法））  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  越越知知  保保見見  

  

１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

本総合指導では、講義で取り上げた審判決例を読み込んで日本の事例・独禁法についてのより深い理

解を目指す。また、本指導では、デジタル経済などの先端領域の問題、米国・EUの事例も取り上げ、ま

た、表現力の獲得にも配慮する。経済法を得意科目にするもの、経済法の専門家を目指す場合には本講

義は必須である。 

２２．．授授業業内内容容  

1 不当な取引制限：多摩談合事件・東芝ケミカル事件・種苗事件、EU Eutoras事件 

2 不当な取引制限と域外適用：ブラウン管カルテル事件、米国モトローラ事件 

3 垂直的制限：流通取引慣行ガイドラインと SCE事件・資生堂事件、EUコティ事件 

4 不当廉売・差別対価―芝浦と殺城事件、ハローマルエツ事件・ヤマト運輸事件 

5 抱き合わせ・排他条件付き取引―JASRAC事件、包括許諾に関する日米欧の比較 

6 価格的濫用行為―NTT東日本事件・有線ブロード事件・インテル事件（米国・EUを含む） 

7 非価格的濫用行為（ニプロ事件・農協関係事件）と競争の意義に関する日米欧の比較 

8 知的所有権―キャノンインクカートリッジ事件・サムソン・アップル事件、クアルコム事件 

9 優越的地位の濫用-楽天価格表示事件・山陽マルナカ事件・全農段ボール事件 

10 デジタルエコノミー関連：FB事件、EUのグーグル事件 アップル・エピック事件 

11 水平的企業結合―八幡富士・新日鉄住金、グーグルフィットビット事件 

12 垂直的企業結合など―AMSL事件・エムスリーとアルトマーク事件 

13 競争者間の協定―高速バス事件・着うた事件 

14 事業者団体の協定―大阪バス協会事件・エアソフトガン事件 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

本科目は、経済法の講義の受講を前提に、審判決の研究により、経済法についての思考力・分析能力・

起案能力・法律調査能力をたかめることを目的とする応用科目である。また、司法試験問題を含め、起

案やメモの書き方も指導する。百選・ガイドラインを持参すること。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

各回の判例の事実関係、判旨については、授業で聞かれたら答えられるように準備しておくことが望

ましい。授業後に、取り上げた判例を復習し、自分のものにしておくこと。  

５５．．教教科科書書  

経済法講義の講義案・越知保見『日米欧競争法大全』の抜粋 

６６．．参参考考書書  

越知保見『日米欧競争法大全』（中央経済社 2020年） 

金井ほか編『経済法判例百選（第 2版）』）（有斐閣 2017年）  

菅久修一編著『独占禁止法』（商事法務 2020年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 試験問題については、自ら点検し、不十分な内容に関して、所定の期日までに改善した内容を復習レ

ポートとして提出させる。復習レポートの内容は成績評価の対象とする。起案練習についても、復習に

基づき、起案を修正して提出することを励行する。その復習状況を成績評価の対象とする。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

成績評価は、教場試験の成績（33.4％）、授業への貢献度（平常点）（33.3％）・復習・レポート（33.3％）

で行なう。 

評価基準は、Ｓ～Ｆの 5段階評価とする。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 

（LS）LAW642J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

展展開開・・先先端端系系総総合合指指導導（（労労働働法法））  ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  志志水水  深深雪雪  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 この授業では、最新の重要判例（下級審裁判例を含む）を精読し、それに関連する事例問題を解くこ

とを通じて、労働法における実践的能力を養うことを目的とする。具体的には、労働法学の理論的知見

を基礎に、具体的事案の中で法的問題を特定し、それに基づいて合理的かつ説得力のある解決策を構築

する力を身に付けることを目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

 事前に配布する判例を十分に予習した上で、授業内でその判例と事例問題に取り組む。各回の授業で

は、事例問題に対する簡単な構成案（箇条書きのメモなど）を作成・提出し、その回答について意見交

換や質疑応答を行う。また、判例の位置づけや射程に関する疑問があれば、それも議論の対象とし、労

働法における重要なトピックについて理論的な理解を深める。 

事例問題については、担当者を決めた上で、箇条書きにとどまらず、具体的な文章で起案し提出する

ことを予定している（授業の進行に応じて省略する場合がある）。実施方法については、宿題（課題）

とするか、授業内で出題し起案させるかなどを履修者と相談の上で決定する。 

なお、授業の進行は以下の通りを想定しているが、履修者の理解度や進行状況に応じて柔軟に調整す

る予定である。具体的には、既に習熟しているトピックを省略し、重要度の高いトピック、理解が不十

分な内容、新しい判例に関連するテーマを重点的に扱うことなどを検討する。 

 

授授業業のの進進行行計計画画  

第第 11回回：：イインントトロロダダククシショョンン    

演習の進め方を説明し、比較的簡単な例題を用いて予行演習を行い、基本的な進行方法への理解を

深める。 

第第 22回回、、第第 44回回、、第第 66回回、、第第 88回回、、第第 1100回回、、第第 1122回回：：重重要要判判例例のの検検討討  

事前に配布した重要判例について検討する。 

第第 33回回、、第第 55回回、、第第 77回回、、第第 99回回、、第第 1111回回、、第第 1133回回：：事事例例問問題題のの検検討討 

 直前の回で検討した重要判例を踏まえ、それに関連する事例問題を分析・議論する。 

第第 1144回回：：総総括括デディィススカカッッシショョンン  

授業全体を振り返り、総括的な課題について議論する。 

３３．．履履修修上上のの注注意意 

毎回必ず出席すること。やむを得ず欠席する場合は、可能な限り事前にメール等で連絡すること（連

絡方法は初回授業で伝える）。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 事前に配布された判例や事例問題を丁寧に読み込み、授業では骨子（メモ）を基に報告や意見交換を

行い、積極的に討論に参加することが求められる。授業時間の都合上、授業内で直接扱わない事項につ

いても、自主的に学習して補うことが重要である。また、各回の予習・復習には、それぞれ 120分程度

の時間を確保することが推奨される。特に予習に重点を置くことが求められる。 

予習では、関連する判例や裁判例をしっかりと確認し、事例問題については簡単な骨子を事前に作成

することが望ましい。骨子には、訴訟等における請求内容の明示や請求に関する説明、争点の整理（解

釈上の問題点の指摘）、規範の定立（一般論）、適用や判断（事実認定を含む）、および結論を含めるこ

とが求められる。起案の形が理想的だが、簡潔な箇条書きであっても構わない。 

復習では、事案の争点解決に用いた一般論や主要な判例法理を記憶することが重要である。単語帳を

活用したり、声に出して繰り返し復唱したりすることで、これらを確実に覚えることが推奨される。ま

た、教科書や参考書を用いて法理間のつながりを確認し、全体像を把握する作業も必要である。 

さらに、事案や判例に立ち返り、法規範（条文・判例法理）を適用して判断を行う練習を繰り返すこ

とが求められる。この際、判断をイメージしたり、簡単なメモを作成したり、実際に起案してみること

が有効である。また、事案の前提事実が変わった場合に結論がどのように変化するかを考察し、より深
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い理解を目指すことが大切である。 

５５．．教教科科書書  

Oh-o! Meijiを通じて、重要判例・事例を事前に配布する。 

６６．．参参考考書書  

以下は例示である。労働法の授業で用いたもの、慣れ親しんだものを用いてもよい。ただし、開講時

までに改訂が行われる可能性があるため注意が必要である。労働法分野では法令改正や判例法理の展開

が頻繁であるため、最新版の使用が推奨される。 

野川忍『労働法〔第 2版〕』（日本評論社、2025年） 

荒木尚志『労働法〔第 5版〕』（有斐閣、2023年） 

菅野和夫＝山川隆一『労働法〔第 13版〕』（弘文堂、2024年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 事案検討については、各自に起案を作成・提出させ、コメントを付けて返却する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 作成された各回の骨子及びまとめ回の起案内容 50％、毎回の議論における各人の発言や対応 50％で

評価する。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 
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以下は例示である。労働法の授業で用いたもの、慣れ親しんだものを用いてもよい。ただし、開講時

までに改訂が行われる可能性があるため注意が必要である。労働法分野では法令改正や判例法理の展開

が頻繁であるため、最新版の使用が推奨される。 

野川忍『労働法〔第 2版〕』（日本評論社、2025年） 

荒木尚志『労働法〔第 5版〕』（有斐閣、2023年） 

菅野和夫＝山川隆一『労働法〔第 13版〕』（弘文堂、2024年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 事案検討については、各自に起案を作成・提出させ、コメントを付けて返却する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 作成された各回の骨子及びまとめ回の起案内容 50％、毎回の議論における各人の発言や対応 50％で

評価する。 

９９．．そそのの他他  

 特になし。 

（LS）LAW672J 

 

科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

展展開開・・先先端端系系総総合合指指導導（（環環境境法法））    ２２・・３３年年  秋秋学学期期  ２２  奥奥田田  進進一一  

  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 環境法の典型判例を読みながら、環境法の基本的なテーマや新しい問題を理解することを主目的とす

る。また、配当年次を考慮して、環境法固有の問題に拘泥せず、民事訴訟や行政訴訟の基本問題にも常

に立ち返りながら、環境訴訟がどのように発展してきたのかを理解できるようにする。 

２２．．授授業業内内容容  

 『環境法判例百選（第 3 版）』所収の判例の中から、とくに典型的かつ先例的価値の高いものを厳選

して、なぜ当該判例が典型的かつ先例的価値が高いのかについて、受講者とともに議論をして論点を抽

出する作業を行う。 

第１回  ガイダンス・大気汚染に係る判例① 

第２回  大気汚染に係る判例② 

第３回  水質汚濁に係る判例① 

第４回  水質汚濁に係る判例② 

第５回  土壌汚染に係る判例① 

第６回  土壌汚染に係る判例② 

第７回  廃棄物に係る判例① 

第８回  廃棄物に係る判例② 

第９回  廃棄物に係る判例③ 

第１０回 景観・眺望に係る判例 

第１１回 自然環境保全に係る判例① 

第１２回 自然環境保全に係る判例② 

第１３回 地球温暖化・エネルギーに係る判例 

第１４回 その他の判例（最新の判例を担当者が紹介する） 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

「環境と法Ⅰ」および「環境と法Ⅱ」を既修もしくは並行履修していることが望ましい。また、民法

（不法行為法）や行政法（行政訴訟）について基本的知識を習得していることも必要である。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 事前にシラバス記載の判例（『環境法判例百選（第 3版）』所収）を熟読し、論点を抽出しておくこと

を以て予習とする。その際に、百選に記述されている論点以外についてもその有無を含めてよく検討し

て欲しい（百選の記述は字数制限があり、評釈担当者もその関心に従って論点を絞っていることが多い

からである）。また、講義では百選記述以外の論点もできる限り多くとりあげるので、これらをノート

にまとめて、自分なりの判例集を作成することを以て復習とする。 

５５．．教教科科書書  

 大塚直＝北村喜宣編『環境法判例百選（第 3版）』（有斐閣、2018年） 

６６．．参参考考書書  

 大塚直『環境法（第 4版）』（有斐閣、2023年）、北村喜宣『環境法（第 5版）』（弘文堂、2020年） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 レポートの全体講評を Oh-o! Meijiで公開する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 問題提起とその学習度、理解度などを平常点（40%）として評価するとともに、最終的にこれまでの

学習を踏まえたレポートの提出（60%）により総合的に評価する。 

９９．．そそのの他他  

特になし。 
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（LS）LAW698J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

リリーーガガルル・・セセミミナナーーＡＡ  

（（交交通通事事故故賠賠償償とと AADDRR））  
３３年年  秋秋学学期期  ２２  

手手塚塚明明・・丸丸山山一一朗朗・・古古郡郡

賢賢大大・・佐佐藤藤菜菜々々子子・・牧牧山山

秀秀登登・・荻荻原原将将人人  

（（オオムムニニババスス方方式式））  
  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 「リーガル・セミナーＡ」は、「交通事故賠償とＡＤＲ」をメイン・テーマとし、「授業内容」記載の

個別テーマについて実務家によるオムニバス方式での授業を実施する。講師は、交通事故損害賠償事

件処理の第一線で活躍する弁護士等である。受講生が、交通事故（自動車事故）に係る損害賠償と損

害保険（自動車保険）の基礎知識、ＡＤＲ（裁判外紛争処理機関）の活用法など、将来、実務家（弁

護士）として交通事故損害賠償事件を処理するのに必要な基本的理解を修得することを目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

 第１回（担当：手塚明・教授（弁護士）） 

  テーマ「損害の概説」 

  今後の授業を受講するための前提知識となる交通事故（自動車事故）の被害者に発生する損害につ

いて概説する。積極損害（治療費、通院交通費、付添費等）と消極損害（休業損害、後遺症逸失利

益、死亡逸失利益）、慰謝料（傷害、死亡）、物損などについて概要を講義する。損害賠償額算定基

準（赤い本、青本）の実務上の役割等についても講義する。 

第２回（担当：丸山一朗・学外担当講師（一般財団自賠責保険・共済紛争処理機構 専務理事）） 

  テーマ「自賠責保険」 

  自賠責保険と任意保険の関係（構造）、自賠責保険の基礎知識、自賠法の特色、自賠責保険の請求手

続、自賠責保険の支払保険額等について講義する。 

第３回（担当：丸山一朗・学外担当講師（一般財団自賠責保険・共済紛争処理機構 専務理事）） 

  テーマ「自賠責保険における有無責調査・損害調査・後遺障害等級認定と不服申立制度」 

  自賠責保険調査事務所が行なっている有無責調査・損害調査・後遺障害等級認定と、その判断に対

する異議申立制度及び紛争調停制度（自賠責保険・共済紛争処理機構）について講義する。 

第４回（担当：古郡賢大・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「任意保険」 

  任意保険の主な商品、被害者の直接請求権行使による保険金の支払、示談代行、一括払い制度等に

ついて講義する。 

第５回（担当：古郡賢大・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「事故直後の被害者からの相談」 

  事故から間もない段階で相談に来た被害者にどのように対応するのか、賠償請求から解決までの流

れ、加害者が任意保険に加入していない場合の対応などを講義する。 

第６回（担当：佐藤菜々子・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「むち打ち被害者からの相談」 

  事故によってむち打ち症を負い、治療期間が長くなっている被害者から相談を受けた場合にどのよ

うに対応するのか、症状固定時期、柔道整復師の施術の問題点、任意保険会社の治療費支払打切り

への対応などついて講義する。 

第７回（担当：佐藤菜々子・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「休業損害の発生が争われている被害者からの相談」 

  主婦、自営業者、無職者など、休業損害の発生が争われている被害者から相談を受けた場合にどの

ように対応するのかなどを講義する。 

第８回（担当：古郡賢大・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「高次脳機能障害の被害者からの相談」 

  高次脳機能障害とはどのような障害であるのか、遷延性意識障害の被害者に対する定期金賠償、後

遺障害を負った被害者が死亡した場合の逸失利益などについて講義する。 

第９回（担当：牧山秀登・学外担当講師（弁護士）） 
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

リリーーガガルル・・セセミミナナーーＡＡ  

（（交交通通事事故故賠賠償償とと AADDRR））  
３３年年  秋秋学学期期  ２２  

手手塚塚明明・・丸丸山山一一朗朗・・古古郡郡

賢賢大大・・佐佐藤藤菜菜々々子子・・牧牧山山

秀秀登登・・荻荻原原将将人人  

（（オオムムニニババスス方方式式））  
  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

 「リーガル・セミナーＡ」は、「交通事故賠償とＡＤＲ」をメイン・テーマとし、「授業内容」記載の

個別テーマについて実務家によるオムニバス方式での授業を実施する。講師は、交通事故損害賠償事

件処理の第一線で活躍する弁護士等である。受講生が、交通事故（自動車事故）に係る損害賠償と損

害保険（自動車保険）の基礎知識、ＡＤＲ（裁判外紛争処理機関）の活用法など、将来、実務家（弁

護士）として交通事故損害賠償事件を処理するのに必要な基本的理解を修得することを目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

 第１回（担当：手塚明・教授（弁護士）） 

  テーマ「損害の概説」 

  今後の授業を受講するための前提知識となる交通事故（自動車事故）の被害者に発生する損害につ

いて概説する。積極損害（治療費、通院交通費、付添費等）と消極損害（休業損害、後遺症逸失利

益、死亡逸失利益）、慰謝料（傷害、死亡）、物損などについて概要を講義する。損害賠償額算定基

準（赤い本、青本）の実務上の役割等についても講義する。 

第２回（担当：丸山一朗・学外担当講師（一般財団自賠責保険・共済紛争処理機構 専務理事）） 

  テーマ「自賠責保険」 

  自賠責保険と任意保険の関係（構造）、自賠責保険の基礎知識、自賠法の特色、自賠責保険の請求手

続、自賠責保険の支払保険額等について講義する。 

第３回（担当：丸山一朗・学外担当講師（一般財団自賠責保険・共済紛争処理機構 専務理事）） 

  テーマ「自賠責保険における有無責調査・損害調査・後遺障害等級認定と不服申立制度」 

  自賠責保険調査事務所が行なっている有無責調査・損害調査・後遺障害等級認定と、その判断に対

する異議申立制度及び紛争調停制度（自賠責保険・共済紛争処理機構）について講義する。 

第４回（担当：古郡賢大・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「任意保険」 

  任意保険の主な商品、被害者の直接請求権行使による保険金の支払、示談代行、一括払い制度等に

ついて講義する。 

第５回（担当：古郡賢大・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「事故直後の被害者からの相談」 

  事故から間もない段階で相談に来た被害者にどのように対応するのか、賠償請求から解決までの流

れ、加害者が任意保険に加入していない場合の対応などを講義する。 

第６回（担当：佐藤菜々子・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「むち打ち被害者からの相談」 

  事故によってむち打ち症を負い、治療期間が長くなっている被害者から相談を受けた場合にどのよ

うに対応するのか、症状固定時期、柔道整復師の施術の問題点、任意保険会社の治療費支払打切り

への対応などついて講義する。 

第７回（担当：佐藤菜々子・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「休業損害の発生が争われている被害者からの相談」 

  主婦、自営業者、無職者など、休業損害の発生が争われている被害者から相談を受けた場合にどの

ように対応するのかなどを講義する。 

第８回（担当：古郡賢大・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「高次脳機能障害の被害者からの相談」 

  高次脳機能障害とはどのような障害であるのか、遷延性意識障害の被害者に対する定期金賠償、後

遺障害を負った被害者が死亡した場合の逸失利益などについて講義する。 

第９回（担当：牧山秀登・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「死亡事故の被害者遺族からの相談」 

  死亡事故の被害者の損害について講義する。生活費控除、女子年少者の逸失利益、年金の逸失利益

性、死亡慰謝料等について講義する。刑事裁判被害者参加制度の利用についても講義する。 

第１０回（担当：牧山秀登・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「後遺症逸失利益の発生が争われている被害者からの相談」 

  後遺症逸失利益の算定方法、被害者に減収がない場合、逸失利益の発生が争われる後遺障害（外貌

醜状、歯牙損傷、胸腹部臓器損傷等）などについて講義する。素因減額についても講義する。 

第１１回（担当：牧山秀登・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「自転車事故の当事者からの相談」 

  自転車事故の加害者あるいは被害者が相談に来た場合にそれぞれどのように対応するかについて

講義する。自転車事故を担保する保険、自転車同士の過失割合などについて講義する。 

第１２回（担当：荻原将人・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「物損事故の当事者からの相談」 

  修理費、経済的全損、評価損、代車使用料、休車損などについて講義する。 

第１３回（担当：荻原将人・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「過失割合が争われている当事者からの相談」 

  事故状況の立証方法、実務上の過失割合の考え方（別冊判タ３８号）などについて講義する。 

第１４回（担当：荻原将人・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「交通事故賠償におけるＡＤＲの活用」 

  日弁連交通事故相談センター及び交通事故紛争処理センターにおける交通事故損害賠償に関する

示談あっせん、審査について講義する。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

 他の科目の履修を前提としない。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 基本的に各回の授業を受講することが学習の中心となる。ただし、各回の授業担当講師から指示があ

った場合には指示に従うこと。 

５５．．教教科科書書  

 特に指定しない。 

６６．．参参考考書書  

 特に指定しない。ただし、必要に応じて、講義中に適宜紹介する。 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 課題等がある場合には、各回の授業担当講師が授業時間内で解説する。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 レポート７０％、平常点３０％で評価する。平常点は、授業中の発言、質問などの参加度を評価する。

定期試験は実施しない。 

９９．．そそのの他他  

 「リーガル・セミナーＡ」は、交通事故損害賠償事件について、実務上、どのような点が問題となる

のか、何故問題となるのか、どのような解決がなされているのかなどを概説する。受講生は、実務に

対する関心を持って受講してほしい。 
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（LS）LAW698J 
科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

リリーーガガルル・・セセミミナナーーBB    ３３年年  秋秋学学期期  ２２  

中中山山幸幸二二・・後後藤藤大大・・吉吉田田

直直可可・・柴柴山山将将一一・・長長島島光光

一一・・佐佐藤藤昌昌之之  （（オオムムニニ

ババスス方方式式））  
  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

「リーガル・セミナーＢ」は、「ＡＩ時代における弁護士法務」をメイン・テーマとし、下記の「授業

内容」記載の個別テーマについて実務家によるオムニバス方式での授業を実施する。講師は、いずれ

も明治大学研究知財戦略機構「先端科学ＥＬＳＩ研究所」（略称 MIAD）の研究員で、新しい技術が社

会にどのような影響を与えるのかについて先端的な知見を有している。受講生が、ＡＩやＤＸ、ＥＬ

ＳＩやモビリティ・イノベーション、災害対策や弁護士任官、アバターや情報法、国際会議やＡＤＲ

等の様々な場面で、デジタル技術及び社会的リスクの高度化が進む現代において、法曹がどのような

役割を果たすべきか、将来、実務家（弁護士）として大きな社会変革の波を生き残るための基本的な

視座を獲得することを目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

司会（コーディネーター）：中山幸二（法科大学院専任教授・MIAD所長） 

 第１回（担当：後藤大・学外担当講師（弁護士）MIAD客員研究員）  

  テーマ「ＡＩの技術的な基礎と法的な論点の概説」 

  ＡＩに関する社会とこれからの弁護士実務の課題を検討する前提として、ＡＩに関する基礎的な知

識と関係する法的論点を概説する。 

 第２回（担当：後藤大・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「司法のＩＴ化とＡＩによる司法の変化」 

  司法のＩＴ化と今後ＡＩにより裁判制度がどのように変化していくのか、ＯＤＲで当事者同士がＡ

Ｉの力を借りて紛争を解決する状況や、依頼者がＡＩを使って回答を得た上で弁護士に相談する世

の中において、司法がどのように変容していくと予想されるかを講義する。 

 第３回（担当：後藤大・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「ＡＩ時代の弁護士に求められる技能」 

  契約書のＡＩによるレビューや、法情報の一次調査をＡＩが担う時代において、弁護士に求められ

る技能を、これまでの弁護士に求められてきた技能を踏まえて講義する。 

 第４回（担当：長島光一・学外担当講師（帝京大学准教授）MIAD客員研究員） 

  テーマ「メタバースにおけるアバター利用のトラブルと法的課題」 

メタバース空間でどのような法律問題が起こっているのかを紹介し、アバターを利用することによ

るトラブルとその解決のありかたを検討する。 

 第５回（担当：長島光一・学外担当講師（帝京大学准教授）） 

テーマ「対話型ロボットの社会実装と法的課題」 

対話型ロボットが社会で導入される事例を紹介し、今後起こりうる法的問題とそれに対応する現場

の工夫を紹介する。また、この分野で、法律家が研究者とどのように協働し、法的問題をクリアし

ていくのかを検証する。 

第６回（吉田直可・学外担当講師（弁護士）MIAD客員研究員） 

  テーマ「行動経済学とルール形成」 

近時、行動経済学が、主流派経済学の一部として扱われるようになり、その有用性が認められてい

る。法学においても、米国ロースクールでは「実践行動経済学」の中で「ナッジ」と言う行動変容

を促す取り組みが始まっている。行動経済学は法学分野でも十分に応用が可能な考え方であること

から、とくに自動運転と社会変容における応用の一端を紹介する。 

第７回（吉田直可・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「イノベーションの創出とルール形成」 

イノベーションを産むための社会的な取り組みやルール形成のあり方について検討する。とくに先

端科学 ELSI研究所・DX研究会 8年の蓄積に基づき、イノベーションが生まれてくる考え方につい
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科科  目目  名名  配配当当学学年年  開開講講期期  単単位位数数  担担  当当  者者  名名  

リリーーガガルル・・セセミミナナーーBB    ３３年年  秋秋学学期期  ２２  

中中山山幸幸二二・・後後藤藤大大・・吉吉田田

直直可可・・柴柴山山将将一一・・長長島島光光

一一・・佐佐藤藤昌昌之之  （（オオムムニニ

ババスス方方式式））  
  
１１．．授授業業のの概概要要・・到到達達目目標標  

「リーガル・セミナーＢ」は、「ＡＩ時代における弁護士法務」をメイン・テーマとし、下記の「授業

内容」記載の個別テーマについて実務家によるオムニバス方式での授業を実施する。講師は、いずれ

も明治大学研究知財戦略機構「先端科学ＥＬＳＩ研究所」（略称 MIAD）の研究員で、新しい技術が社

会にどのような影響を与えるのかについて先端的な知見を有している。受講生が、ＡＩやＤＸ、ＥＬ

ＳＩやモビリティ・イノベーション、災害対策や弁護士任官、アバターや情報法、国際会議やＡＤＲ

等の様々な場面で、デジタル技術及び社会的リスクの高度化が進む現代において、法曹がどのような

役割を果たすべきか、将来、実務家（弁護士）として大きな社会変革の波を生き残るための基本的な

視座を獲得することを目標とする。 

２２．．授授業業内内容容  

司会（コーディネーター）：中山幸二（法科大学院専任教授・MIAD所長） 

 第１回（担当：後藤大・学外担当講師（弁護士）MIAD客員研究員）  

  テーマ「ＡＩの技術的な基礎と法的な論点の概説」 

  ＡＩに関する社会とこれからの弁護士実務の課題を検討する前提として、ＡＩに関する基礎的な知

識と関係する法的論点を概説する。 

 第２回（担当：後藤大・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「司法のＩＴ化とＡＩによる司法の変化」 

  司法のＩＴ化と今後ＡＩにより裁判制度がどのように変化していくのか、ＯＤＲで当事者同士がＡ

Ｉの力を借りて紛争を解決する状況や、依頼者がＡＩを使って回答を得た上で弁護士に相談する世

の中において、司法がどのように変容していくと予想されるかを講義する。 

 第３回（担当：後藤大・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「ＡＩ時代の弁護士に求められる技能」 

  契約書のＡＩによるレビューや、法情報の一次調査をＡＩが担う時代において、弁護士に求められ

る技能を、これまでの弁護士に求められてきた技能を踏まえて講義する。 

 第４回（担当：長島光一・学外担当講師（帝京大学准教授）MIAD客員研究員） 

  テーマ「メタバースにおけるアバター利用のトラブルと法的課題」 

メタバース空間でどのような法律問題が起こっているのかを紹介し、アバターを利用することによ

るトラブルとその解決のありかたを検討する。 

 第５回（担当：長島光一・学外担当講師（帝京大学准教授）） 

テーマ「対話型ロボットの社会実装と法的課題」 

対話型ロボットが社会で導入される事例を紹介し、今後起こりうる法的問題とそれに対応する現場

の工夫を紹介する。また、この分野で、法律家が研究者とどのように協働し、法的問題をクリアし

ていくのかを検証する。 

第６回（吉田直可・学外担当講師（弁護士）MIAD客員研究員） 

  テーマ「行動経済学とルール形成」 

近時、行動経済学が、主流派経済学の一部として扱われるようになり、その有用性が認められてい

る。法学においても、米国ロースクールでは「実践行動経済学」の中で「ナッジ」と言う行動変容

を促す取り組みが始まっている。行動経済学は法学分野でも十分に応用が可能な考え方であること

から、とくに自動運転と社会変容における応用の一端を紹介する。 

第７回（吉田直可・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「イノベーションの創出とルール形成」 

イノベーションを産むための社会的な取り組みやルール形成のあり方について検討する。とくに先

端科学 ELSI研究所・DX研究会 8年の蓄積に基づき、イノベーションが生まれてくる考え方につい

て分析検討する。 

 第８回（担当：柴山将一・学外担当講師（弁護士）MIAD客員研究員） 

  テーマ「災害対策と弁護士法務」 

  近時、地震・津波・噴火等自然災害が頻発する我が国において、災害発生時のみならず、その前後

においても企業・私的団体・地方公共団体等におけるルール策定や災害対策関係法規に基づいた対

応・活動が重要となっており、弁護士もその支援を行うなど重要な役割を担っている。そこで、災

害対策関係法規の概要及び実際の活動などについて紹介する。 

第９回（担当：柴山将一・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ：「弁護士の裁判官任官と実務」 

  法曹一元制度の下、裁判官任官をする機会は司法修習修了時のみならず、弁護士となってからも常

勤または非常勤裁判官として任官できる制度が設けられている。担当講師は弁護士と兼任して非常

勤裁判官としても任官し、「二足のわらじ」を履いて活動した経験を持つことから、その経験を踏ま

えた弁護士任官の実務について紹介する。 

第 10回（佐藤昌之・学外担当講師（ITS Japan法務主査）MIAD客員研究員） 

  テーマ「国境を越える紛争とＡＤＲ・ＯＤＲの進展」 

今後、様々な面で国際化が進み、これに従い国境を越えた法的紛争も個人レベルから企業レベルの

様々な領域でますます増加していくものと予想される。現状及び対応の方向性等について講義する。

また、裁判外紛争解決手続の活用についてＡＤＲ協会の立場から全体像を解説する。 

 第 11回（担当：佐藤昌之・学外担当講師（ITS Japan法務主査） 

  テーマ「自動運転をめぐる標準化と国際会議」 

  ジュネーヴの国際連合欧州経済委員会を舞台として、道路交通条約や自動車基準調和会議において

どのように国際基準が形成されているか、どのように国際会議をリードして日本の技術を国際標準

化していくか、日本の戦略と現在進行形の議論状況を紹介する。 

 第 12回（担当：後藤大・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「ＡＩによる社会変革と弁護士に期待される職能・役割」 

  ＡＩによって変わっていく社会の中で、社会制度がどのように変容していくのか、そのような社会

の中で、弁護士がどのような役割を果たすべきかを講義する。 

 第 13回（担当：後藤大・学外担当講師（弁護士）） 

  テーマ「ＡＩ倫理と法」 

  ＡＩという新しい技術の急速な社会への浸透に伴い、立法が追いつかない状況の中で法的論点がど

のように立ち上がり、どのように変遷し、それにどう対応していくべきかを講義する。 

 第 14回（担当：中山幸二・法科大学院専任教授） 

  テーマ「本授業のまとめ」 

 全体の総まとめとディスカッションを予定している。 

３３．．履履修修上上のの注注意意  

 履修要件として他の科目の履修を前提としない。 

４４．．準準備備学学習習（（予予習習・・復復習習等等））のの内内容容  

 基本的に各回の授業を受講することが学習の中心となる。ただし、各回の授業担当講師からレポート

提出等の課題の指示があった場合には指示に従うこと。 

５５．．教教科科書書  

 特に指定しない。 

６６．．参参考考書書  

 中山幸二ほか編『自動運転と社会変革～法と保険～』（商事法務） 

７７．．課課題題にに対対すするるフフィィーードドババッッククのの方方法法  

 課題等がある場合には、各回の授業担当講師が授業時間内で解説するほか、Oh-o! Meijiのクラスウェ
ブでフィードバックする。 
８８．．成成績績評評価価のの方方法法  

 レポート７０％、平常点３０％で評価する。平常点は、授業中の発言、質問などの参加度を評価する。

定期試験は実施しない。 
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９９．．そそのの他他  

 「リーガル・セミナーＢ」は、ＡＩ・デジタル技術・社会的リスクの高度化が進む現代において、法

曹がどのような役割を果たすべきかについて、実務上、どのような点が問題となるのか、何故問題と

なるのか、どのような役割が期待されているのかなど、法曹実務が流動化する中で固定観念にとらわ

れず多角的な視座を提供する。受講生は、動態的な法曹像に対する関心を持って受講してほしい。 
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